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平成29年10月３日（火曜日）

午後１時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第11号 平成28年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

○報告事項

・平成28年度決算に基づく健全化判断比率及び

資金不足比率について

出席委員（６人）

主 査 二 見 康 之

副 主 査 岩 切 達 哉

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 中 野 一 則

委 員 松 村 悟 郎

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（１人）

委 員 河 野 哲 也

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総務部

総 務 部 長 桑 山 秀 彦

危機管理統括監 田 中 保 通

総 務 部 次 長
渡 邊 浩 司

（総務･職員担当）

総 務 部 次 長
武 田 宗 仁

（財務･市町村担当）

危 機 管 理 局 長
藪 田 亨

兼危機管理課長

総 務 課 長 丸 田 勉

宮 里 雄 一防災拠点庁舎整備室長

部参事兼人事課長 吉 村 久 人

行 政 経 営 課 長 日 高 幹 夫

財 政 課 長 川 畑 充 代

税 務 課 長 棧 亮 介

市 町 村 課 長 横 山 幸 子

大田原 節 郎総務事務センター課長

消 防 保 安 課 長 福 栄 芳 政

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 原 田 一 徳

総務課主任主事 日 髙 真 吾

ただいまから決算特別委員会総務○二見主査

政策分科会を開会いたします。

まず、分科会の日程についてであります。分

科会の日程につきましては、お手元に配付の日

程案のとおりでよろしいでしょうか。

〔 はい」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いたし○二見主査

ます。

次に、本日開催されました主査会における協

議内容について御報告いたします。

まず、審査の際の執行部説明についてであり

ます。

お手元の分科会審査説明要領により行います

が、決算事項別の説明は、目の執行残が100万円

以上のもの及び執行率が90％未満のものについ

て、また、主要施策の成果は、主なものについ

て説明があると思いますので、審査に当たりま

してはよろしくお願いいたします。

次に、監査委員へ説明を求める必要が生じた

場合についてですが、他の分科会との時間調整

を行った上で、質疑の場を設けることとする旨

確認がなされましたので、よろしくお願いいた

します。

最後に、審査の進め方についてですが、総合

政策部のみ、６課と４課の２班編成とし、班ご
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とに説明及び委員質疑を行い、最後に部全体の

総括質疑を行いたいと存じます。

、 。それでは 執行部入室のため暫時休憩します

午後１時１分休憩

午後１時３分再開

分科会を再開いたします。○二見主査

それでは、平成28年度決算について執行部の

説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

総務部長でございます。よろ○桑山総務部長

しくお願いいたします。

それでは、今回御審議いただきます平成28年

度決算につきまして、お手元に配付いたしてお

ります主要施策の成果に関する報告書と 平成28、

年度決算特別委員会資料に基づきまして御説明

を申し上げます。

まず、平成28年度一般会計決算の概要につい

てであります。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の１

ページをごらんいただきたいと思います。

決算の総括を記載しておりますけれども、平

成28年度の決算額は、歳入が5,789億1,248

万1,000円、歳出が5,665億997万8,000円と、そ

れぞれ前年度と比べまして大幅な減少となって

おります。これは下に注書きもしておりますけ

れども、前年度の特殊要因といたしまして、口

蹄疫対策転貸債等償還金1,200億円が計上されて

いることによるものであります。この特殊要因

を除いた前年度決算額との比較では、右の増減

のところで括弧内の数字になりますが、歳入歳

出ともに1.2％の減となっております。

それから、歳入総額から歳出総額を差し引き

ました形式収支でございますが、124億250

万3,000円となっております。

また、この形式収支から、平成29年度へ繰り

越すべき財源46億9,691万9,000円を差し引いた

実質収支でありますけれども、77億558万4,000

円の黒字となっております。

なお、前年度の実質収支との差であります単

年度収支につきましては、４億3,806万8,000円

の黒字となっております。

次に、お手元の平成28年度決算特別委員会資

料をごらんいただきたいと思います。

まず、10ページをお開きいただきたいと思い

ます。

10ページでございますが、総合計画に基づき

。ます総務部の施策の体系を掲載をしております

その概要について御説明いたします。

、右側に施策の柱を記載しておりますけれども

一番上の連携・協働による魅力ある地域づくり

と戦略的な移住等の促進でありますけれども、

みやざき円陣（Ｅｎｇｉｎｅ）27プロジェクト

では、知事と市町村長との意見交換の場であり

ます宮崎県・市町村連携推進会議や円卓トーク

を開催しますなど、県と市町村、それから市町

村間の連携を推進したところでございます。

次に、２つ目の枠囲みであります、多様化す

る危機事象に的確に対応できる体制づくりであ

りますが、まず、１つ目の防災拠点庁舎整備で

は、十分な耐震性能を有し、災害応急対策など

を円滑に実施できる防災庁舎の整備を行うため

に 実施設計 それから整備に関する工事を行っ、 、

たところでございます。

次に、中ほどの新規事業の「南海トラフ地震

応急対策強化」におきましては、国が策定しま

した、南海トラフ地震における具体的な応急対

策活動に関する計画を実効性あるものとするた

めに、自衛隊などの部隊が集結する後方支援拠
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点でありますとか、支援物資を集積する広域物

資輸送拠点などの機能充実を図ったところであ

ります。

また、これらの拠点の運営に従事する人材を

育成しますとともに、国や各県等の防災関係機

関との情報交換や講演会等を行ったところでご

ざいます。

次に、６つ飛びまして、航空消防防災管理運

営でありますけれども、救急患者の搬送、災害

時の応急活動、山岳遭難や水難事故等における

捜索・救助、林野火災の消火等の業務に活動す

る防災救急ヘリコプターの運営管理を行ったと

ころであります。

次に、11ページをごらんいただきたいと思い

ます。

総務部の平成28年度歳出決算の状況でござい

ます。一番下の段の総務部合計の欄であります

、 、けれども 一般会計と特別会計を合わせまして

一番左の予算額2,705億6,530万2,988円、隣の支

出済額が2,693億6,686万7,061円、不用額 右─

から３番目の欄ですが、11億9,843万5,927円と

、 。なりまして 執行率は99.6％となっております

次に、監査における指摘事項等でありますけ

れども、この資料の一番最後のページ、35ペー

ジをごらんいただきたいと思います。平成28年

度の総務部に係る監査での指摘状況を一覧にし

たものでございます。

今回は、指摘事項はございませんけれども、

、 、 、 、左にあります 収入事務 支出事務 それから

財産の管理につきまして、合わせて６件の注意

事項がありました。

今後は、このような注意を受けることのない

よう、規則等に基づく適正な事務処理に努めて

まいりたいと考えております。

また、お手元に、別冊でございます平成28年

、度宮崎県歳入歳出決算審査意見書におきまして

１件の意見・要望事項がございました。これに

つきましては、後ほど税務課長から御説明を申

し上げたいと思います。

以上、簡単に概要を御説明いたしましたが、

各課ごとの詳細につきましては、危機管理局長

及び担当課長から御説明申し上げますので、御

審議のほどよろしくお願いしたいと思います。

私からは以上でございます。

それでは、平成28年度決算の○川畑財政課長

概要について御説明いたします。

まず、平成28年度決算特別委員会資料の１ペ

ージをごらんいただきたいと思います。

、平成28年度一般会計歳入決算の状況について

主なものを御説明いたします。

まず、県税の28年度決算額は、987億3,724

万8,000円で、前年度に比べまして、31億4,000

万円余、3.3％の増となっております。

また、次の地方消費税清算金の決算額は391

億2,183万5,000円で、前年度に比べまして、44

億1,000万円余、10.1％の減となっております。

いずれも詳細につきましては、後ほど税務課

長が御説明いたします。

次に、２ページをお開きください。

一番上の地方譲与税ですが、決算額が175

億2,245万9,000円で 前年度に比べて 30億2,000、 、

、 。 、万円余 14.7％の減となっております これは

地方法人特別譲与税等の減によるものでありま

す。

１つ飛びまして、地方交付税ですが、決算額

は1,866億7,800万2,000円で 前年度に比べて 31、 、

億8,000万円余、1.7％の増となっております。

、 。これは 普通交付税の増によるものであります

１つ飛びまして、分担金及び負担金ですが、

決算額が23億8,162万2,000円で、前年度に比べ
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て、４億6,000万円余、16.4％の減となっており

ます。これは、土地改良事業負担金の減に伴う

農林水産業費負担金の減等によるものでありま

す。

次の使用料及び手数料ですが、決算額が103

億4,765万7,000円で、前年度に比べて、８億円

余、8.4％の増となっております。これは、県立

高等学校授業料の増等に伴う教育使用料の増等

によるものであります。

次に、３ページをごらんください。

一番上の国庫支出金ですが 決算額が797億187、

万2,000円で、前年度に比べて、16億7,000万円

余、2.1％の増となっております。これは、保育

対策総合支援事業費補助金の増に伴う民生費国

庫補助金の増等によるものであります。

次の財産収入ですが、決算額は22億2,988

万4,000円で、前年度に比べて、８億2,000万円

余、58.8％の増となっております。これは、宮

崎県ボランティア基金出捐金払い戻し収入の増

に伴う、財産売り払い収入の増等によるもので

あります。

次の寄附金ですが 決算額が３億3,071万8,000、

円で、前年度に比べて、１億5,000万円余、83.1

％の増となっております。これは、宮崎県口蹄

疫復興財団寄附金の増に伴う、農林水産業費寄

附金の増等によるものであります。

次に、４ページをお開きください。

一番上の繰入金ですが、決算額は247億4,742

万2,000円で、前年度に比べて、41億円余、14.2

％の減となっております。これは、国の交付金

、を財源に造成した基金の取り崩しの減等に伴う

基金繰入金の減等によるものであります。

次の繰越金ですが、決算額は126億301万5,000

円で、前年度に比べて、８億9,000万円余、7.6

％の増となっております。これは、平成27年度

実質収支の増等によるものであります。

次の諸収入ですが、決算額は419億5,227

万7,000円で、前年度に比べて、1,256億8,000万

、 、 、円余 75.0％の減となっておりますが これは

前年度の貸付金元利収入に口蹄疫対策転貸債等

償還金1,200億円が含まれているためで、それを

除きますと、前年度に比べまして、56億8,000万

円余、11.9％の減となっております。これは、

中小企業金融制度貸付金元利収入の減に伴う、

貸付金元利収入の減等によるものであります。

次の県債ですが、決算額616億6,042万3,000円

で、前年度に比べて、１億3,000万円余、0.2％

の減となっております。これは、臨時財政対策

債の減等によるものであります。

次に、５ページをごらんください。

（ ） 。２ 収入未済額の状況についてであります

表の一番下の合計欄をごらんいただきたいと思

います。

28年度の収入未済額は、県税や諸収入など合

計で18億円余であり、県税の滞納処分の強化な

どに努めた結果、前年度に比べて全体で１

億9,000万円余、9.6％の減となっております。

収入未済額につきましては、今後も圧縮を図っ

ていくこととしております。

次に、６ページをお開きください。

県債及び財政関係２基金の残高等の状況につ

きまして、グラフでお示しをしております。

まず、一番上のグラフをごらんいただきたい

と思います。折れ線グラフが２つに分かれてお

りますが、上の線が県債残高の全体額を示して

おりまして、下の線、下のラインが、償還財源

が担保されております臨時財政対策債等を除き

ました県債残高を示しております。下の線をご

らんいただきますと、実質的な県債残高につき

ましては、毎年度確実に減少の傾向となってお
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ります。

次に、２つ目、真ん中のグラフをごらんいた

だきたいと思います。棒グラフと折れ線グラフ

がございますが、折れ線グラフが財政関係２基

金の残高を示しております。近年の傾向としま

しては、ほぼ同じ規模で推移をしております。

、 、また 一番下のグラフを見ていただきますと

経常収支比率の推移を示しております。経常収

支比率につきましては、その数値が高いほど、

財政が硬直していることを示しておりまして、

社会保障関係費の増などによりまして、ここ数

年、若干の増加傾向にございます。

しかしながら、平成28年度決算速報値が公表

されておりますが、その全国平均の94.3％の水

準については下回っているというような状況で

ございます。

しかしながら、本県につきましては、今後も

歳入の伸びが見込めない中、年々増加する社会

保障関係費に加え、防災・減災対策や公共施設

の老朽化対策、さらには国体開催に伴う施設整

備等に、今後多額な財政負担が見込まれ、引き

。続き厳しい財政状況が続く見通しでございます

このような状況下においても、人口減少問題

や地域経済の活性化など、本県の抱える課題に

的確に対応しつつ、将来を見据えた施策を積極

的に推進していくためには、財政改革の取り組

みを不断の取り組みとして継続し、予算の効率

的かつ効果的な執行を図っていかなければなら

ないと考えております。

次に、ページが飛びますが、８ページをお開

きいただきたいと思います。

第３、地方公共団体財政健全化法に基づく報

告について御説明いたします。平成28年度決算

に基づく健全化判断比率及び資金不足比率につ

いてです。この資料につきましては、監査委員

の審査意見書の抜粋等によりまして、作成をし

ております。

まず、１の（１）の総合意見をごらんいただ

きたいと思います。健全化判断比率の４つの指

標についてであります。

①の実質赤字比率につきましては、標準財政

規模に対する一般会計と特別会計を合わせた赤

、 、字額の割合ですが 赤字が発生していないため

該当する数値はございません。

②の連結実質赤字比率につきましては、標準

財政規模に対する一般会計等と公営企業会計を

合わせた全会計の赤字額の割合ですが、これに

つきましても赤字が発生していないため、該当

する数値はございません。

③の実質公債費比率につきましては、標準財

、政規模等に対する一般会計等における公債費に

公営企業会計の元利償還金に対する繰出金等を

加えた実質的な公債費の割合でありまして、平

成28年度決算につきましては、14.2％となって

おります。前年度の数値と比べまして、地方債

の元利償還金の減等によりまして、1.3ポイント

改善をしておるところでございます。

④の将来負担比率につきましては、標準財政

規模等に対する一般会計等や公営企業会計の借

入金等に加え、出資法人の負債など、将来県の

負担になる可能性があるものを含めた負債の割

合でありまして、122.9％となっております。前

年度と比べまして、地方債残高の減少等により

まして、3.5ポイント改善しております。

しかしながら、先ほども申し上げましたとお

り、今後、防災・減災対策や公共施設の老朽化

対策、国体開催に伴う施設整備等に多額の財政

負担が見込まれますことから、比率の推移につ

きましては、今後も注視していく必要があると

考えております。
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これらの４つの指標につきましては、いずれ

も右側の欄の参考として記載をしております早

期健全化基準を下回っておりまして、監査委員

の審査意見につきましては （３）是正改善を要、

する事項にありますとおり、特に指摘すべき事

項はないとなっております。

次に、資金不足比率についてであります。同

じく８ページの下でございますが、２の（１）

の総合意見をごらんいただきたいと思います。

資金不足比率につきましては、各公営企業会

計における営業収益等の事業規模に対する資金

の不足額の占める割合ですが、いずれの会計に

おきましても、資金不足が発生していないこと

から、該当する数値はございません。

監査委員の審査意見につきましては、９ペー

ジの上にございますが （３）是正改善を要する、

事項にありますとおり、特に指摘すべき事項は

ないとなっております。

３、参考といたしまして、指標の推移を掲げ

ております。過去５年間においては、実質公債

費比率及び将来負担比率ともに改善している状

況にございます。

次に、資料がかわりまして、平成28年度主要

施策の成果に関する報告書の２ページをごらん

いただきたいと思います。

歳入決算の概要についてでございますが、先

ほど委員会資料によりまして御説明いたしまし

たので、省略をさせていただきます。

次に、３ページをごらんいただきたいと思い

ます。

歳出決算の概要についてであります。

まず （１）款別についてであります。表の、、

。平成28年度の一番下の合計欄をごらんください

歳出決算額は、5,665億997万8,000円で、前年

度の特殊要因であります、口蹄疫対策転貸債等

償還金1,200億円を除く対前年度比は、表の右端

の括弧の中にありますとおり、1.2％の減となっ

ております。以降の説明につきましても、前年

度の特殊要因を除いた説明とさせていただきま

す。

この表の右に、対前年度増減をお示ししてお

りますので、その増減の大きなものにつきまし

て御説明いたしたいと思います。

表の下に特徴として記載をしておりますが、

まず、総務費につきましては、大規模災害対策

基金への積立金等の減によりまして、前年度比

で14.4％の減となっております。

次に、労働費につきましては、緊急雇用創出

事業臨時特例基金事業費等の減によりまして、

前年度比で13.7％の減となっております。

次に、農林水産業費につきましては、国営土

地改良事業負担金等の減によりまして、前年度

比で5.1％の減となっております。

次に、商工費につきましては、中小企業融資

制度貸付金等の減によりまして 前年度比で10.1、

％の減となっております。

次に、災害復旧費につきましては、農林水産

施設災害復旧費等の増によりまして、前年度比

で75.8％の増となっております。

次に、４ページをお開きください。

（ ） 。歳出決算の ２ 性質別の状況でございます

一番上の義務的経費につきましては、表の下

の特徴にも記載しておりますとおり、公債費が

利子償還額の減によりまして、前年度比で減と

なったこと等から、全体では前年度比0.3％の減

となっております。

次に、投資的経費についてでありますが、災

害復旧事業費が農林水産施設災害復旧事業費等

の増によりまして、前年度比で増となったこと

等から、全体では前年度比3.8％の増となってお
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ります。

次に、その他の経費につきましては、積立金

が大規模災害対策基金積立金等の減、貸付金が

中小企業融資制度貸付金等の減により、それぞ

れ前年度比で減となったこと等から、全体では

前年度比4.2％の減となっております。

決算の概要については以上でございます。

それでは、税務課から、県税及○棧税務課長

び地方消費税清算金の決算につきまして御説明

いたします。

決算特別委員会資料の７ページをお開きくだ

さい。

平成28年度の県税歳入決算は、表の一番上の

県税計の欄にありますように、最終予算額が977

億3,000万円に対しまして、調定額が1,002

億5,714万6,000円、収入済額が987億3,724

万8,000円となっております。収入済額の前年度

比は103.3％となっており、その右のＣ－Ａの欄

にありますように 最終予算額に対しまして 10、 、

億724万8,000円の増となっております。

その右の欄になりますが、不納欠損額は１

億6,001万8,000円、還付未済額が２万1,000円と

なっております 収入未済額につきましては 13。 、

億5,990万1,000円となっており、昨年度より１

億8,817万3,000円圧縮しております。徴収率に

つきましては98.5％で、前年より0.3ポイント向

上しております。

次に、各税目ごとの増減について御説明いた

します。資料の１ページにお戻りください。

県税収入全体では、この表の一番上段の左か

ら４番目、増減の欄にありますように、昨年度

と比較しまして、金額で31億4,510万4,000円、

率にして3.3％の増となっております。

それでは、主な税目の増減理由について御説

明いたします。

まず、県民税のうち個人県民税につきまして

は、市町村が市町村民税と一緒に賦課徴収して

おります均等割・所得割、県が賦課徴収します

株式会社等からの配当に対する配当割、株式の

譲渡所得に対する株式等譲渡所得割の３つが含

まれております。

この３つが含まれておる中で、28年度は27年

度と比較しますと １億424万2,000円の増となっ、

ております。これは、配当割及び株式等譲渡所

得割につきまして、少額投資非課税制度 い─

わゆるＮＩＳＡでございますが この普及に─

よりまして、非課税となる額が増加したこと等

から、合わせて５億4,000万円余の減収となった

、 、 、ものの 一方で 均等割・所得割につきまして

景況の改善に伴う給与所得の増、特別徴収の推

進等の徴収努力によりまして、約６億4,000万円

余の増となったことによるものであります。

次に、法人県民税についてであります。法人

県民税が１億9,552万8,000円の減となっており

ます。これは、税制改正によりまして、法人税

割の税率が、平成26年10月１日以降に開始する

事業年度分から 5.0％から3.2％ 条例による0.8、 、

％の超過課税分を加えますと、5.8から4.0に下

がった影響が平年度化したことから減となった

ものであります。

次に、中ほどの事業税のうち、法人事業税に

つきましては、33億3,762万1,000円の増となっ

ております。これは、同じく税制改正によりま

して、所得課税に係る税率が平成26年10月１日

開始事業年度分から、今度は引き上げられた影

響が平年度化したものと、証券業及び電気・ガ

ス供給業は減となったものの、その他の業種で

は比較的、全体的に好調であったことによりま

して、課税所得が増となったことによるもので

あります。
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次に、その下の地方消費税につきましては、

５億2,953万3,000円の減となっております。こ

れは、消費の伸び悩みと還付額の増に加えまし

て、前年度の平成27年度におきまして、国から

、本県への払い込み日が休日になったことにより

本来 平成26年度収入となるべきものが 平成27、 、

年度分の収入として計上されたという、一時的

な上振れの反動もありまして、減となったもの

であります。

、 、次に その下の不動産取得税につきましては

２億4,261万6,000円の増となっております。こ

れは、税額200万円以上の大建築物に対する課税

の増等によるものであります。

次に、下から２行目の軽油引取税につきまし

ては、２億5,622万6,000円の増となっておりま

す。これは、公共工事の増加等による輸送量の

増等により、軽油の消費が増加したことによる

ものであります。

その他の税目につきましては、記載のとおり

であります。

最後に、地方消費税清算金についてでありま

す。一番下の欄をごらんください。

、 、これは 全国で納付されました消費税のうち

、地方消費税分を最終消費地へ帰属させるために

都道府県間で清算を行うものであります。

平成28年度の清算金収入は391億2,183万5,000

円と、平成27年度に比べまして、金額にして44

億1,871万5,000円、率にして10.1％の減となっ

ております。これは、先ほど地方消費税につい

て御説明しましたとおり、地方消費税清算金に

つきましても、消費の伸び悩みと還付額の増に

、 、加えまして 払い込み日が休日と重なるという

制度上やむを得ない一時的な上振れ要因が平

成27年度に発生していたこと等もあり 減となっ、

たものであります。

説明は以上であります。

総務課でございます。総務課○丸田総務課長

の歳出決算状況について御説明をいたします。

決算特別委員会資料の11ページをごらんくだ

さい。

総務課の欄でございますけれども、総務課の

決算額は、予算額13億8,228万4,013円に対しま

して、支出済額は13億3,560万4,987円、不用額

は4,667万9,026円となっております。執行率

は96.6％でございます。

続きまして、不用額の内容について、主なも

のについて御説明をいたします。12ページをお

開きください。

ページ中ほどにございます （目）文書費の不、

用額646万6,591円であります。主なものは、役

務費の408万9,547円でありますが、これは総務

課が集中管理を行っております、文書発送料等

の執行残でございます。

続きまして、13ページになりますけれども、

（目）財産管理費の不用額3,293万1,597円であ

ります。主なものは、まず、中ほどの需用費

の1,657万7,645円につきましては、本庁舎・各

総合庁舎、そして特別公舎などで使用する光熱

水費等の執行残でございます。

その２段下、委託料1,290万1,130円は、庁舎

の清掃・警備委託等に係る経費の執行残でござ

います。

次の（目）県有施設災害復旧費の不用額706

万2,570円は、災害等によって被害を受けました

県有施設の補修・復旧経費の執行残でございま

す。

続きまして、主要施策の成果について御説明

をいたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の59

ページをお開きください。
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２、安全な暮らしが確保される社会の（１）

多様化する危機事象に的確に対応できる体制づ

くりについてでございます。

防災拠点庁舎の整備につきましては、平成29

年３月末に実施設計を完了させるとともに、庁

舎建設に伴い必要となる関連工事を実施したと

ころでございます。引き続き、防災拠点庁舎の

。早期整備に努めてまいりたいと考えております

最後になりますが、監査委員の決算審査意見

書に関しましては、特に報告すべき事項はござ

いません。

総務課からは以上でございます。よろしくお

願いをいたします。

人事課の歳出決算の状況につ○吉村人事課長

いて御説明をいたします。

決算特別委員会資料に戻っていただきまし

て、11ページをお願いいたします。

平成28年度歳出決算課別集計表の人事課の欄

で、上から２段目でございますが、予算額44

億3,059万5,000円、支出済額44億1,472万8,243

円、不用額1,586万6,757円、執行率が99.6％と

なっております。

続きまして、主な不用額について御説明いた

します。ページをめくっていただきまして、15

ページをお願いいたします。

、（ ） 。表の上のほう 目 一般管理費でございます

不用額が、右側３列目でございますが、975

万9,011円で、執行率が99.3％でございます。そ

の主なものとしましては、節の欄の職員手当等

の不用額344万526円であります。これは、主に

昨年度12月、１月に川南町、木城町で発生しま

した鳥インフルエンザの防疫業務に係ります時

間外勤務手当の執行残でございます。

続きまして、表の中ほど （目）人事管理費の、

不用額でございますが、610万7,746円で、執行

率99.8％となっております。その主なものとい

たしましては、節の欄、職員手当等の不用額197

万4,780円であります。これは、昨年４月に発生

いたしました熊本地震に職員を派遣しておりま

すけれども、そのときの時間外勤務手当の執行

残であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

説明は以上であります。よろしくお願いいた

します。

行政経営課の歳出決算の○日高行政経営課長

状況について御説明いたします。

同じ決算特別委員会資料の11ページをごらん

いただきたいと思います。

行政経営課は、上から３段目でありますけれ

ども 予算額１億735万9,000円 支出済額１億615、 、

万7,374円 不用額120万1,626円で 執行率は98.9、 、

％となっております。

詳細については、16ページになりますけれど

も 目の執行残が100万円以上のもの 執行率が90、 、

％未満のものはございません。

次に、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はありません。

行政経営課は以上であります。

財政課の歳出決算の状況につ○川畑財政課長

いて御説明いたします。

同じ委員会資料の20ページをごらんいただき

たいと思います。

一般会計及び公債管理特別会計を合計した財

政課の決算につきましては、一番下の欄になり

、 、ますが 予算額2,170億1,703万4,975円に対して

支出済額が2,163億1,575万9,606円となり、不用

額は７億127万5,369円、執行率が99.7％となっ

ております。

、 。次に 主な不用額について御説明いたします
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ページをお戻りいただきまして、17ページをご

らんいただきたいと思います。

まず、一般会計でございます。上から３段目

（ ） 、の 目 一般管理費の不用額の欄になりますが

５億2,474万564円の不用額となっております。

その理由としましては、財政課の一般管理費に

は、財政課の事務費のほかに、各部局での必要

経費として執行するための共通経費を計上して

おります。この共通経費が、例えば国庫補助金

などに返還や還付の必要が生じた場合など、各

課でその都度、予算措置をするのではなく、あ

らかじめ財政課で予算を一括計上しておいて、

必要に応じ、財政課から担当課に予算を流す、

予算分任というやり方での対応としているもの

でございます。

これらの経費につきましては、突発的なもの

もございまして、各部局で所要額を正確に見込

むことが困難であること、また、その他不測の

事態が起こった場合に備える必要もありますこ

とから 財政課において年度末まで予算をストッ、

クしていたものでございまして、不用額のほと

んどは、この共通経費の執行残によるものでご

ざいます。

続いて、その次のページ、18ページをお開き

ください。

一番上の（目）財政管理費の執行率89.7％に

つきましては、消耗品等の購入などの執行残に

よるものでございます。

２番目の（目）財産管理費、その下の（款）

公債費の（目）元金につきましては、100万円以

上の不用額及び執行率90％未満のものがござい

ませんので、説明は省略させていただきます。

続いて、その下の（目）利子の不用額の欄に

なりますが、9,900万905円の不用額となってお

ります。これは、銀行等引受債について、利子

支払い等が少なくなったことから不用額が生じ

たものでございます。

続いて、その下の（目）公債諸費につきまし

ては、100万円以上の不用額及び執行率90％未満

のものはございませんので、説明は省略させて

いただきます。

次に、19ページをごらんください。

。 、予備費でございます 予備費につきましては

年度途中において、不測の事態により、予定外

の支出の必要が生じた場合などに対処する経費

でございます。この予備費は、当初予算額で１

億円を計上しておりましたが、このうち28年度

中に、2,302万3,025円をほかの予算科目に充用

いたしました。その結果、予算現額が7,697

万6,975円となり、その全額が不用額となってお

ります。

予備費から予算充用した項目の内訳につきま

、 、しては 右の説明欄に記載しておりますとおり

①総合農業試験場茶業支場において、茶苗木の

品種を誤って別の品種を提供したことによる損

害賠償金、②青少年自然の家のボイラー煙突内

からアスベストが検出されたため、新たに煙突

を設置する改修工事費、③訴訟に伴う弁護士に

対する着手金及び謝金、④管理運営瑕疵事故等

の損害賠償金及び補償金等の17件となっており

ます。

続きまして、20ページをお開きください。

次は、公債管理特別会計についてでございま

す。公債管理特別会計は、一般会計からの繰出

金などにより、県債に係る元金及び利子の償還

等を行うための特別会計であります。

総務費の（目）積立金から、その下の公債費

の（目）利子まで、いずれも100万円以上の不用

額及び執行率90％未満のものはございませんで

したので、説明は省略させていただきます。
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なお、歳入歳出決算審査意見書における指摘

要望事項はございませんでした。

財政課からは、説明は以上でございます。

税務課の歳出決算の状況につい○棧税務課長

て御説明いたします。

決算特別委員会資料の11ページをお開きくだ

さい。

税務課の計は、表の上から５段目にあります

とおり、予算額434億4,058万9,000円、支出済

額431億2,978万6,748円、不用額は３億1,080

、 。万2,252円で 執行率は99.3％となっております

このうち、目の執行残が100万円以上のものが３

件ございます。

委員会資料の21ページをごらんください。

最初の税務総務費でございます。不用額は２

億9,595万1,933円、執行率は89.4％となってお

ります。これは、主に過年度に納められました

県税を還付するための経費であります、県税償

還金の執行額が見込みを下回ったことによる執

行残でございます。

（ ） 。中ほどの 目 賦課徴収費をごらんください

不用額は1,301万7,537円 執行率は99.4％となっ、

ております。これは、県税・総務事務所及び税

務課において執行しております、県税の賦課徴

収に要する納税通知書等の印刷をするための需

用費や、郵送料などの役務費の執行残でござい

ます。

次に、22ページをお開きください。

下から３つ目の目であります、ゴルフ場利用

。 、税交付金でございます 不用額は125万6,676円

執行率は99.6％となっております。これは、交

付金の算定基礎となりますゴルフ場利用税の収

入額につきまして、見込みよりも収入実績が少

なかったことによるものでございます。

歳出決算の状況に関する説明は以上でござい

ます。

次に、歳入歳出決算審査意見書での審査の意

見がありましたので、御説明いたします。

平成28年度宮崎県歳入歳出決算審査意見書の

５ページをお開きください。

５、収入の確保についての（１）県税収入の

確保についてでありますが 上から５行目の 今、 「

後は」のところになります。読み上げさせてい

ただきますと 「今後は、県税の収入未済額全体、

の約81％を占めている個人県民税について、賦

、課徴収を行う市町村との連携をさらに密にして

特別徴収制度の徹底を図る等、効果的な徴収対

策を講じられるよう要望する 」との御意見であ。

りました。

個人県民税につきましては、県税全体の収入

額の約３割を占めており、その収入未済額は、

県税の収入未済額13億5,990万円余のうち、約81

％の10億9,727万円余となっております。

このため、賦課徴収権を持つ市町村の徴収業

務を支援するため、各県税・総務事務所におき

まして、徴収担当職員の併任人事交流や市町村

からの徴収引き継ぎ、管内市町村との合同の徴

収対策会議等を実施するとともに、特別徴収制

度の適正化の推進を図るなど、収入未済額の圧

縮に取り組んでいるところであります。

今後とも、市町村とより一層の連携を図りな

がら、収入未済額の圧縮に努めてまいります。

税務課の説明は以上でございます。

市町村課の歳出決算の状況○横山市町村課長

につきまして御説明いたします。

決算特別委員会資料の11ページにお戻りくだ

さい。

市町村課につきましては、表の中ほどにあり

ますとおり、予算額21億4,712万8,000円、支出

済額21億4,480万5,547円、不用額232万2,453円
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で、執行率は99.9％となっております。

次に、主な不用額について御説明いたしま

す。24ページをお開きください。

上から２段目の（目）市町村連絡調整費の不

。 、用額126万9,905円についてであります これは

需用費など事務費の執行残によるものでありま

す。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

お手元の平成28年度主要施策の成果に関する

報告書の60ページをお開きください。

１、安心して生活できる社会の（１）連携・

協働による魅力ある地域づくりと戦略的な移住

等の促進についてであります。主な事業につい

て御説明いたします。

まず、みやざき円陣（Ｅｎｇｉｎｅ）27プロ

ジェクトであります。これは、県と市町村の連

携・協働を推進するため、知事と市町村長が一

堂に会する宮崎県・市町村連携推進会議や、県

内３ブロックにおける円卓トークを実施し、地

域の抱える課題等について、知事と市町村長と

の意見交換を実施したものです。

また、知事と市町村若手職員との意見交換の

場である、役場でくるまｔｈｅ談義を７市町村

で行ったほか、市町村サポート事業として、９

市町村へ市町村課等の職員が出向き、市町村の

担当者と当面する課題等について協議し、必要

な助言を行ったところであります。

次に、市町村地域づくり支援資金貸付であり

ます。これは、市町村が行う防災・減災事業や

行財政の健全化に向けた事業等に対して、無利

子で貸し付けを行うものでありまして 昨年は12、

団体に対し、25件、７億9,998万7,000円の貸し

付けを行いました。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して

は、特に報告すべき事項はありません。

市町村課の説明は以上であります。

総務事務セン○大田原総務事務センター課長

ターの歳出決算の状況について御説明いたしま

す。

決算特別委員会資料の11ページにお戻りくだ

さい。

総務事務センターは、表の中ほどに記載して

ありますように、予算額７億9,606万3,000円、

支出済額７億9,196万312円 不用額は410万2,688、

円、執行率は99.5％となっております。

、 。次に 主な不用額について御説明いたします

。同じく委員会資料の28ページをお開きください

上から３段目 （目）一般管理費の右側にあり、

ます、不用額149万4,566円についてでございま

す。これは、本庁及び各地区の総務事務センタ

ーの需用費などの事務費等が、支出見込み額を

下回ったことによる執行残でございます。

なお、目の執行率が90％未満のものはござい

ません。

また、監査委員の決算審査意見書につきまし

ても、特に報告すべき事項はございません。

総務事務センターは以上でございます。

続きまして、危機管理課○藪田危機管理局長

の歳出決算の状況について御説明をさせていた

だきます。

決算特別委員会資料の11ページをお開きくだ

さい。危機管理課は、一般会計の欄の下から２

番目になります。

まず、予算額が６億9,471万6,000円、支出済

額が５億8,407万4,330円で、不用額が１億1,064

万1,670円となっております。執行率は84.1％と

なっております。

主な不用額について御説明をさせていただき

ます。同じく資料の30ページをごらんいただき
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たいと思います。

まず、中ほどの（目）防災総務費でございま

すけれども、不用額が1,946万4,872円、執行率

が96.6％となっております。不用額の主な理由

でございますけれども、節の下から６行目の委

託料におきまして、不用額が529万2,313円発生

しております。これは、防災に関します、普及

啓発資料作成委託料などの執行残ということで

ございます。

次に、下から３行目の負担金・補助及び交付

金の不用額が、1,263万1,350円となっておりま

。 、 、す これは 減災力強化推進事業におきまして

市町村が行います津波避難タワーなどの整備に

対する交付金の事業費の確定等に伴う執行残で

ございます。

次に、31ページをごらんいただきたいと思い

ます。

上の（目）消防連絡調整費は、不用額が23

万1,100円、執行率が87.8％となっておりますけ

れども、これは林野火災発生時にヘリコプター

で使用いたします、空中消火用のバケットの修

繕経費の執行残でございます。

その下の（目）救助費は、不用額が9,094

万5,298円、執行率が27.8％となっております。

この救助費は、災害救助法が適用となります災

害が発生した場合に備えまして、応急仮設住宅

の供与などの市町村が実施します災害救助事務

に対します県の負担金や、県が支弁しました救

助費の額に応じまして法で定められております

国庫負担分を災害救助基金へ積み立てるための

積立金を計上しておりましたけれども、28年度

におきまして、対象となります災害が発生しな

かったことから、執行残となったものでござい

ます。

続きまして、主要施策の成果について御説明

をさせていただきます。

主要施策の成果に関する報告書の62ページを

ごらんいただきたいと思います。

危機管理課では、２の安全な暮らしが確保さ

れる社会を目標といたしまして （１）多様化す、

る危機事象に的確に対応できる体制づくりに取

り組んだところでございます。

施策推進のための主な事業及び実績につきま

して御説明をいたします。

まず、総合防災訓練強化につきましては、伝

達参集訓練や図上訓練を実施いたしますととも

に、10月には西都児湯地区におきまして、南海

トラフ地震を想定した実践的な総合防災訓練を

実施いたしました。

次の減災力強化推進につきましては、南海ト

ラフ地震から県民の生命を守るために、沿岸の

市町が行う津波避難タワーや避難場所、避難経

路等の整備、避難訓練に対する支援を行ったと

ころでございます。

次の災害時緊急車両への燃料供給体制構築に

つきましては、大規模災害時の緊急車両等への

燃料の確保と効率的な配分を図るため、県内32

カ所の中核給油所等の在庫量を確認し、備蓄量

の確保を図ったところでございます。

次に、63ページをごらんいただきたいと思い

ます。

一番上の新規事業「南海トラフ地震応急対策

強化」につきましては、国が策定をしておりま

す南海トラフ地震における具体的な応急対策活

動に関する計画におきまして、自衛隊、警察等

が集結いたします後方支援拠点や、支援物資を

集積する広域物資輸送拠点におきますエアテン

トや投光器を配備するとともに、宮崎県津波対

策推進協議会を開催したところでございます。

次の改善事業「自助・共助による減災力強化
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」 、 、総合啓発 につきましては 県防災の日フェア

備蓄推進キャンペーン、県民一斉防災行動訓練

「みやざきシェイクアウト 、さらには、観光関」

係者を対象としました観光危機管理セミナーを

実施いたしますとともに、テレビ・ラジオＣＭ

を活用しました減災行動集中啓発を実施いたし

まして、県民の防災に対する意識啓発を図った

ところでございます。

「 」次の改善事業 災害対策本部運用体制等強化

につきましては、大規模災害時における災害対

策本部の機能強化を図るため、携帯型防災行政

無線通信装置の整備を行うとともに、業務継続

計画 いわゆるＢＣＰ の事前の備えとし─ ─

て、災害時に県庁舎内で、一時救護所や一時避

難スペースとなる場所で必要となります物品の

調達を行うとともに、市町村担当者を対象とい

たしましたＢＣＰ策定研修会を開催したところ

でございます。

次に、64ページをごらんいただきたいと思い

ます。

上段の改善事業「みんなの力で地域を守る！

地域防災力向上推進」につきましては、県内各

地域で防災士養成研修や防災士スキルアップ研

修を開催し、防災士の養成・能力向上を行うと

ともに、自主防災組織長等研修会や防災士の出

前講座など、防災士の活動の支援や自主防災組

織の資機材整備に対する助成を実施したところ

でございます。

次の新規事業「霧島山警戒避難体制整備」に

つきましては、火山防災対策といたしまして、

本県、鹿児島県及び関係市町で霧島山火山防災

協議会を設置いたしまして、噴火警戒レベルの

設定について協議するなど、霧島山の警戒避難

体制の整備を推進するとともに、定期的に硫黄

山周辺の火山ガス濃度を測定・公表いたしまし

て、観光客など利用者の安全を図ったところで

ございます。

65ページをごらんいただきたいと思います。

施策の進捗状況でございますけれども 平成28、

年度の、表の一番上になりますが、災害に対す

、 、る備えをしている人の割合は45.6％ それから

一番下になりますけれども、県内の防災士の数

は3,710人と、前年度より数値は増加をしており

ますけれども、真ん中の自主防災組織活動カバ

ー率は80.0％と、前年度より若干低下をしてお

ります。

次に、施策の成果等でございますけれども、

これは先ほど御説明いたしました事業の説明と

同様の内容でございますので、詳細な説明は省

略をさせていただきます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はございません。

危機管理課は以上でございます。

消防保安課の歳出決算の○福栄消防保安課長

状況について御説明をいたします。

決算特別委員会資料の11ページにお戻りくだ

さい。

消防保安課の計は、表の一般会計、一番下の

欄にありますとおり、予算額５億4,953万4,000

円、支出済額５億4,398万9,914円、不用額554

万4,086円、執行率99％であります。

次に、主な不用額について御説明をいたしま

す。32ページをごらんください。

表の上から３行目の（目）防災総務費につき

ましては、不用額が216万8,044円となっており

ます。不用額の主な理由といたしましては、節

の欄の負担金・補助及び交付金の147万7,953円

であります。消防体制強化支援事業における消

防団装備の充実強化等に対する補助金につきま

して、市町村の整備計画の見込み減となったこ
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とによる執行残等であります。

中ほどの（目）消防連絡調整費につきまして

は、不用額が305万7,560円となっております。

不用額の主な理由といたしましては、節の欄の

備品購入費の122万819円でありますが、これは

消防学校の訓練のための資機材購入に要する備

品購入費の入札残によるものであります。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主なものを御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の66ページを

ごらんください。

２、安全な暮らしが確保される社会を目標と

いたしまして （１）多様化する危機事象に的確、

に対応できる体制づくりに取り組んだところで

あります。具体的には、施策推進のための主な

事業及び実績に記載のとおりでございますけれ

、 、 、ども まず 防災行政無線管理につきましては

防災行政無線設備の維持管理及び保守を行うと

ともに、総合防災情報ネットワークの設備更新

として、局舎整備工事を実施いたしました。

、 、次に 航空消防防災管理運営につきましては

山岳海難事故者の救出や救急患者の搬送等、県

民の安心な暮らしを確保するため、防災救急ヘ

リ「あおぞら」を運航しておりますが、平成28

年度中の緊急運航出動件数は、合計で129件であ

りました。

なお、出動回数の中の広域応援につきまして

は、熊本、大分、鹿児島との４県相互応援によ

るものであります。

67ページをごらんください。

一番上の改善事業「消防体制強化支援」につ

きましては、県内20の市町村・組合が実施いた

しました、消防防災活動のための資機材の整備

等に対して助成を実施したところであります。

次に、予防指導につきましては、消防設備士

及び危険物取り扱い者の資格者への免状の交付

等を行うとともに、火災や危険物の事故の未然

防止を図るため、知識や技能の習得のための保

安講習を行っております。

次に、下段の施策の進捗状況につきまして、

人口1,000人当たりの消防団員数は、平成28年度

で13.4人であります。

68ページをごらんください。

施策の成果等につきまして、概要を御説明い

たします。

①防災行政無線管理につきましては、総合防

災情報ネットワークを適正かつ円滑に管理運営

し、計画的な更新を行い、非常災害時における

通信体制の確保に努めたところであります。平

成28年度は、大森山中継局局舎の新設工事を実

施したところでございます。

③消防団員の確保対策として、消防団員の研

修や啓発による人材育成を行いますとともに、

女性消防団員活性化大会を開催したところでご

ざいます。

また、広報誌及び加入促進チラシを作成し、

チラシにつきましては、県内全ての高校生に配

付したところでありまして、平成29年４月１日

時点での消防団員数は、県全体で14,688人と、

前年より減少はしておりますけれども、新規団

員数892名、学生消防団員も23名と増加傾向にあ

りまして、一定の成果が出ているところでござ

います。

また、女性消防団員は356名となっておりまし

て、増加傾向が続いております。

なお、監査委員の決算審査意見書につきまし

ては、特に報告すべき事項はございません。

消防保安課については以上でございます。

執行部の説明が終了しましたが、○二見主査

委員の皆様から質疑はございませんか。また、
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関連があるときは、関連とおっしゃってくださ

い。

では、私から言っていいですか。

今の消防保安課の消防団の説明のところで、

１つお聞きしたいんですけれども、成果に関す

る報告書の中で、施策の進捗状況における人

口1,000人当たりの消防団員の数13.4という実績

で、30年度の目標が13.5となっております。ま

た、68ページで、現在、平成29年４月１日時点

での消防団員の数、そしてまた増減についての

御説明をいただいたんですけれども、私の地元

、 、でも 消防団員を募集しているところもあれば

定数に達しているところもあるわけなんですよ

ね。

だから、先ほど目標値においては、0 1という.

差なんですけれども、これも市町村とか、地域

によって、かなり差があるんじゃないかなと思

うんです。

県の計画としては、全体の人数をどの程度、

確保すれば、その数値はクリアできるのか。一

方で、その地域地域の実情に合った成果を出し

ていかないといけないというのがあるんだと思

うんですが、その見解なり御説明をいただきた

いんですが。

まさにおっしゃるとおり○福栄消防保安課長

でありまして、進捗状況の数値、これにつきま

しては、26年度、現況値は13.5ですけれども、

この数値を維持しようということで、目標設定

を図ったところであります。

また、消防団員の実情につきましては、主査

、 、 、がおっしゃるとおり 特に僻地 地方と都市部

これでは抱えている問題が大分違うということ

、 、 、がありまして 都市部におきましては 被用者

被雇用者が非常に多いということで、若者です

とか、なかなか入ってくれないという問題を抱

えております。

また、山間部、郡部におきましては、消防団

に入る必要のある方につきましては、ほぼ全員

入っているということで、少子化、高齢化、過

疎化によりまして、これを維持するのが非常に

困難になってきている問題を抱えております。

ということで、特に山間部、郡部におきまし

ては、なかなか男性では伸び代が少ないという

、 、ことで 女性消防団員の活躍を期待することで

しっかりとした募集活動を行っているところで

あります。

また、都市部におきましては、若者対策とい

うことで 学生消防団 こちらの加入促進を図っ、 、

たり、あるいは被雇用者の加入率を上げるため

に、消防団協力事業所についての施策の推進を

行っているところであります。

成果指標の説明資料の中で、消防○二見主査

団員養成加入促進並びに消防体制強化支援とい

うところが、大体そこに当たるのかなと思いま

す。これが前年度と決算の額を比較してみたと

きに、改善事業は前年度がないとなっているん

ですけれども、予算の充て方なり、また対策の

構築の仕方、非常にそこら辺が大事になると思

うんです。この数年間で、今、御説明いただい

た地域の課題に対して、アプローチされている

んだと思いますけれども、そこ辺の充実の仕方

なり、そういった検討をどのようにされている

のか。また、来年度からどういう展開を考えて

いらっしゃるのか、そこをお聞かせいただきた

いと思います。

今、御質問にありました○福栄消防保安課長

とおり、いかに消防団員をふやしていくかと、

あるいは現状維持を図っていくかということに

つきまして、２つの予算を設けまして活動して

いるところであります。まず、消防団員養成加
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、 、 、入促進 これにつきましては 次世代 今後─

消防団員になりそうな若者、特に小学生とか高

校生等に対しまして、ＰＲ活動を行っていると

ころでございます。

また、次の消防体制強化支援活動事業につき

ましては、やはり魅力ある消防団をつくってい

く必要があるということで、まず、装備の充実

強化を図っていこうではないかということで、

消防団員の個人装備等につきまして、各市町村

に対して補助を行っているところであります。

今後でございますけれども、先ほども申しま

したが、まず、都市部におきましては、被用者

が非常に多いということもありますので、これ

については、協力事業所表示制度を強力に推進

しようということで、こちらについては予算も

余り必要ないということもありますので、これ

のメリットをしっかりとつくっていきながら、

。協力事業所をふやしていこうと考えております

また、山間部におきましては、先ほども説明

しましたが、女性消防団についてしっかりと加

入促進を図る必要があるということで、女性消

防団員ゼロの消防団を有する市町村に対しまし

て、強力な働きかけを行った結果、現在、まだ

女性消防団員のいない町が３つに減少しており

ますので、これを完全に解消するとともに、さ

らに積み上げを図っていきたいと考えておりま

す。

はい、わかりました。○二見主査

ほか、質疑はございませんか。

防災のところで関連して、62ペー○松村委員

ジの決算で、予算額より決算額が少なかった理

由をお聞きしましたけれども、避難タワーは３

町村で３基ということですが、29年度予算にも

あがっていると思うんです。28年度決算では３

基が済んだんでしょうけれど、今、市町村で必

要とされる避難タワーの数が幾つあるか、分母

はどのくらいあるんですか。

津波避難タワーの整備に○藪田危機管理局長

、 、つきましては 平成31年度までに県と市町村で

全体で26基を整備する予定にしております。そ

のうち、市町村で整備していただくのが23基と

なっておりまして、28年度で11基が整備されて

いるところでございます。

26基必要であって、11基が28年度○松村委員

、 、 、までの予算で措置されて 今後 31年度までに

ほかの部分が計画されているということでよろ

しいですね。

。○藪田危機管理局長 そのとおりでございます

個人県民税の未収がかなり多く、○緒嶋委員

市町村との連携を充実していくということであ

りますが、具体的にどういう形で充実されるわ

けですか。

個人県民税の徴収対策につきま○棧税務課長

しては、先ほど御説明をしましたように、併任

人事交流といいまして、県と市町村の税務職員

が人事交流を行いまして、協働でいろんな対策

を組んでいくという。それと、徴収引き継ぎと

いいまして、市町村で徴収困難になった案件を

県で引き継ぎまして、県で直接徴収していくと

いう対策と。近年強力に進めております、特別

徴収の推進をやっておりまして、要は事業者の

方々に、雇用者の個人県民税につきまして、給

与から引いていただきまして、それを市町村に

納めていただくという特別徴収制度を強力に推

進しておりまして、その３つを重点的な柱とし

て、これまで推進してきております。

具体的に、市町村の職員にかわっ○緒嶋委員

て、県の職員が徴収する例は、どのくらいある

わけですか。

平成28年度におきましては、17○棧税務課長
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、 、市町村から416件 7,700万円を引き継ぎまして

そのうち2,900万円余を県で徴収をさせていただ

いております。

それは、市町村でもどうにもなら○緒嶋委員

んというか、徴収が困難であるということで、

県にということでありますが、これは毎年大体

どのぐらいの比率で、県の徴収になるわけです

か。

過去の状況を御説明いたします○棧税務課長

と、28年度が先ほど御説明しました、17市町村

から416件でしたが、27年度におきましては、14

市町村から391件引き継ぎまして、2,000万円余

を徴収させていただきまして 徴収率29.9％ 26、 。

年度は、16市町村から35 4件引き継ぎまし

て、1,764万8,000円ほど徴収させていただいて

おり、25.3％となっておりまして、年を追うご

とに、だんだん引き継ぎ額等もふえてきている

ような状況でございます。

これはなかなか税務課の職員が、○緒嶋委員

一番仕事としては精神的にも肉体的にも困難が

伴って大変だとは思うんですけれども、その中

で結果としてそうやっても、具体的にどういう

のが不納欠損になっておるわけですかね。

不納欠損につきましては、個人○棧税務課長

県民税が当然多いというのがございまして、28

年度は約１億6,000万円余、県税全体で不納欠損

をやっておりますが、そのうちの個人県民税が

１億3,500万円余となっております。

その理由でございますが、通常、市町村に賦

課徴収権がございますので、市町村が個人住民

税を不納欠損したものは、自動的に県税も不納

欠損となってはおるんですが、不納欠損の要件

としましては、執行停止を行いまして、３年間

継続して期間が満了したものですとか、執行停

止後 徴収することができないことが明白になっ、

たもの 例えば、法人が一番わかりやすいん─

ですが、法人でいいますと、倒産をしてしまい

まして、清算まで終わってしまって、徴収がで

。 、きないというのが明らかになったもの あとは

消滅時効といいまして、５年間の消滅時効が完

成したものが主な要件になりますので、そうい

うものを不納欠損ということで処理をさせてい

ただくことになります。

件数ではどのくらいあるの。○緒嶋委員

平成28年度の不納欠損につきま○棧税務課長

しては、個人県民税を含めまして 497件になっ※

ております。

不納欠損は、いたし方ないから不○緒嶋委員

納欠損するんだけれど、税の公平性とか負担の

平等性とかから言えば、実際、問題があるわけ

ですね。行方不明とか、もうやむを得んでしょ

うから、これ仕方がないんだけれど、できるだ

け市町村との連携を図りながら。不納欠損する

場合には、市町村の税金の中での欠損が、自然

と県についても不納欠損になるわけで、不納欠

損にするかしないかの相談は県にあるわけです

か。

個別の案件について、この案件○棧税務課長

を不納欠損するかしないかという御相談は、基

本ありません。

ただ、こういう場合はどうすればいいですか

というようなことについて御相談があれば、県

から助言をさせていただくことはあります。

、先ほど税の公平性というお話がございましたが

委員もお話をしていただきましたように、まず

は財産調査とか差し押さえとか、いろんなもの

の手段を尽くしまして、徴収が非常に困難とい

うものを、一旦、執行停止をします。

それで、３年間のうちに、また追跡調査をや

※次ページに訂正発言あり

平成29年10月３日(火)
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りまして、それでも状況が変わらない、やっぱ

りそれでも取れないというような見きわめをし

たものについて不納欠損という手段をとります

ので、その辺は御理解いただきたいと思ってお

ります。

不納欠損にするためには、労力的○緒嶋委員

にもコストがかかるわけですよね。そういうこ

とを考えると、本当できるだけ決められた期間

に、決められた税金を納めてもらうのが一番い

いわけですけれど。大変な立場で、市町村も徴

収が不可能だという決断のもとに、首長さんが

判断して、そういうことになるわけで、これは

やむを得んと思いますけれども。できるだけ不

納欠損が少ないように、本当大変だろうと思い

ますけれども、努力していただきたいと。市町

村との十分な連携を期待しておりますので、よ

ろしくお願いします。

次に、防災拠点庁舎、今、いろいろと工事が

なされておりますけれども、28年度の防災拠点

庁舎関係の予算は、繰り越しはしなかったわけ

ですか。

28年度の防災拠○宮里防災拠点庁舎整備室長

点庁舎の予算につきましては、繰り越しは行っ

ておりません。

であれば、防災拠点庁舎の工事と○緒嶋委員

いうか、事業そのものの進捗状況は順調にいっ

ておると理解していいわけですか。

防災拠点庁舎建○宮里防災拠点庁舎整備室長

設本体工事は、今年度に着手する予定というこ

、 、とでございまして 実施設計が28年度末に完了

そして今年度は、その準備工事として、臨時駐

車場の整備、それと５号館の移転工事を今行っ

ているところであります。

手続については、順調に進んでおります。

済みません、先ほど御質問があ○棧税務課長

りました不納欠損の件数でございますが、497件

と申し上げましたが、これは個人県民税を除く

県税分だけでございまして、個人県民税を入れ

ますと、１万4,938件となります。申しわけござ

いません。

先ほど主査が言われたけれど、消○緒嶋委員

防団員が全体ではふえて、大体予定どおり確保

されておるということでありますけれども、消

防団員も、後継者がいなくなって、年齢的には

高齢化というといかんですが、地域を考えた場

合に集中豪雨とか、いろいろ今は局地的な災害

等もふえてきた場合に、なかなか本当に住民の

安全を確保できるかということで、心配をして

おる消防団員が多いわけですよね。

だから、私は消防団員の確保のために、消防

団員はボランティアという視点が大きいんです

けれども、やっぱりある程度は報酬の面で改善

をしてやらんと。それも市町村でかなり手当的

なものの差があるとですね。

当然、これは交付税等で見てあるわけですか

ら、そういう点を含めた場合に、やっぱり処遇

改善も含めて団員の確保を図らんと、足りませ

ん 足りませんでは 私はどうにもならんのじゃ、 、

ないかと思うんですが、その辺は消防団の中で

は、余り意見は出てこんとですかね。

御質問のとおり、消防団○福栄消防保安課長

員の確保につきましては、ボランティアとはい

、 、え しっかりと御支援いただいておりますので

報酬等々につきましても、手当てをしていただ

きたいということで、各市町村の当局にもお願

いをしているところであります。消防団長の集

まりであります消防協会等におきましても、各

消防団長さんが集まりまして、意見の交換等々

を行って、各自治体における処遇の差等の意見

交換をしながら、処遇改善を図っていっていた



- 20 -

平成29年10月３日(火)

だいているところであります。

具体的に、日当とか報酬、県下の○緒嶋委員

高いところと低いところ、どういうふうになっ

ておりますか。

国の交付金、こちらの団○福栄消防保安課長

員報酬の交付税単価につきましては、普通の団

員で３万6,500円となっておりますが、一番高い

ところで、団員６万円、一番安いところで２

万7,000円でございます。

これはそれだけ団員として、これ○緒嶋委員

は３倍近くの差があるということ自体 団員─

として頑張っておる人は、それでも頑張るとい

うか、それはそれでいいじゃないかといえば、

それまでですが 差があり過ぎるわけですよ─

ね。

だから、これは首長さんたちのいろいろな意

向もあるかと思うんですけれど、余り差があり

。過ぎるというような気がしてならんとですよね

それから、これはいろいろな意味で、それこ

、そ知事も市町村とのいろいろな連携会議の中で

そのあたりの是正を検討して、全体としてやは

り求めていく。国からもいろいろ、それに充て

た交付税等の措置もあるわけだから、差がこれ

だけあるということ自体が、私はどうも納得で

きんとですよね。

だから、県として、どういう動きをすべきか

という視点を持って、県が指導するというか、

アドバイスするような、そういうことが私は必

要じゃないかなと思っているんですよね。そこ

辺が、ちょっと弱いのではないかと思っている

けれど、どうですかね。

おっしゃるとおりなんで○福栄消防保安課長

、 、 、すけれども ただ 県内の場合におきましては

常備消防のある市町村と非常備の市町村がござ

いまして、どうしてもやはり非常備の町村につ

きましては、消防団員に係るいろんな労力、手

間等が非常に多いということで、全体的には、

非常備の町村につきましては報酬が高いと。

また、常備のほうが充実しているところは、

若干そこら辺が低くなっているという格差がご

ざいます。ただ、そうは言っても、消防団員に

つきましては、先ほども申しましたとおり、そ

の役割は非常に重要なものがございますので、

今後とも各市町村の首長、当局に対しまして、

しっかりとした引き上げ等をお願いしてまいり

たいと考えております。

特に、ここ30年以内に、南海トラ○緒嶋委員

フの地震なんか発生するだろうという想定で避

難タワーから何から、いろいろな対策を立てて

おるわけですよ。それこそ、スポーツでも木花

運動公園も対策を立てないかんというような感

じだから。そういうことを含めた場合には、消

防団員は本当、自分の命をかけて頑張らないか

んというときも、それはあるわけですね。

今は、どうあれば避難しようというようなル

ールがありますけれども、東日本の大震災なん

か、それで何百人も命を落とされた団員もおる

わけですから。これは相当強力に県でも考えて

いただきたいと思いますが、危機管理統括監は

どう考えておるかね。

、○田中危機管理統括監 この問題につきまして

本会議でも、中野議員から御質問をいただきま

した。

、 、一応 各市町村の条例で決まっていますから

それに対して直接どうのこうのは言えませんけ

れども、おっしゃるとおり、県内いろいろばら

ばらでございます。交付税の単価も下回ってい

るところもあるということで、これにつきまし

ては、いろんな機会に、首長さんを含め、私ど

もからもいろいろと意見を申し上げていきたい
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と思っております。

ただ、これは全国的な話でございまして、例

、 、えば 条例定数に対します充足率でいきますと

大体、本県は真ん中ぐらいでありまして、92.5

％ぐらいなんですけれども、都道府県によって

は90％を切っているところもあります。全国的

に、これは消防団員の確保は、非常に大きな命

題になっております。

私どもからも、例えば交付税単価も、もう

ちょっと上げるとか、消防団員の装備とかのい

ろんな充実強化のための予算確保に もうちょっ、

と充実を図ってくれと、国にも申し上げていき

たいと思っております。

ちなみに、常備消防と、非常備消○緒嶋委員

防の地域のことを言われたが、そのとおりだと

思うんですけれど、県下のそういう報酬の一覧

表を見せてください。どこがどうかは、６万円

、 。と２万7,000円を一覧表で見れば 一目瞭然です

自分の地元がそうならば、何とかせんといかん

じゃないかと、我々も議員の立場で、その地域

に要請もできるわけです。どういう形になって

おるか、ぜひそれを資料としてお願いします。

お諮りいたしますが、今の資料要○二見主査

求がありました件は、委員の皆様に配付という

形でよろしいですか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

今、税の公平性のお話も出たん○前屋敷委員

ですけれども、かなり収入未済がふえている中

で、税の公平性からいって、徴収をかけるとい

うこともあって、差し押さえの件数なんかもふ

えているんですよね。

給与の差し押さえ、財産の差し押さえという

ようなところで、納めなければならない税金で

すから、当然、納めてもらう必要もあるんです

けれど 今それぞれ生活そのものの格差が広がっ、

ている中で、その辺の見きわめは非常に重要視

しなければならないなと思うんですよ。

給与を差し押さえることで一番早く税金を納

めてもらうことができるんですけれども、それ

に至るまでにどうするかというところも。最大

限検討をされた上での結果とは思うんですけれ

ども、やはり十分納税者の立場に立った徴収の

あり方も、しっかり踏まえてほしいなと思うと

ころです。

これだけで推しはかることはできないんです

けれども、地方消費税清算金など、前年度から

すると１割ぐらい、税収が少なくなっているこ

となどから見て、景気そのものは緩やかに右肩

上がりだと言われているんだけれど、県民その

ものの暮らしの実態が、こういうことからも見

えてくるなと思ったところでした。

それとあわせて、税制改革、改正による影響

も、県の財政にも影響を及ぼしているなという

、 、のも これで見てとれるわけなんですけれども

そういうことも勘案して、やはり県民の暮らし

に基づいた徴収の方法も、しっかり検討して進

めていただきたいと思うところです。

無理やり取り尽くしていくような過酷なこと

はされていないと思うんですけれども、その辺

のところは十分配慮した上で、手だてをとって

ほしいなというところです。現状がどうかも御

説明いただいたんですけれど、十分配慮してほ

。しいということも要望しておきたいと思います

徴収のあり方として、現状はどんなですか。

、 、○棧税務課長 現状の まず事実関係というか

状況を御説明させていただきますと、平成28年

度の差し押さえの実績でございますけれども、

１億2,794万円余の滞納税額に対しまして 1,808、

件の差し押さえをさせていただきました。

実際、換価取り立てをしましたものは、その
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うちの1,576件で、5,527万円余ございました。

これは、滞納税額に対しまして、換価取り立て

できたものが半分以下というような状況になっ

ております。実際差し押さえはしたものの、財

産がないという状況もあったりもしますので、

そういう結果になります。

差し押さえした財産のうちで最も多いのは、

預金や給与等の債権で、1,684件ございます。こ

れが全体の約９割でございます。その他自動車

を含みます不動産的なものですとか、あとは有

価証券を含みます動産などを主に差し押さえを

しております。

今、御意見のございました納税者の生活状況

を勘案しながらということにつきましては、毎

年度、税務行政運営方針を定めておりまして、

その中で納税者の実態の把握に努めた上で、必

要やむを得ない場合は差し押さえ等の処分を行

いなさいということにしておりまして、県税事

、 、務所におきましても 納税者の生活状況の把握

調査等を進めた上で、やむを得ないと判断した

ものについて差し押さえをしていると考えてお

ります。

あと、もう一点、先ほどの消費税の清算金の

お話でございますが、先ほど御説明をさせてい

ただきましたとおり、消費税の清算金の減の10

％につきましては、消費の伸び悩みもございま

すが、一方で、27年度で一時的な上振れがあっ

たという要因もかなり大きくございまして、こ

れで単純に景気の動向が見てとれるというよう

な状況にはなってございません。

、○前屋敷委員 先ほどの差し押さえの件ですが

自動車の差し押さえなどもあるということでし

たけれども、やはり本来納めなきゃならない税

金ですから、納めるのが当たり前なんですけれ

ど、いろんな事情があって、また仕事上、そう

いった車がないと、なりわいが成り立たないと

いうようなこともあったりするんで。そういっ

たところは今、基本に置かれているようですけ

れども、しっかりそういう実情も踏まえた上で

処置をしていくことを心がけていただきたいと

思うところですので、改めて要望しておきたい

と思います。

関連。不納欠損額が、現年あるい○中野委員

は延滞それぞれあるんですが、先ほど差し押さ

えをかなりの件数でして、その90％が預金・現

金ということでしたから、預金があったり、現

金があったから差し押さえできたわけですけれ

ども。不納欠損をしたもので、いわゆる差し押

さえをせずに不納欠損になった分はどのくらい

あるんですか。

済みません、手元に数字を持ち○棧税務課長

合わせておりませんので、今どれぐらいという

のをお答えすることはできませんが、いろいろ

パターンがございまして、差し押さえた上で、

換価取り立てをして残額が残っているというパ

ターンもございますし、最初から財産等をお持

ちでなくて、差し押さえ等も不可能だという場

合もございます。

先ほども御説明いたしましたが、そのものに

ついては一旦、滞納処分の執行停止をかけさせ

ていただきまして、３年間様子を見させていた

だきます。その上で、それでもやっぱり取れな

い、財産等を何度か調査しても取れないという

ものについて不納欠損をさせていただきますの

で、不納欠損の多くのものが、差し押さえがで

きないまま不納欠損になっているというほうが

多いのではないかと、感覚的には思っておりま

す。

差し押さえする場合には、現金で○中野委員

あるとか預金であるとか、事前調査をして差し
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押さえするということですかね。

そうでございます。まず、差し○棧税務課長

押さえをするためには、どこにどのような財産

、があるかを調査した上でないとできませんので

財産等を特定した上で差し押さえという形にな

りますから、まずは調査が前提になります。

差し押さえをしたうちの90％が預○中野委員

金・現金だったから、現金とかあるということ

がよくわかったもんだなと思ったんですよね。

それで、そういう聞き方をしましたが、不納欠

損が１億5,800万と現年が143万あるわけですけ

れども、ほとんどが差し押さえをするものもな

かったから、取るものがなかったから不納欠損

ということになったんだと思うんだけれども。

県の場合は、債務名義をとる必要もないわけ

だから、もっと早目に手を打てば回収できたか

もしれんというものはなかったですかね。

基本的に、まずは納期限が来ま○棧税務課長

して、１カ月後ぐらいに督促状を出します。そ

れを10日間過ぎますと、差し押さえはできる状

態にはなるんですが、さはさりながら、それで

すぐ差し押さえということには至らずに、まず

は納税者のお話を聞いたりですとか、調査をし

たりとかということを始めます。

それから財産調査を始めて、あれば差し押さ

えをしますけれども、その間にやはり一度、二

度、催告をさせていただきまして、あくまで自

主納付を求めていくという作業をさせていただ

きます。もし納期限が来て督促を出して10日後

に差し押さえたら、押さえられたかもしれない

というケースはあるかもしれませんが、やはり

あくまでも自主納付が前提ですので、その手間

はかけさせていただきたいと思っております。

もっと早く手を打っていればと、○中野委員

取れたものも取れなかったということを認める

わけにはいかんでしょうから、これ以上のこと

、 、 、は言いませんが ただ さっきも言ったとおり

行政の場合は債務名義をとる必要もないわけだ

から、やろうと思えばぱっとできるわけですよ

ね。その辺のタイミングも心得てやってほしい

と思いますが、現年度で143万1,000円あります

よね。これの件数と、どういうケースで、こう

いうのが発生するもんですかね 何件ぐらいあっ。

て、その例になるようなものを。

今、手元にある数字で御説明を○棧税務課長

させていただきまして、現年度も過年度分を合

わせますと、497件あるわけですけれども、この

うち、先ほどから繰り返し御説明をさせていた

だきます、３年間の執行停止日が満了したもの

につきましてが、333件ございます。

執行停止期間中に、今度は逆に最初のところ

にさかのぼりまして、５年間の時効が早く到来

したものがございまして、それが140件ございま

す。

執行停止して、即不納欠損にしたというもの

が24件ございます。これは、即執行停止が、ほ

とんどの場合、法人等の関係でございまして、

先ほども一部御説明をさせていただきましたけ

れども、倒産して、清算もされて、会社自体が

存続しないというような状況になった場合に、

３年間とか５年間待つことなく、即欠損という

ことをやっております。

今、時効が発生したのが何件と言○中野委員

われましたかね。

執行停止期間中に、その時期が○棧税務課長

到来したのがございまして、それが140件ござい

ます。

執行停止期間に時効という、そう○中野委員

いうときに時効はあり得るんですか。

時効中断後、進行する理由には○棧税務課長
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いろいろあるんですが、要は差し押さえるもの

がなかったりしますと、時効中断の原因という

か、そういう要素がないものですから、時効が

進行する場合がございます。

、○中野委員 差し押さえるものがなかったから

時効は中断できなかったということがあるんで

すか。ちょっと想像がつきませんけれども。

時効の中断には、法的な意味で○棧税務課長

の催告と、あと滞納処分がございますが、滞納

処分が先ほどから申し上げておりますように、

財産等が一切なくて、行方不明の状況もありま

、 、すけれども 差し押さえの処分ができなければ

時効は中断せずに、そのまま進行します。

ちょっと理解はできませんが、時○中野委員

効が発生するようなことはせんようにしてほし

いと思いますがね。時効が発生したから、滞納

したものを回収できなかったのは、何か理由に

苦しみますね。

、○棧税務課長 繰り返しの御説明になりますが

差し押さえ等の徴収のための、いろいろな手段

を講じないまま、ただ単に時効が到来したから

。完成して取れなかったというものはありません

執行停止するという判断をした上で、時効の到

来が早かったものについて不納欠損をやる場合

があるということでございます。

。○中野委員 そういうことがあり得るんですか

はい、繰り返しの御説明になっ○棧税務課長

て申しわけございませんが、要は、法的な意味

での時効の中断措置がとれなければ、時効は進

行していきますので、あくまでも執行期間停止

中に、そちらが早く到来するという場合があり

ます。

差し押さえとか、そういうことが○中野委員

法的云々という言葉で言われたんだと思うんだ

、 。けれども そうでない方法の時効中断ですよね

そういうことも含めれば、時効中断は全部成立

すると思うけれどね。それなのに、時効が云々

は、ちょっと僕には理解できないな。

民間じゃないし、公的な機関だから、さっき

から言っているけれども、債務名義をとる必要

もないわけだから、手続をすれば、ぱっぱっと

できるんですがね。

おっしゃるように、債務名義を○棧税務課長

とる必要はないというのはございますが、法的

な意味での時効を中断する措置もきちっととら

ないと、逆に私どもは、そういう自力執行権と

か、いろんな権利を与えられていますので、き

ちっとその辺は法的な手続をとりながら、委員

がおっしゃいますように、できるだけ時効が発

生しないよう、今後とも努めていきたいと思っ

ております。

とにかく回収にあたっては、取れ○中野委員

ないものは仕方がなくて、さっさと不納欠損処

理をすればいいと思うんですよね。

、 、 、ただ さっき言ったように 解せないけれど

法的手続以外のことも含めて、時効はきちっと

中断 その手続を踏まれて そしてある程度ずっ、 、

と見て、回収できないものは、ある期間内に処

理していくという手続は、きちんとされていか

れるべきだと思うんですよね。

市町村が窓口というのも、かなりあるわけで

しょう。だから、その辺のことをきちっと市町

村に指導して、今言ったような時効中断のこと

やら法的手続のこと、あるいはそうでない時効

中断のことを含めて きちんと整理をして やっ、 、

ぱり取れないものは仕方ないわけだけれども、

正当な理由があって取れないようなものについ

て、不納欠損という処理をすべきだと思うんで

すよね。

、 、それで そういうことは要望しておきますが
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現年度の何か具体的な合理的理由を。現年度に

不納欠損をしたんだという、合理的理由がない

と、28年度に発生した税金が取れなくて、しか

も欠損にしたということでしょう。どういうと

きにというのを、一、二例教えてください。

現年度分につきまして、この28○棧税務課長

年度分もそうなんですが、ほとんどの場合が法

、 、 、人関係の税目で 法人が倒産して 実態がない

解散してしまっているというものについて、現

年度分については不納欠損をするという事例が

ほとんどでございます。

それで、何か大口のものがありま○中野委員

すか。

28年度については、大口のもの○棧税務課長

はなかったと記憶しております。

ほかございませんか。○二見主査

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって、総務部○二見主査

を終了いたします。執行部の皆様、お疲れさま

でした。

暫時休憩いたします。

午後２時58分休憩

午後３時０分再開

分科会を再開いたします。○二見主査

、 、それでは あすの分科会は午前10時に再開し

総合政策部の審査から行うことといたします。

そのほか何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

何もないようですので 以上をもっ○二見主査 、

て本日の分科会を終了いたします。

午後３時０分散会
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午前９時57分再開

出席委員（６人）

主 査 二 見 康 之

副 主 査 岩 切 達 哉

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 中 野 一 則

委 員 松 村 悟 郎

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（１人）

委 員 河 野 哲 也

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 日 隈 俊 郎

県参事兼総合政策部次長
井 手 義 哉

（政策推進担当）

総合政策部次長
鶴 田 安 彦

（県民生活担当）

松 浦 直 康部参事兼総合政策課長

秘 書 広 報 課 長 横 山 浩 文

広 報 戦 略 室 長 吉 村 達 也

統 計 調 査 課 長 和 田 括 伸

総 合 交 通 課 長 小 倉 佳 彦

奥 浩 一中山間･地域政策課長

産 業 政 策 課 長 重黒木 清

生 活 ・ 協 働 ・
弓 削 博 嗣

男 女 参 画 課 長

最上川 周 一交通･地域安全対策監

川 口 泰 夫みやざき文化振興課長

記紀編さん記念事業
米 良 勝 也

推 進 室 長

人権同和対策課長 工 藤 康 成

情 報 政 策 課 長 蕪 美知保

会計管理局

会 計 管 理 者 福 嶋 幸 徳

会計管理局次長 中 原 順 一

局参事兼会計課長 青 山 新 吾

物品管理調達課長 佐 藤 領 子

人事委員会事務局

事 務 局 長 原 田 幸 二

総 務 課 長 佐 野 由 藏

職 員 課 長 原 拓 実

監査事務局

事 務 局 長 奥 野 信 利

監 査 第 一 課 長 門 内 隆 志

監 査 第 二 課 長 福 嶋 正 一

議会事務局

事 務 局 長 甲 斐 正 文

事 務 局 次 長 上 山 伸 二

総 務 課 長 小 田 博 之

議 事 課 長 長 倉 健 一

政 策 調 査 課 長 谷 口 浩太郎

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 原 田 一 徳

総務課主任主事 日 髙 真 吾

分科会を再開いたします。○二見主査

それでは、平成28年度決算について部長の説

明を求めます。

おはようございます。総○日隈総合政策部長

合政策部長の日隈でございます。

本日は総合政策部の決算について審査いただ

きます。どうぞよろしくお願い申し上げます。

では、座って説明いたします。

それでは、平成28年度総合政策部の決算につ

平成29年10月４日(水)
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いて、お手元の決算特別委員会資料に基づいて

御説明させていただきます。

委員会資料を２枚めくっていただきまして、

１ページをお開きください。

これは、県総合計画「未来みやざき創造プラ

ン」のうち、総合政策部に関連します主要施策

について、体系表にしたものでございます。

この体系表に基づきまして、右側の上に括弧

で書いてありますが、施策の柱ごとに概要を御

説明いたします。少し長くなりますが、よろし

くお願いいたします。

まず、左側でいくと１つ目の分野になります

が 「人づくり」についてであります。、

右側の施策の柱の欄を順に御説明申し上げま

す。

まず、魅力ある教育を支える体制や環境の整

備・充実といたしまして、高等教育コンソーシ

アム宮崎との連携のもと、みやざき地方創生若

者定着促進費によりまして、インターンシップ

の実施やキャリア発見セミナーの開催に取り組

んだほか、産業人材育成に係るコーディネータ

ーを配置しまして、効果的な事業運営に努めた

ところでございます。

また、私立学校振興費補助金や私立高等学校

等就学支援金などによりまして、私立学校の特

色ある教育の振興や私立高校生等を持つ世帯に

対して、教育費負担の軽減を図ったところでご

ざいます。

次に、文化振興の欄でございますけれども、

、宮崎国際音楽祭の開催や若山牧水賞の実施など

多くの県民がさまざまな機会を通じて文化に親

しむことのできる環境の整備に努めたところで

あります。

、 。次に 男女共同参画社会の推進でございます

男女共同参画センターにおける各種講座の開催

や女性の多様な働き方に向けた講演会等を実施

するとともに、性暴力被害者支援センター「さ

」 、ぽーとねっと宮崎 を７月に開設いたしまして

相談等の支援を行ってまいりました。

次に、ＮＰＯや企業、ボランティア等、多様

な主体による社会貢献活動の促進でございます

が、ＮＰＯ、企業、県などの多様な主体が協働

して行う提案公募型事業や「みやざきＮＰＯ・

協働支援センター」において、相談や研修等を

実施するなど、ＮＰＯ活動や協働の促進を図っ

てまいったところでございます。

また、次の人権意識の高揚と差別意識の解消

でございますが、県民や企業・団体等を対象と

した研修会の開催や児童生徒を対象とした人権

作品の募集など、さまざまな人権問題に関する

啓発事業等を実施しまして、人権意識の高揚を

図ったところでございます。

次に、２ページをごらんください。

２つ目の分野でございます「くらしづくり」

についてでございます。

また右に移りまして、施策の欄を見ていただ

きたいと思います。

まず、安心で快適な生活環境の確保でござい

ます。

国の交付金等を活用しまして、消費者啓発の

強化や市町村の消費生活相談体制の充実に努め

るとともに、消費生活センターに消費生活相談

員等を配置しまして、消費者被害の未然防止や

解決支援に努めたところであります。

次に、快適で人にやさしい生活・空間づくり

でございますが、ユニバーサルデザインの普及

・啓発を推進するため、アイデアコンクールや

講演会を実施いたしました。

次に、地域交通の確保であります。

日常生活に必要なバス路線の維持・確保に努
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めますとともに、地域公共交通の活性化に取り

組む事業者等への支援に取り組んだところであ

ります。

次の情報通信基盤の充実及び利活用の促進で

ございますが、これは携帯電話等エリア整備事

業によりまして、サービス未提供地域の解消に

努めたところでございます。

次に、中山間地域の維持・活性化でございま

す。中山間地域振興計画に基づいた全庁的な施

策の推進を図るとともに、県民運動の推進や地

域資源を活用した商品開発等をテーマとしたセ

ミナーの開催など、中山間地域の活性化に向け

た取り組みを行ってまいりました。

次に、連携・協働による魅力ある地域づくり

と戦略的な移住等の促進でございます。

市町村と地域住民が一体となった地域づくり

を支援しますとともに、持続可能な地域づくり

のために市町村が連携して取り組む事業に対す

る交付金による支援のほか、移住促進のため、

東京と宮崎に開設いたしました「宮崎ひなた暮

らしＵＩＪターンセンター」を運営しまして、

住まいや仕事等の情報発信、相談対応を行うと

ともに、市町村の受け入れ体制充実の取り組み

に対する支援を行ったところでございます。

次に、安全で安心なまちづくりについてであ

ります。

幼稚園、保育所等へのアドバイザーの派遣や

地域安全に関する情報発信や啓発を行うなど、

犯罪のない安全で安心なまちづくりの推進に努

めるとともに、次の交通安全対策の推進として

マスメディアを活用した効果的な広報・啓発を

行いまして、シートベルト・チャイルドシート

の着用推進、あるいは交通安全思想の普及と交

。通事故の防止に取り組んだところでございます

次に、３ページをごらんください。

３つ目の分野であります「産業づくり」につ

いてであります。

また右の施策の欄をごらんいただきまして、

まず、産業間・産学金官連携による新事業・新

産業の展開でございます。

みやざきフードビジネス振興構想を推進する

ため、県内産学金官による全県的な推進体制を

整備するとともに、10のテーマを設定したフー

ドビジネスプロジェクトに庁内外の関係機関が

連携して取り組んだところであります。

また、昨年度はフードビジネス振興構想の重

点項目の一つであります「食による観光宮崎の

新生」の実現のために、県民の投票により決め

られた宮崎のおすすめメニューのパンフレット

を作成、配布いたしまして、食による本県観光

の魅力発信に取り組んだところであります。

次に、観光の推進についてでございますが、

県民に地域に残る神話や伝承などをより深く

知ってもらうため、神話のふるさと県民大学を

実施したほか、首都圏や関西の大学との連携講

座や首都圏等での神楽公演の開催など、神話の

源流みやざきのブランドイメージの浸透に努め

たところでございます。

次に、県境を越えた交流・連携の推進でござ

いますが、全国知事会、九州地方知事会等を通

じまして、各県と広域的な連携強化を図りまし

て、共通する課題や具体的施策について検討、

実施しましたほか、県境地域の市町村が連携し

て実施する世界ブランドの活用に向けた取り組

みへの支援を行ったところであります。

次に、交通・物流ネットワークの整備・充実

についてであります。

各公共交通機関の利用促進を図るとともに、

国及び関係機関等への要望活動を行うなど、陸

・海・空の輸送機能の維持・充実に努めたとこ



- 29 -

平成29年10月４日(水)

ろであります。

また、トラック輸送から海上輸送や鉄道輸送

にシフトする貨物に対する助成を行いまして、

県内の港等への荷寄せによる物流の効率化を推

進したところであります。

次に、４ページをごらんください。

最後になりますが 「その他」の分野でありま、

す。

重点施策の総合企画と総合調整でございます

が、県総合計画を展開するための調査等を行い

ますとともに、政策評価による検証を行いまし

て、課題があるとされた分野については、予算

の重点施策に位置づけるなど対応を図ったとこ

ろであります。

また、本県のよさや課題を客観的に捉え、多

面的な「ゆたかさ」を総合的な視点で測定する

「ゆたかさ指標」を作成しまして、公表したと

ころでございます。

さらに、広い意味での地産地消を推進するた

め、地産地消や100万泊、中山間地域振興の３つ

の県民運動について、普及・啓発に取り組んで

いるところでございます。

次に、県民目線による行政サービスの向上で

ございます。

広報紙やテレビ番組等の各種媒体を活用した

広報活動によりまして、広く県民に県政に関す

る情報提供を行ったところでございます。

また、知事とのふれあいフォーラムや出前講

座等の広聴活動によりまして、県民の意見を直

接、また幅広く伺いまして、対話と協働による

県政の推進を図っているところであります。

、 、最後に 各種統計調査の実施でございますが

統計セミナーや親子統計グラフ教室、統計グラ

フコンクール等を開催いたしまして、統計につ

いての普及啓発を図りますとともに、経済セン

、サス活動調査など各種統計調査を実施しまして

本県の施策立案に資する基礎資料の収集に努め

たところであります。

施策体系表に基づく説明は以上のとおりでご

ざいます。よろしくお願いいたします。

次に、５ページをごらんください。

平成28年度の決算の状況についてでございま

す。

総合政策部全体といたしましては、この表の

予算額の下の欄を見ていただきますと、一般会

計、特別会計を合わせて、予算額が123億9,255

万3,000円でありまして これに対して 右に移っ、 、

てもらいまして、支出済額が119億8,201万9,126

円でございます。

その右ですが、翌年度繰越額が１億9,581

万4,000円でございまして、一つ欄を飛びまして

右に行きますが、不用額が２億1,471万9,874円

となっております。執行率は96.7％でございま

して、翌年度への繰越額を含めますと、上の括

弧ですが98.3％となります。

続きまして、36ページをお開きください。

平成28年度の総合政策部の監査の結果でござ

います。

指摘事項が４件、注意事項が１件ございまし

たので、直ちに改善に努めたところでございま

す。

詳細につきましては、後ほど関係課長から御

説明いたします。

また、お手元の平成28年度宮崎県歳入歳出決

算審査意見書の中に、後でごらんいただきたい

と思いますが、２件の意見・留意事項がござい

ました。これにつきましても、あわせて後ほど

関係課長から御説明させていただきます。

以上、概要について、私から御説明させてい

ただきましたが、詳細につきましては、これか
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ら各課長から説明させますので、よろしくお願

いいたします。私からの説明は以上でございま

す。

部長の説明が終了いたしました。○二見主査

これより総合政策課、秘書広報課、統計調査

課、総合交通課、中山間・地域政策課、産業政

策課の審査を行います。

平成28年度決算について各課の説明を求めま

す。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

。○松浦総合政策課長 総合政策課でございます

総合政策課の平成28年度予算に係る決算状況

について御説明をさせていただきます。

お手元の資料の決算特別委員会資料、５ペー

ジをごらんいただきたいと思います。

総合政策課は、一般会計と開発事業特別資金

特別会計の２つがございまして、まず、一般会

計につきましては、この表の一番上の段であり

ますが 総合政策課のところ 予算額が７億1,568、 、

万5,000円に対しまして、その右隣、支出済額が

７億814万3,645円、右側に行きまして、不用額

のところが754万1,355円で、執行率が98.9％で

ありました。

また、開発事業特別資金特別会計につきまし

、 、ては この表の下から２段目の段でありますが

総合政策課と書いてありますが、予算額1,400

万1,000円に対しまして、支出済額が1,393

万8,910円 不用額が６万2,090円 執行率は99.6、 、

％でありました。

６ページをごらんいただきたいと思います。

当課の決算事項別の明細につきましては、６

から８ページに記載をしておりますが、この中

で目の不用額が100万円以上のもの、または執行

率が90％未満のものについて御説明をいたしま

す。

６ページの表の３段目のところ （目）企画総、

務費の不用額582万3,305円でありますが、その

主なものといたしまして、表の中ほどのところ

の旅費でありますが、この不用額が149万9,674

円 それから 一つ飛びまして需用費が76万2,205、 、

円、それから一番下の段でありますが、負担金

・補助及び交付金の不用額が79万3,623円であり

ました。これらは主に県外３事務所の活動経費

の執行残であります。

７ページをお開きいただきたいと思います。

（目）計画調査費でありますが、不用額171

万8,050円、その主なものといたしましては、真

ん中から少し下の段でありますが、委託料の不

用額83万6,543円であります。その内容といたし

ましては、県民意識調査の入札残、それから、

東日本大震災復興活動支援や水素エネルギー等

。の普及啓発に係る委託業務の執行残であります

続きまして、特別会計の歳入決算について御

説明をさせていただきたいと思います。

恐れ入りますが、資料をかえていただきまし

て、平成28年度宮崎県歳入歳出決算書をごらん

いただきたいと思います。

この資料につきましては、前のほうが一般会

計、後ろが特別会計となっておりまして、後ろ

の特別会計の10ページをごらんいただきたいと

思います。

開発事業特別資金特別会計の歳入歳出決算書

とありまして、歳入につきましては表の上にな

ります。

、上の表の歳入合計の欄を見ていただきますと

調定額が1,400万576円に対しまして、収入済額

が同額の1,400万576円となっております。した

がいまして、収入未済額はゼロとなっておりま

す。
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特別会計の歳入決算については以上でござい

ます。

続きまして、平成28年度の主要施策の成果に

。ついて御説明をさせていただきたいと思います

恐れ入りますが、主要施策の成果に関する報

告書をごらんいただきたいと思います。

報告書の11ページから総合政策課になってお

ります。

11ページでございますが、まず「人づくり 、」

３の（２）ＮＰＯや企業、ボランティア等、多

様な主体による社会貢献活動の促進であります

が、表にありますように、当課としましては東

日本大震災復興活動支援事業を実施しておりま

す。

、 、表の右側で 主な実績・内容等とありますが

民間団体が復興活動を支援しておりますけれど

も、その４団体について、その活動を支援した

というものでございます。

下に施策の成果等とございます。震災の発生

後、復旧の進捗とともに被災者、それから被災

、 、地の状況も変化してきておりまして 昨年度は

仮設住宅から災害公営住宅への転居に伴うコ

ミュニティの再構築などの支援について行った

ところでございます。

12ページをお開きいただきたいと思います。

「くらしづくり」でございます。

１の（２）快適で人にやさしい生活・空間づ

くりにつきましては、表にありますようにユニ

バーサルデザインの普及・啓発事業を実施した

ところでございます。

下の施策の成果等をごらんいただきますと、

宮崎県ユニバーサルデザイン推進指針に基づき

まして、ユニバーサルデザインの認知度、理解

度を高めるため、小中学生及び一般県民を対象

にしたアイデアコンクールを実施したところで

ございます。

また、県内の観光施設、スポーツ施設、公共

施設等の関係者を対象にした講演会も実施した

ところでございます。

13ページをごらんいただきたいと思います。

「産業づくり」でありますが、２の（２）県

境を越えた交流・連携の推進でありますが、表

にありますように２つの事業に取り組んでおり

ます。

表の上の総合企画調整につきましては、全国

知事会や九州地方知事会を通した活動でござい

ます。

それから、その下の地域連携軸構想推進事業

につきましては、東九州軸など広域的な連携を

推進するものでございます。

施策の成果等をごらんいただきますと、全国

知事会では真の地方分権改革の実現に取り組ん

でおりまして、地域の実情を踏まえた提言等を

国に対して行ったところでございます。

また、九州地方知事会では 「九州はひとつ」、

の理念のもと、九州独自の発展戦略の研究や具

体的な施策の検討・推進、それから、昨年度は

。熊本地震への対応も行ったところでございます

ページをおめくりいただきまして、14ページ

をごらんいただきたいと思います。

「その他」でありますが、１の（１）重要施

策の総合企画と総合調整であります。

表にあります４つの事業に取り組んだところ

でございます。

まず、総合計画策定・戦略展開につきまして

は、政策評価、それから、東京オリンピック・

パラリンピックおもてなしプロジェクトの推進

等を行ったところでございます。

それから、その下の、新しいゆたかさ見える

化につきましては ゆたかさ指標 の作成を行っ、「 」
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たところでございます。

そのほか、地産地消県民運動発信力倍増事業

や水素エネルギー等利活用構想策定基本調査を

行ったところでございます。

15ページをごらんいただきたいと思います。

施策の成果等のところにつきまして、主なと

ころを御説明させていただきます。

②のところでありますけれども、オリンピッ

ク・パラリンピックの競技大会を契機とした地

域活性を図っていきたいということでありまし

て、内閣官房のオリパラの事務局長さんをお呼

びしまして、セミナーを開催したところでござ

います。

また、ホストタウンにつきましても、ドイツ

に加えまして、昨年度は新たにイタリア、イギ

リス、モンゴルの登録が実現したところでござ

います。

④をごらんいただきたいと思いますが 「ゆた、

かさ指標」につきましては、本県のよさや課題

を県民の皆様と共有し、よい点については県内

外に発信をしていきたいということで 「ゆたか、

さ指標」の作成、公表を行ったところでござい

ます。

⑥をごらんください。水素エネルギーに関し

、 、まして 産学官による研究会を立ち上げまして

意見交換あるいは先進地視察等を行いながら、

構想の策定に向けた報告書を取りまとめたとこ

ろでございます。

また、セミナーの開催やみやざき産業祭にお

ける燃料電池自動車の展示等を行うなど、啓発

活動も行ったところでございます。

。主要施策の成果については以上でございます

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

して、特に報告すべき事項はございません。

総合政策課は以上であります。

。○横山秘書広報課長 秘書広報課でございます

まず、決算特別委員会資料の５ページをお開

きください。

秘書広報課の決算額は、上から２段目にござ

、いますとおり予算額４億4,889万7,000円に対し

支出済額４億4,734万5,685円 不用額155万1,315、

円、執行率99.7％となってございます。

次に、10ページと11ページが決算事項別の明

細でございますけれども、目の執行残100万円以

上、執行率90％未満のものはございません。

続きまして、主要施策の成果についてでござ

います。

報告書の16ページをお願いいたします。

「その他 、県政一般の（２）県民目線による」

行政サービスの向上としまして、表にございま

すとおり、まず、広報活動事業の主な実績とし

て、印刷広報事業によりまして 「県広報みやざ、

」 、 、き を年６回発行 新聞広報事業によりまして

県政のお知らせである 県政けいじばん を年24「 」

回掲載、テレビ・ラジオ放送事業によりまして

「 」 、おしえて！みやざき などの県政番組を放送

このほか県ホームページでのさまざまな情報発

信を行ったところでございます。

これらの事業によりまして、施策の成果等に

も記載しておりますけれども、広く県民の皆様

に、県政の情報をタイムリーにわかりやすく提

供できたものと考えておりまして、今後とも県

政に対する理解を深めていただけるよう、積極

的な広報活動を行ってまいりたいと考えており

ます。

、次の欄の広聴活動事業でございますけれども

まず、県民との対話事業によりまして、知事と

のふれあいフォーラムを12回開催しまして、知

事が県内各地に出向き、県民の方々との意見交

換を行いました。
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また、出前講座を113回開催しまして、県民の

、 、方々からの希望に応じて 県職員が直接出向き

さまざまなテーマで県が取り組む事業等の説明

を行っております。

さらに、県民の声事業では、電話やメールな

ど266件の御意見をいただいております。

これらの事業によりまして、県民の皆様のさ

まざまな御意見を幅広く伺うよう努めたところ

でございまして、今後とも対話と協働によりま

す県政の推進を図ってまいりたいと考えており

ます。

主要施策の成果の説明につきましては以上で

ございます。

最後に、監査における指摘事項についてでご

ざいます。

決算特別委員会資料に戻っていただきまし

て、36ページをお願いいたします。

指摘事項の１つ目の契約事務についてでござ

いますけれども、県政番組の放送業務委託にお

いて、契約手続が大幅におくれており、留意を

要するとの指摘を受けております。

具体的には、ＭＲＴとの委託契約書につきま

して、知事印の押印とその契約書の相手方の返

送を行わないままに業務を執行していたという

ものでございます。

これに関しまして、また別冊で申しわけござ

いません、歳入歳出決算審査意見書の３ページ

をごらんいただきたいと思います。

中ほどの（２）定期監査において見受けられ

た財務会計事務の誤りについて、委託契約事務

における進行管理の不徹底を原因とする事務処

理が散見されたと。組織的な業務の進行管理の

徹底、実態を踏まえた適切な対策が必要との意

見をいただいてございます。

この再発防止策といたしまして、事業の進行

管理表を担当内で作成、共有しまして、所属内

のチェック体制を一層強化しますことにより、

適正かつ速やかな事務処理を徹底するよう課内

全職員に周知したところでございます。

秘書広報課は以上でございます。

それでは、統計調査課の○和田統計調査課長

平成28年度予算に係る決算状況等について御説

明いたします。

初めに、お手元の平成28年度決算特別委員会

資料の５ページをお願いいたします。

統計調査課は、上から３段目のところでござ

います。

一般会計の決算額は、予算額３億3,478万円、

これに対しまして支出済額３億2,837万416円で

ございます。そして、不用額は640万9,584円で

ございまして、執行率は98.1％となってござい

ます。

続きまして、12ページをお願いいたします。

当課の決算事項別の明細のうち、目の不用額

が100万円以上のもの及び執行率が90％未満のも

のにつきまして御説明いたします。

上から３段目の（目）統計調査総務費でござ

いますけれども、不用額が154万2,628円でござ

います。この主なものといたしましては、節の

１つ目の給料のところでございますが52万7,608

円、そして、その下でございますが、職員手当

等76万4,354円でございます。これは職員の給料

及び時間外勤務手当等が 当初の見込みを下回っ、

たことによる執行残でございます。

13ページをお願いいたします。

一番上の段 （目）委託統計費でございます。、

不用額が437万1,539円でございます。このうち

主なものといたしましては、節の上から２つ目

でございますが、職員手当等76万9,340円、そし

て、その次の次でございますが、４つ目にあり
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ます賃金96万595円でございます。これは統計調

査に係る審査などの事務におきまして、時間外

勤務手当や臨時的任用職員の賃金が、当初の見

。込みを下回ったことによる執行残でございます

次に、一番下の負担金・補助及び交付金106

万7,093円でございますけれども、これは市町村

を経由して行う統計調査に係る市町村交付金の

返還分でございます。主に経済センサス活動調

査の職員手当や調査員報酬等に執行残が生じた

ことによるものでございます。

次に、14ページをお願いいたします。

一番上の段 （目）県統計費でございます。、

不用額は49万5,417円でございまして、執行率

が86.2％となってございます。このうち主なも

のといたしましては、節の上から２つ目の旅費

の16万6,327円、その２つ下の役務費の17万165

円でございます。主にこの２つが当初の見込み

を下回ったことによる執行残でございます。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

をよろしくお願いいたします。

。お手元の報告書の18ページをごらんください

その他の１の（３）各種統計調査の実施につ

いてでございます。

施策推進のための主な事業及び実績のところ

の表をごらんください。

まず、１つ目の県民共有・確かな統計基盤づ

くり推進につきましては、統計データフェアと

、 、か 統計セミナーの開催を初めといたしまして

親子を対象といたしました統計グラフ教室や、

あるいは統計グラフコンクールを実施してござ

います。このような幅広く県民を対象とした事

業を行うことによりまして、統計の普及・啓発

を図ったところでございます。

次に、２つ目の経済センサス活動調査でござ

います。これは、全産業における事業所等の経

済活動の実態 これを明らかにするため 平成28、 、

年の６月１日を調査日といたしまして、県内約

５万5,000の事業所等を対象に実施したところで

ございます。

次に、３つ目の社会生活基本調査でございま

す。これは国民の社会生活の実態を明らかにす

るため、平成28年の10月20日、これを調査日と

いたしまして、県内に居住する世帯から約1,500

。世帯余りを対象に実施したところでございます

この２つの調査結果、これにつきましては、

総務省から順次公表されることとなってござい

ますので、本県関係分の統計資料を整備し、行

政施策の基礎資料として活用してまいりたいと

考えてございます。

次に、19ページをごらんください。

施策の成果等の主なものについて、④のとこ

ろをごらんください。

統計調査を行う環境につきましては、近年の

個人情報保護意識の高まりなどによりまして、

年々厳しさを増してきております。

県民の統計調査に対する理解が深まって、そ

して正確な統計調査が実施できるように、引き

続き普及・啓発活動等に積極的に取り組んでま

いりたいと考えてございます。

主要施策の成果についての説明は以上でござ

います。

最後になりますが、監査における指摘事項に

ついてでございます。

委員会資料にお戻りいただいて、最後の36ペ

ージをごらんください。

１の指摘事項の項目の２番目の支出事務につ

いてというところをごらんください。政策形成

支援のための経済動向実態調査委託につきまし

て、支出負担行為が行われていなかったという

指摘でございます。
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そして、こちらにつきましては、お手元の平

成28年度歳入歳出決算審査意見書をごらんくだ

さい。３ページになります。

先ほどの秘書広報課と同じところでございま

すが ３ページの ２ のところの１行目の 特、 （ ） 「

に」というところからでございますけれども、

補助金交付事務や委託契約事務において、財務

規則等の理解不足や進行管理の不徹底等を原因

、とする事務処理の誤りやおくれが散見されたと

このように指摘を受けておるところでございま

す。

統計調査課における監査につきましては、現

年度監査でありましたので、監査後、直ちに支

出負担行為を行い適正化するとともに、再発防

止策として進行管理表を作成しまして、適切な

事業執行スケジュールを課内で共有することに

より、チェック体制を強化しまして、適正かつ

速やかな事務処理を行うよう、職員に周知徹底

を図ったところでございます。

統計調査課は以上でございます。

総合交通課の平成28年度○小倉総合交通課長

予算に係る決算状況等について御説明いたしま

す。

初めに、お手元の平成28年度決算特別委員会

資料の５ページをお開きください。

上から４段目、総合交通課の欄でございます

けれども、予算額が９億3,055万円、支出済額が

８億9,994万1,087円 翌年度繰越額が301万2,000、

円、不用額が2,759万6,913円となりまして、執

行率が96.7％、翌年度、つまり今年度の繰越額

を含めますと97％であります。

次に、16ページをお開きください。

目の執行残が100万円以上のもの、執行率が90

％未満のものについて説明いたします。

真ん中のところ （目）計画調査費であります、

が、不用額が2,751万2,071円で、執行率が96.4

％になっております。この不用額の主な内容で

すが、下から２番目の負担金・補助及び交付金

の2,579万7,222円となっております。これは、

主に宮崎県物流競争力強化事業、それから、世

界とともに成長するみやざき双方向交流拡大推

進事業、これは航空の予算でございますけれど

も、これなどにおきまして、補助事業者数や補

助事業者の実績が計画を下回ったということな

どによるものであります。

決算事項の説明は以上です。

続きまして、平成28年度主要施策の成果につ

いて御説明をいたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の20

ページをお開きください。

まず 「くらしづくり」の１、安心して生活で、

きる社会の（３）地域交通の確保についてであ

ります。

表の上段でありますが、地方バス路線等運行

維持対策によりまして、広域的・幹線的なバス

路線であります地域間幹線系統の維持のため、

バス事業者に対しまして国と協調して運行費等

への補助を行いました。

それと、バス路線廃止後に代替バスを運行す

る市町村に対し、補助を行いまして、地域の交

通手段の確保に努めたところであります。

次の欄、地域公共交通ネットワーク活性化で

あります。これは地域の生活を支えるバス路線

の維持を図るために、市町村等が行うバスの乗

り方教室などの利用促進活動ですとか、コミュ

ニティバスなどへの転換等の支援を行ったとこ

ろであります。今後も引き続きバス路線の維持

・確保に努めますとともに、利用者を増加させ

るための利用促進活動等を支援しまして、将来

にわたって持続可能な地域公共交通ネットワー
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クの維持・充実を図ってまいりたいと考えてお

ります。

続きまして、22ページをお開きください。

「産業づくり」の３、経済・交流を支える基

盤が整った社会の（１）交通・物流ネットワー

クの整備・充実についてであります。

表の上段でございますが、鉄道活性化対策推

進によりまして、日豊本線を初めとする県内鉄

道の充実・強化に向け、利便性の向上などの課

題について、宮崎県鉄道整備促進期成同盟会な

どと連携を図りまして、国やＪＲ九州に対する

陳情・要望活動などを行っているところであり

まして、昨年度もＪＲ九州への要望の際に、沿

線自治体の市長等に参加いただいて、地方路線

の維持と沿線自治体の思いを、ともに伝えたと

ころであります。

次の欄、宮崎県地域鉄道活性化・利用促進支

援によりまして、日南線、吉都線の利用促進を

図り、鉄道沿線地域の活性化に資することを目

的として、イベント列車の実施ですとか、沿線

ガイドの作成などに取り組みますとか、それか

ら平日臨時運行の海幸山幸、こちらを利用する

団体等に対しまして補助を行ったところであり

ます。

続きまして、次の段、特定鉄道等施設耐震補

強でございます。これは南海トラフ地震など、

強い揺れ、地震などが想定される地域にありま

して、緊急輸送道路と交差する鉄道橋梁の耐震

、補強に要する経費を国と協調して補助しまして

災害発生時における緊急輸送道路の機能確保、

保全を図ったところであります。

次に、宮崎県物流競争力強化でございますけ

れども、こちらは県内の港、それから貨物駅へ

の荷寄せを支援することで、県外港から県内港

へのシフト、トラック輸送から海上、鉄道輸送

へのモーダルシフトを促進するなど、物流効率

化への取り組みを進めたところであります。

こちらは、執行残が1,200万円余生じておりま

す。これは国際情勢によるところが多いのです

が、木材の輸出など、取引先の景況悪化なども

ありまして、需給調整が発生するということも

ございました。こういったことで、最終的な輸

出の輸送量が、当初の計画、見込みより大幅に

減少してしまったことなどによるものでありま

す。

この事業、当初の受発注の量や納品の時期が

変更されることによって、事業者の計画と実際

の年度末の実績に乖離が生じるケースもありま

すことから、定期的に事業者に対しまして実施

状況報告を求めるなど、効率的な予算執行に努

。めてまいりたいと考えているところであります

次に、長距離フェリーの話でございますが、

。宮崎県長距離フェリー航路利用活性化支援です

これによりまして、団体客利用促進支援、旅行

関係者のモニターツアーによるＰＲ支援を行い

まして、航路の利用促進に努めたところであり

ます。

今後とも、引き続き、官民で連携して設立し

た宮崎県長距離フェリー航路利用促進協議会な

どございますので これを通じて利用促進を図っ、

てまいりたいと考えております。

続きまして、23ページをお開きください。

表の一番上 「みやざきの空」航空ネットワー、

ク活性化であります。こちらは宮崎空港発着路

線の維持・充実を図るため、航空会社等への要

望活動、国内線、国際線の利用促進を図るもの

であります。

その下、世界とともに成長するみやざき双方

向交流拡大推進であります。こちらは国の交付

金を活用して実施したものでありまして、官民
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連携による韓国訪問団の派遣ですとか、修学旅

行、ビジネスで利用する団体に対する支援を行

いまして、利用促進を図ったものであります。

なお、こちら570万円余の執行残がございます

が、直行便を利用する修学旅行を行う学校が、

当初の見込みよりも下回ったことなどによるも

のであります。

その下の国際定期路線維持に向けた緊急対策

でありますが、こちらは昨年度の補正の予算で

ございますけれども、熊本地震の影響によりま

して一時的に減少した国際線の利用者を回復す

るため、グループ旅行、それからパスポートの

取得支援を行うなど、県民の利用促進を図った

ものであります。

次に、23ページの下、施策の進捗状況をごら

んください。

、その主なものを御説明させていただきますと

上から３つ目、宮崎空港路線利用者数でござい

ますが、平成28年度、熊本地震の影響により、

宮崎―台北線が減便となるなど、国際線利用者

が減少しましたけれども、ＬＣＣ関西線、ピー

チが通年運行など、国内線の利用者、これは大

きく増加したということによりまして、全体と

しまして９年ぶりに300万人を突破し、306万人

となったところであります。

先日の常任委員会でもＬＣＣ宮崎―成田線で

すとか、宮崎―ソウル線の冬期増便なども御説

明させていただきましたが、こういったことを

追い風に、国内線、国際線の利用促進にしっか

りと取り組みまして、さらなるネットワークの

充実を図り、目標達成に努めたいと考えており

ます。

主要施策の成果の説明は以上であります。

最後、監査における指摘事項であります。

決算特別委員会資料、36ページにお戻りいた

だきまして、１番の指摘事項、３つ目でござい

ます。

地域公共交通ネットワーク再構築支援事業補

助金等について、交付決定事務のおくれている

ものがありました。こちらにつきましては、同

じくお手元にあります平成28年度歳入歳出決算

審査意見書の３ページの２の（２）にございま

すけれども、補助金交付事務や委託契約事務に

おいて、財務規則等の理解不足、進行管理の不

徹底等を原因とする事務処理の誤りやおくれが

散見されたと指摘を受けております。

我が課としましても、再発防止策として適切

な事業執行スケジュール、進行状況を担当内で

しっかり共有し、速やかな事務処理を行うよう

職員に周知徹底を図ったところであります。

総合交通課は以上です。

中山間・地域政策○奥中山間・地域政策課長

課の平成28年度予算に係る決算状況等について

御説明いたします。

初めに、お手元の平成28年度決算特別委員会

資料の５ページをお願いいたします。

上から５段目の中山間・地域政策課の欄でご

ざいます。

予算額５億2,738万6,000円に対しまして、支

出済額が５億584万2,258円、不用額が2,154

万3,742円となりまして、執行率は95.9％でござ

います。

それでは、18ページをお開きください。

当課の決算事項別の明細は、18ページから19

ページとなっております。

このうち目の執行額が100万円以上のもの、執

行率が90％未満のものについて御説明いたしま

す。

それでは、19ページをお開きください。

（目）計画調査費の不用額2,143万3,459円で
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あります。この不用額のうち主なものについて

御説明をいたします。

表の上から５段目の欄の報償費の119万2,429

円でございます。これは明日の地域づくり支援

事業や宮崎県市町村間連携支援交付金交付事業

において、事業推進に係る外部専門家の招聘が

予定より少なかったことなどによる執行残でご

ざいます。

次に、その下の段になりますが、表の上から

６段目の欄の旅費284万2,597円であります。こ

れは、みやざきジビエ普及拡大推進事業におき

まして、みやざきジビエ普及拡大推進協議会の

先進地視察に係る旅費が見込みを下回ったこと

、 、や 移住・ＵＩＪターン強化事業におきまして

移住相談員の県外セミナー等への参加回数が、

予定よりも少なかったことなどによる執行残で

ございます。

次に、表の下から４段目の欄の負担金・補助

及び交付金の1,472万9,013円であります。これ

は主に、ネットワークで明日に繋ぐ！「宮崎ひ

なた生活圏」モデル構築事業や宮崎県市町村間

連携支援交付金交付事業等の事業主体でありま

す市町村等におきまして、入札残や事業費の減

額等が生じたことによります補助金の執行残な

どであります。執行率につきましては95.0％で

ございます。

続きまして、平成28年度の主要施策の成果に

ついて御説明をさせていただきます。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の25

ページをお願いいたします。

「くらしづくり」の１、安心して生活できる

社会の（５）中山間地域の維持・活性化につい

てであります。

まず、地域の声を聴く！中山間地域振興計画

フォローアップであります。この事業は、県内

７地域に設置いたしました中山間地域振興協議

会におきまして、地域の実情や課題等について

意見交換を行うもので、平成28年度は、集落活

動のあり方等について協議を行ったところであ

ります。

次に、中山間地域産業支援であります。中山

間地域の活性化を促進するため、宮崎県産業振

興機構内に中山間地域産業振興センターを設置

いたしまして、地域資源を活用した取り組みに

対する相談対応、あるいは中山間地域のニーズ

に応じたセミナー等を開催したところでありま

す。

次に、新たな集落間連携等支援であります。

この事業は、住民主体の元気な集落づくりに取

り組む集落を「いきいき集落」として認定いた

しまして、各種支援を行いますとともに、複数

の集落が相互に連携・協力する集落間連携の取

り組みに対する支援を行ったものであります。

次に、外部人財活用による集落活動支援であ

ります。この事業は、中山間地域でボランティ

ア活動を行う中山間盛り上げ隊を組織し、市町

村や集落等からの依頼に応じて隊員を派遣する

もので、平成28年度は延べ614名の隊員を派遣し

たところであります。

それでは、26ページをお開きください。

次に、ネットワークで明日に繋ぐ！「宮崎ひ

なた生活圏」モデル構築であります。この事業

は、中山間地域における新たな交通・物流の仕

組みづくりや農山漁村の所得安定・向上などに

取り組む地域を支援いたしましたほか、経済構

造分析の理解促進を図るため、市町村などを対

象に研修会を開催したところであります。

次に、みやざきジビエ普及拡大推進でありま

す。この事業は、本県におけるジビエ振興を図

るため、関係団体で構成いたします「みやざき
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ジビエ普及拡大推進協議会」を設置し、ジビエ

の諸課題について検討を行うとともに、処理加

工施設への小規模機器等の導入支援、さらには

宮崎市内におきまして、大型ショッピングモー

ルにおいて消費拡大のイベント等を開催したも

のであります。

次に、28ページをお願いいたします。

（６）連携・協働による魅力ある地域づくり

と戦略的な移住等の促進についてであります。

まず、明日の地域づくり支援であります。こ

の事業は住民と一体となった地域づくりを目指

す市町村に対し、地域再生アドバイザーを短期

派遣し、地域が抱える課題の分析や今後進むべ

き方向性について、具体的なアドバイスを行う

とともに、地域づくりの取り組みに対する活動

支援を行うものであります。

次に、宮崎県市町村間連携支援交付金交付で

あります。この事業は、人口減少、少子高齢化

等に対応した地域づくりのために、市町村が連

携して行う取り組みに対し、交付金を交付し支

援を行うもので、延岡市ほか17市町村に支援を

行っております。

次に、移住・ＵＩＪターン強化であります。

この事業は、人口減少対策の一つの柱として、

本県への移住等の促進を図るため、東京と宮崎

に開設しております「宮崎ひなた暮らしＵＩＪ

センター」を運営し、情報発信及び相談対応を

行うとともに、市町村の移住施策に対する取り

。組みに対して支援等を行ったところであります

次に、地価調査でございます。この事業は、

県内の標準的な土地の標準価格を295地点におい

て判定し、一般の土地取引の指標として提供を

行ったところであります。

続きまして、30ページをお願いいたします。

「産業づくり」の２、活発な観光・交流によ

る活力ある社会の（２）県境を越えた交流・連

携の推進についてであります。

主な事業名は、県際連携地域資源活用強化で

あります。この事業によりまして、祖母・傾・

大崩山系周辺地域でのユネスコエコパーク登録

を目指す取り組みなど、県際地域の市町村が連

携して実施する世界ブランドの活用に向けた取

り組み等を支援したところであります。

主要施策の成果の説明は以上でございます。

最後になりますが、監査委員の決算審査意見

書につきましては、報告すべき事項はございま

せん。

中山間・地域政策課は以上であります。

産業政策課でございま○重黒木産業政策課長

す。

当課の平成28年度決算について御説明いたし

ます。

お手元の28年度決算特別委員会資料の５ペー

ジをお願いいたします。

、 。上から６段目 産業政策課の欄でございます

予算額６億3,024万4,000円に対しまして、支

出済額５億2,020万74円、翌年度への繰越額

が1,484万6,000円、不用額は9,519万7,926円、

執行率は82.5％で、翌年度への繰越額を含めま

すと84.9％となっております。

次に、20ページをお開きください。

当課の決算事項別の明細は、20ページから21

ページまででございます。

このうち目の不用額が100万円以上のもの、ま

たは執行率90％未満のものにつきまして御説明

いたします。

21ページをお開きください。

１段目の（目）計画調査費でございますけれ

ども、不用額が9,500万3,356円、執行率が80.3

％となっております。これは、当課及び当課予
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算を関係課に分任して実施しておりますフード

ビジネス等の各事業につきまして、事務費や補

助金等に執行残が生じたものでございます。

主なものを申し上げますと、まず上から６段

目の旅費につきましては、当課と関係所属にお

いて活動費として使っております普通旅費です

とか特別旅費、こういったものの執行残でござ

います。

次に、その３つ下の委託料につきましては、

県内の大学・短大等で構成いたします高等教育

コンソーシアムに委託して実施しておりました

人材育成の事業ですとか、フードビジネス関係

では、関係課に分任して実施しておりますコー

ディネーター等を設置いたしまして、販路開拓

等を行う事業の執行残でございます。

次に、その２つ下の負担金・補助及び交付金

でございます。不用額が7,500万円余と大きく

なっておりますけれども、これは、みやざき成

長産業育成・雇用創出プロジェクト推進事業に

おきまして、フードビジネスを初めとする成長

産業分野の企業等59社に対して、新たな雇用を

生むことを条件に、人件費ですとか、商品開発

等の経費を支援した事業で生じた不用額でござ

います。

一旦、各企業へ補助額を交付決定した後に、

年度中途に各企業に対しまして事業の進捗状況

を確認いたしまして、不用額を２月に減額補正

していますけれども、２月補正の作業を行いま

すのが12月でありまして、それ以降に各企業の

事業内容に変更が生じたため、補助金に不用額

が生じたというものでございます。

次に、翌年度繰越額でございますけれど

も、1,484万6,000円を計上しております。

これは厚生労働省の補助事業の採択を受けま

して、平成28年度２月補正予算に計上いたしま

した、みやざき地域活性化雇用創造プロジェク

ト推進事業でございまして、事業実施の期間が

不足することにより、予算を繰り越しているも

のでございます。

続きまして、平成28年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の31ページを

お願いいたします。

まず 「人づくり」の（１）魅力ある教育を支、

える体制や環境の整備・充実についてでござい

ます。

みやざき地方創生若者定着促進事業でござい

ますけれども、下の施策の成果等にありますよ

うに、昨年度、若者の県内定着を促進し、地域

や企業を支える産業人材の育成・確保を図るこ

とを目的として、産学金労官からなります産業

人財育成プラットフォームを設置したところで

ございます。

、このプラットフォームを基盤といたしまして

高等教育コンソーシアム宮崎と連携を図りなが

ら、インターンシップですとか、高校生や大学

生を対象としたキャリア発見セミナーなど、若

者の県内定着に向けた取り組みを行ったところ

でございます。

次の32ページをお開きください。

③のところでございますけれども、大学等の

高等教育機関を活用した地域や産業の活性化を

図るため、公募による卒業研究テーマなどの取

り組みを進めるとともに、宮崎大学が宮崎市中

心部に新たに設置いたしました「まちなかキャ

ンパス 、こちらに産業人材育成コーディネータ」

ーを配置いたしまして、効果的な事業運営等を

図ったところでございます。

さらに、宮崎県産業科学技術振興指針に基づ

きまして 関係機関で構成する宮崎県産学官ネッ、
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トワーク委員会を開催いたしまして、新産業創

出に向けた意見交換等を行ったところでござい

ます。

次に、33ページをごらんください。

「産業づくり」の産業間・産学金官連携によ

る新事業・産業の展開であります。

主な事業としまして、まず表の一番上でござ

いますけれども、みやざきフードビジネス推進

体制構築事業でありますが、フードビジネス振

興構想を推進するために、フードビジネス推進

会議など、基盤となる全県的な推進体制等の整

備を図ったものでございます。

次のフードビジネスブラッシュアップ支援体

制構築事業につきましては、フードビジネス相

談ステーションに寄せられる相談案件のうち、

有望な案件を対象に商品化に向けた支援を行う

ものでありまして、パッケージデザインの開発

ですとか、パンフレットの作成など、18企業に

対して補助を行っております。

次のみやざき「食の魅力」再発見・情報発信

事業は、本県の食の魅力を県内外に発信するた

めに、県民が一推しいたします地元の飲食店等

のメニューを投票形式で募集したものでござい

まして、得票数の多かったメニューを圏域別に

まとめ、宮崎オススめしブックとして観光客等

に配布するとともに、ホームページ等での情報

発信を行ったものでございます。

次のみやざき成長産業育成・雇用創出プロ

ジェクト推進事業につきましては、厚生労働省

のプロジェクト型補助金の採択を受けて実施し

ている事業でありまして、28年度からはフード

ビジネスに医療機器、輸送機器、木材バイオマ

スを対象分野に加えまして事業を展開しており

ます。

具体的にはフードビジネス相談ステーション

の運営ですとか、商品の開発のアドバイザー等

の設置を通じまして、関係の企業等を支援する

とともに、対象分野の企業等に補助を行いまし

、 、て それぞれの企業が行う事業の拡大ですとか

人材育成の取り組みの支援などを行ったところ

であります。

また、商工団体や金融機関と連携して実施す

る体系的な人材育成プログラムであります、ひ

なたＭＢＡを昨年度からスタートしたところで

ございます。

次に、34ページをごらんください。

みやざき「食による誘客」ビジネスモデル検

討事業でございますけれども、フードビジネス

振興構想の重点項目の一つであります「食によ

る観光宮崎の新生」の実現を図るために、観光

地や交通の結節点となる地点をモデルに、誘客

に必要となる機能や採算性などについて、基礎

的な調査を実施したものでございます。

昨年度の取り組みは以上でございますけれど

も、このような取り組みによりまして、１次産

品に付加価値をつけてビジネスにつなげていく

、というフードビジネスの考え方につきましては

県内に広く認知されて拡大に向けた動きが活発

化してきているものと考えております。

引き続き各プロジェクトが着実に推進し、視

野、裾野の広い食関連産業の成長産業化につな

げてまいりたいと思います。

、 、また 県内産業全体の振興はもちろんのこと

産業界共通の課題であります人材の育成・確保

につきましても、産学金労官との連携のもと、

さらに取り組みを進めてまいりたいと考えてお

ります。

。主要施策の成果については以上でございます

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

、 。しては 特に御報告すべきことはございません
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産業政策課は以上でございます。

説明が終了しましたが、委員の皆○二見主査

様から質疑はございませんか。

ないですか、では私から行きます。

先ほど、統計調査課の御説明をいただいたと

ころで思ったんですが、社会生活基本調査をさ

れて 856万円の予算に対し 調査対象数が1,546、 、

世帯という御説明で、これはどういった調査内

容なのかをお聞きしたいんです。

というのも、1,546世帯であれば、１世帯当た

り5,600円ほどかかっているという感じなんです

が、その中身について教えていただけますか。

、○和田統計調査課長 この社会生活基本調査は

国の統計法に基づく基幹統計調査でございまし

て、全国でいきますと約20万人が対象となって

ございます。

そして、本県の場合は1,546世帯を対象にしま

して、その世帯におります10歳以上の方が調査

対象になります。

そして、どのようなことを調査しているかと

いいますと、生活時間をどういう形で過ごして

いますか、例えば、この前の常任委員会で、通

勤時間が全国で２番目に短いですよとか、この

ような結果がこの生活基本統計調査から出てま

いります。

その方法はどのようなやり方です○二見主査

か、大体アンケート用紙とかが届いて、それを

返送するのが多いと思うんですけれども。

、○和田統計調査課長 調査方法につきましては

これは国の統計調査でございますので、調査票

が設計されまして、調査員さんが調査対象のと

ころにその調査票を持っていきまして、調査票

を出していただく形になってございます。

そして、調査世帯数は1,546世帯なんですけれ

ども、実際、調査票を書く人は、10歳以上の方

が対象になりますので、その二.何倍ぐらいの人

員数が調査数という形になります。

その委託は、どのようにされてい○二見主査

るんですか。調査員の方の募集なり、市町村に

お願いしているのか。

基本的に国の統計調査に○和田統計調査課長

ついては、調査員さんをお願いする場合は、市

町村の推薦を受けたりして、そして、県の非常

勤の職員という身分で調査に当たっていただい

ております。

統計法に基づく基幹統計調査でございますの

で、国費10分の10でその費用を賄っておるとこ

ろでございます。

今回の調査で何人ぐらいがいらっ○二見主査

しゃったんですか。

調査員の数は、県内で131○和田統計調査課長

人の方に調査を実施していただいたところでご

ざいます。

わかりました。○二見主査

ほか質疑ありませんか。

総合政策課、成果報告書の15ペー○松村委員

ジの４番目の「ゆたかさ指標」というところで

す。客観的に「ゆたかさ指標」を発信していく

ということですけれども、豊かさは、基本的に

は何、誰と比べて豊かなのかという、豊かさの

度合いが当然あると思うんです。Ｊターン、Ｕ

ターン、あるいは宮崎県に観光客、いろんな方

が来ていただくための一つの発信力にはなると

思うんですけれど、県内外に豊かさを発信して

、 、いくのに 水準的に宮崎が豊かでないとしたら

あんまり発信したくないですよね。

宮崎県は豊かですよというところがあるわけ

でしょう、だから発信するんだと思うんですけ

れど、その豊かさの度合いは、客観的に基準を

持ってというか、自分たちでしているんでしょ
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うけれど 例えば東京は所得が多いけれど こっ、 、

ちは少ない。でも、こっちは何とかだといって

標準的にするんでしょうけれど、発信して、い

わゆる「ゆたかさ指標」がどれだけの成果が出

るかというときに、これはナンバー１なんです

という、全国で総合の豊かさの順位がわかるの

か。それで所得がびりでも、そんなのは関係な

いよと、豊かさナンバー１だと言って、全国と

競争できる指標なのか、そういうところをお聞

きしたい。

この「ゆたかさ指標」と○松浦総合政策課長

申しますのが、経済的なデータでいくと、うち

の県は全国の中でそんなに高いわけではない、

どちらかというと低いところにいるんですけれ

ども、県民の皆様との会議を通じる中で、そう

いう経済的なものだけではなくて、自然とか人

のつながりであるとか、それから時間がゆっく

り使えるとかいうようないいところもたくさん

あるよねという御意見も、たくさんいただいた

ところであります。そういう中で、豊かさとい

うふうなことをある程度データで整理できない

かということで、昨年度、検討をずっとしてい

たわけですけれども、そういう中では、経済は

当然豊かさの一つのカテゴリーとしてあると思

うんですが、それ以外にいろいろ御意見をいた

だいた中で、人を育んでいく力であるとか、そ

れから時間を有効に使える。そういう豊かさで

あるとか、健康、自然、暮らしの便利さがどう

かとか、それから安心といった面でどうかとい

う７つの分野を設定いたしまして、それぞれの

分野について、例えば、経済であればその経済

をあらわすような要素についての統計データを

５つぐらい出しまして、それの全国的な偏差値

を出した上で、それぞれの分野ごとの豊かさと

いうものを出しているということであります。

全体としてそれを総合した形で偏差値として出

しているんですけれども、先ほど申し上げまし

た７つの分野で総合いたしますと、昨年整理し

た中では、本県の場合が全国で10位というよう

な状況でございます。

これをどういうふうに使っていくのかという

こともありますので、まずは県民の皆様にも、

やはり経済だけではなくて、いろんな豊かさが

考えられるんじゃなかろうかという議論をして

いただく一つの材料にしていただきたいという

思いもあります。特に子供たちにもそういった

ところに目を向けてもらうようにつくっていき

たい、普及をしていきたいというところがあり

まして、今、教育委員会と、副教材で使っても

らえないかとかいうようなところの取り組みを

進めているところでございます。

昨年度作成したばかりですので、その普及に

ついてはまだこれからの課題ではあるんですけ

れども、いろんな視点から見たときには豊かさ

があるんだよということをしっかり発信できる

ような形を、これからつくっていきたいと思っ

ております。

10位という総合評価ですけれど、○松村委員

これをつくったことが成果じゃないんで。今言

、われたように教育委員会とかいろんなところで

これをどうやって利用していくかということが

一番大事なんだと思うんです。宮崎に来ていた

だく、戻っていただく、住んでいただくという

意味では 県内の人もなんだけれど 外に向かっ、 、

てアピールしていかないと、宮崎県は住みやす

さナンバー１ですよという項目だろうけれど、

のんびりは嫌いだという人は来なくてもいいか

もしれないけれど、のんびりがいいという人に

は来てもらうとか。所得なんか要らないという

人は来てもらうし、所得がいいという人はやっ
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ぱり東京に行くでしょうし。その選択肢として

ある程度見える形なんで、ぜひこういうものは

つくっただけじゃなくて、これからが本当の成

果になってくると思うんで、ぜひ、また次の活

用をよろしくお願いします。

ありがとうございます。○松浦総合政策課長

私どもも、その点はこれからしっかりやって

いくべき課題だと思っており、普及、認知をし

ていただけるような形をぜひつくっていきたい

と思っておりますので、よろしくお願いいたし

ます。

、○緒嶋委員 総合交通課の主要施策の22ページ

物流競争力強化事業はかなり不用額が出ておる

わけだけれど。モーダルシフト等に対する補助

ということですが、これは宮崎県の場合、やっ

ぱり物流が消費地と相当遠いとか、いろいろ課

題がある中で、強化していかんと宮崎県の経済

振興はあり得んわけです。

そういう中では、不用額が出るのは、これは

支援そのものの補助率が悪いからこういうこと

になるのか、何でこれだけ見込みが違ってくる

のか。

おっしゃるとおり、県全○小倉総合交通課長

体で物流を強化しないといけない中で、ここま

で執行残が残ってしまうのは、非常に使い方も

含めて考えなきゃいけないところではあるんで

すが。実際、この理由としましては、先ほども

少し述べさせていただきましたけれども、年度

─当初にいろんな事業者、荷主さんとかから

これは国際コンテナ等に対する輸出補助金にな

、 、りますので そういった計画が出てきたときに

、年度末までに輸出し切れなかったということで

例えば台湾ですとかいろんなところで需給調整

が発生するなり、海外における景気が悪化して

いるなどして、これで少し予想以上に下回って

しまったというところがあります。

そういう国際情勢の部分もありますので、本

来であれば年度の途中でそういったところをあ

る意味少し回収するというか、補助を下げると

いう形にして、ほかのところに回せるようにし

ていかなきゃいけないところなのかなと思って

おります。

昨年度、大きく減少の原因になってしまった

業者に関しましては、今年度は余り過大な申請

はしないようにという形で、少し下げていただ

いているところではあるんですけれども、いず

れにしろ年度途中でしっかり進行管理をして、

できるならば、今の10月とかの段階で、ほかの

インセンティブに回して、ほかの荷物を県外等

から集めれるような形をとっていくべきとは

思っています。

ほかに回すのも、予算の有効活用○緒嶋委員

という意味ではそれでいいけれど、いずれにし

ても物流競争力強化をしていかんことには、宮

崎県の発展そのものはないわけだから、これを

いかに高めていくかが、絶対必要だと思うんで

す。

コスト縮減といってもなかなか容易じゃない

けれども、やっぱり物流の利便性について支援

をしていくことを高めていかんと、近畿とか関

東の近辺が、生産したものを消費地に届けるの

はコストがかからんわけだから。それをフォロ

ーしてやるのは、物流のそういうコストを、い

かに県が行政の立場で支援してやるかというこ

と以外に競争に勝つ手はないわけです。付加価

値のあるものをつくるということも大切だけれ

ど、こういうものの中でできるだけ支援をして

やると。そういう中で、やはり宮崎県の経済の

、発展を考えていくということを強めていかんと

不用額がこれだけ残るのは問題なので、そのや
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り方を根本的に考えていかんと、私は宮崎県の

経済の発展はないと思っております。

それと、宮崎県の鉄道の問題も課題が多いわ

けです。株式上場した以上は、採算性や株主に

対する責任も会社としては出てくるわけです。

そういうことを考えた場合に、ＪＲはやっぱ

り公共性があるし、これはぜひ残してもらわな

いかんけれども、向こうがそういう会社の採算

性を考えた場合に、よほどの対策を立てていか

んと。私も高千穂鉄道で大分苦労してきたわけ

ですが、これは将来的に宮崎県の総合交通の中

では大きな課題になると思うんです。将来的な

宮崎県の鉄道の存続は、今のような状態で可能

かどうか、そこまで深刻に考えていかんとこれ

は大変なことになるんじゃないかと。鉄道はや

むを得んということであればまた別だけれど、

残したいということであれば、そのための対策

を、それぞれの市町村とも十分連携をとって考

えていかんと。結果として県は何をしていたの

かと、逆に県の責任を追及されるようになるん

じゃないかという気がしてならんわけです。そ

のあたりをどう考えておられますか。

おっしゃるとおり鉄道の○小倉総合交通課長

利用促進という点で、県も宮崎県内のローカル

線で言えば吉都線、日南線のそれぞれの利用促

進協議会に対して支援させていただくと。この

予算項目で言えば、宮崎県地域鉄道活性化利用

促進支援という形で、460万程度の予算をかけて

いるところでございます。

委員がおっしゃるとおり、６月に輸送密度を

ＪＲが発表して以降、我々においても大変危機

感を感じて、単に協議会に対する支援、協議会

任せ、要するに地元任せではなくて、県におい

てもしっかり予算などもとりながら、取り組み

を強化していかなきゃならないなと思っている

ところであります。

一般質問等でも答弁をさせていただいている

ところではありますが、これから、例えば三セ

ク化、上下分離などという形になっていきます

と、恐らく年に億単位での財政負担が生じてし

まいかねない状況になるだろうという中で、利

用促進がこの程度でいいのかというところもあ

るかなと思います。

我々としましても、次年度以降、官民一体と

なったというところで いろいろ利用促進を図っ、

ていきたいと思っています。

特に、やはり学生などを初めとする地域の交

通手段の確保という意味で、人口が減っていく

中で、それを上回る、もしくはその同程度のイ

ンバウンド、もしくは県外からの利用も図って

いかなきゃならないなというところが大きな部

分かなと思います。

そういったところの取り組みを今後強化して

いかなければ、ＪＲもなかなか目を向けてくれ

、ないのかなというようなところもありますので

そこをしっかり次年度に向けても強化していき

たいなと思っています。

我々もＪＲに毎年行っておるんで○緒嶋委員

すけれども、ＪＲの感触がわからんですね。我

々が10回も、15回も、20回もいっているわけで

す。それでも、答えは、こういう状態では線路

の改修もなかなか容易ではありませんというよ

うな、高速化をもっと高めてくれと言っても、

。努力しますという言葉も出てこないぐらいです

それぐらい厳しいわけですので、相当これはど

うするかということを真剣に考えていかんと、

大変なことになるということは目にみえておる

ということを言っておきたいと思います。

それから、産業政策課、これだけの産業政策

を進めていかなきゃ宮崎県の発展はないわけで
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すが、これだけの不用額を出すということは、

基本的に産業政策課は何をしていたのかと言っ

てもいいと思うんですが、これだけの不用額が

出たことをどう考えられますか。

御指摘のとおり、非常○重黒木産業政策課長

。に多額の不用額が出ているところでございます

これにつきましては、実は昨年度の２月の補

正予算でも、常任委員会からは厳しい御指摘を

受けたところでございます。今年度の状況につ

きましては、予算額が大体３億9,000万ぐらいあ

るんですけれども、今の時点で３億6,000万ぐら

いは交付決定しておりまして、これを先ほども

ちょっと言いましたけれども、昨年度は年に１

回ぐらい調査して進捗状況を確認して、その後

の対応を考えていたんですけれども、今年度か

らは四半期に１回ぐらいは各企業の補助金の状

況を確認していると 今年度は 今 予算枠いっ。 、 、

ぱい使ってますので、それで仮に余るようなお

話が出てくれば、再募集して他の企業にまた回

すなりして、広く県内全体の企業の方々がこの

補助金を使って、産業の活性化に使ってもらえ

、るように努力しているところでございますので

引き続き、御指摘を踏まえてしっかり取り組ん

でいきたいと思っております。

いずれにしても、財政課は喜ぶか○緒嶋委員

もしれんけれど、これは財政課が喜ぶような予

算執行ではいかんわけであって。それぞれの各

課が獲得した予算を執行していない、それも２

月の段階では減額補正して不用額をできるだ

け100万以下に抑えるというようなことをシステ

ム的にする中で、こういうのが出てくるという

こと自体が。本当はどこも不用額は100万以上は

ありませんというぐらいにするのがベストな予

算執行になるわけです。

そういう中でこういうのが出てくるのが、事

情は言われるとおりだと思うけれども、ちょっ

と私はやっぱり課内の何らかの考え方、対策を

立てていかなければ、毎年こういうような形に

なるのは、いかがなものかという気がします。

それと、もう一つですけれど、旅費の明許繰

り越しはどういうものですか。44万か、明許繰

り越しをするような旅費があるわけですか。

こちらの事業は、下の○重黒木産業政策課長

委託料と同じ予算組みをしておりまして、総額

で1,480万余りの予算で、地域活性化プロジェク

トということで。昨年度の２月補正で、情報関

係の産業の支援をやるということで、それに我

々職員が実際出向いていったりとかするときの

活動費、それが国庫補助事業で国費なもんです

から今年度に繰り越してやっているということ

で、通常の旅費、活動費と同じように使ってい

るというものでございます。

常識的には、こういう使い方はい○緒嶋委員

、 、かがなものかと思うけれど どんなもんですか

。これは正しい使い方と理解していいわけですか

国の補助金の採択を受○重黒木産業政策課長

けて、国から全額翌年度に繰り越してよろしい

という同意をいただいてますので、特段問題は

ないと考えております。

だけど、一般的な県予算の県単事○緒嶋委員

業なんかは認められんだろうと思うんです。こ

ういうことが起こるのは、国が認めたからいい

ということで、それで理解するよりほかないと

思うけれど、やっぱりこれは内部的にいろいろ

考えるべきではないかなという気がしてならん

です。

おっしゃるとおり、県○重黒木産業政策課長

単事業であれば、通常こういった活動費的なも

のは繰り越しではなくて、一旦決算で不用額に

落として、また新しく新年度に予算組みすると
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いうのが、基本的に正しいやり方だと思ってお

ります。

こちらにつきましては、御説明いたしました

ように国庫補助事業なもんですから、国庫予算

を有効に活用するということで、国から許可を

得てやっているものでございますので、どうか

御理解いただきたいと思います。

。○中野委員 産業政策課についてお尋ねします

先ほどの緒嶋委員の質問を繰り返すことになり

ますが、不用額が極端に大きいということで執

行率が82.5、総合政策部で一番大きいわけです

よね。

この前も私は質問しましたが、13年後の人口

を100万人にキープできるのかと。見通しがどう

もそれは難しい。私の知り合いのそういう専門

の人から、95万人を割るよというのを聞いてそ

れを質問したんです。２年前に計画を見直した

わけですから、それがその後15年間を見通した

ときに 今からは13年後ですけれども、100万─

はキープするという計画だから、その目的は達

成しなければ大変なことになると思うんです。

その基本は、やはり産業だと思うんです。産

業がないから人口がどんどん減っていく、働く

場がないから減っていくんです。働く場があれ

ば、幾らでも人口はふえる。過密と言われる東

京は、いろんな働き場所があるから、まだいま

だに増加しているわけでしょう。

ここはその逆ですから、そういうときに、産

業政策とは何かということだと思うんです。

だから、いろいろな理由があって、執行率も

先ほど言われましたように82.5％ということで

低かったんだと思うけれど。

しかし、やはり年度内に使うということで決

めた予算だから、100％を目指して、不足すれば

もっと補正を組んでもらうぐらいのことをしな

いと、私は13年後の人口、100万人はキープでき

ないと思うんです。

そういうことを鑑みたときに、既に本年度中

もいろいろと政策をされていると思うんですけ

れども、これからの産業政策はどうあるべきか

という課長の考え方をお聞きしておきたいと思

います。

今年度から、フードビ○重黒木産業政策課長

ジネス推進課から産業政策課ということで名前

も変わりまして、これまでのフードビジネスに

加えてほかの事業といいますか、医療機器とか

輸送機器とかも含めて所管するようにというこ

とで、今やっているところでございます。

、御指摘のとおり今から人口減少を迎える中で

県内の産業の活性化をいかに図っていくか、そ

れによっていかに働く場をつくっていって、若

者を地元に残していくかということでございま

すので、今回の予算につきましても、大きくは

産業人財の育成・確保のための予算と、実際、

産業を活性化するための予算と、大きく言うと

その２つの予算組みで事業をやっているところ

でございます。引き続き、こういった国の補助

事業等も活用しながら、産業全体の活性化を進

めていくということと同時に、その産業を支え

るための人材の育成・確保にしっかりと取り組

んでいきたいと考えております。

しっかりと取り組んで。人口だけ○中野委員

で全てを評価するのはいけないとは思うけれど

も、100万と目標を立てた人口をそこで食いとめ

て、食いとめた宮崎県の産業が活性化している

社会を目指すとあるわけだから、やはり100万以

上が住んで生活できる社会を目指す、そのため

の産業はどうあるべきかということの政策を、

本当に本腰を入れてやってほしいと思います。

要望しておきます。
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27ページの中山間・地域政策課、○松村委員

みやざきジビエ普及拡大推進の欄で、県内の量

販店でジビエの消費拡大イベントと書いてあり

まして、成果として来場者数300組って書いてあ

るんですけれど。組というのは業者さんがお見

えになったということですか、それとも一般の

消費者か。組はどういう単位なのかなと思った

ので、そこをお聞きしたい。

この300組という数○奥中山間・地域政策課長

字につきましては、この場所でシシ汁の振る舞

いをいたしまして、その数が300組分というか、

券を準備しておりましたので、御家族で１枚と

。いうような形でジビエのシシ汁を振る舞ったと

その来場者の数を一応300ということで、実際の

人数的にはもうちょっと来場者は多かったと思

うんですが、確認できる範囲でこの数字を上げ

ております。

私もここに行ったんです。あいに○松村委員

くお天気が悪くて、テントの中で試食をさせて

もらったんですけれど、ちょっと残念でした。

お天気のせいもあったし、イベントが下手だな

と思った感じもします。

せっかく中山間地域からの女性の部隊とか、

お見えになって準備をしていらっしゃったんで

。 、すけれど ジビエはおもしろい食材だと思って

私も東京のレストランとか、扱っている店とか

行ったこともあるんですけれど、なかなか普及

は難しいなと思いながら見ているところなんで

すが。ジビエの普及は28年度からですか。その

前からジビエの普及とか、ジビエに対しての取

り組みは、何か具体的にやっていらっしゃった

んですか。

鳥獣害被害対策の○奥中山間・地域政策課長

一環として、利活用部会が少し前に立ち上がっ

たんですが、予算をとってジビエの普及に取り

組むという活動をしたのは、平成28年度からで

ございます。

県外、特に鳥獣害の被害等の対策○松村委員

でいくと、結構、積極的にジビエ、鹿とかいろ

んなやつの取り組みをやっていらっしゃいます

よね。

もちろん県内の料理店の数とかも少しずつふ

えてきているというお話とか、あるいは都会に

送っているという話も聞くんですけれど、宮崎

県でもせっかくそういう調理施設への補助とか

、 、もやっているわけで 取扱店がふえているのか

ふえてないのかが、ここの成果になるんじゃな

いかと思うんですけれど。取扱店は、今、県内

に何店舗あるんですか、あるいは県外に出荷さ

れているジビエの肉というか、原料はどれぐら

いあるんですか。

ジビエの全体の販○奥中山間・地域政策課長

売量ですとか、そういった大枠はなかなかつか

み切れないというのがございまして、特にシシ

、 、 、肉につきましては 大方が自己消費され また

撃ち方が悪いものは全部埋却されております。

鹿についても同様な状況でございますが、た

だ、我々が調べた限り、ジビエを使っている販

売店は一応35施設ということでございます。

もったいないなというところです○松村委員

よね。

我々も田舎だから、シシ肉とかを知ってる方

から購入しますけれども、通常ではほとんど流

通しないし、本当にジビエ普及ということをや

ろうと思えば、モデル的なお店とか、モデル的

なルートとか、何かつくっていかないと。普及

活動に300組のお客さんに来て食べてもらいまし

たよというだけでは、28年度の成果でいいのか

なというところに疑問を持ちながら質問をした

ところでした。また、これからどういう普及活
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動をしていくのかなと思いながら質問したとこ

ろでした。

ありがとうござい○奥中山間・地域政策課長

ます。

ジビエの肉につきましては、自然が相手と申

しますか、家畜と違いまして、まず、年によっ

てとれる量に違いがあるということが一つござ

います。あと、安心安全な肉にするまで、例え

ば、まず狩猟の段階から腹は撃っちゃいけない

とか。例えば、２時間以内にはらわたまで出さ

ないと、ちょっと食べられないとかという基本

的なところがございます。あるいはまた、牛や

豚とかそういった家畜と違いまして、いわゆる

獣医師がきちんといて屠畜ができるようなもの

でもありませんので、これはとってきた人が処

理加工業の免許を持っているということでさば

いてしまう、そこにはどのくらい清潔で質のい

い肉がとれるかというところも、これからまだ

まだ検討していかないと、ということがござい

ます。

御指摘のように、まずはジビエというその肉

自体も、このイベントでアンケート調査をした

結果を見ましても、ジビエという言葉自体も知

。らないという方もたくさんいらっしゃいました

山間部に行けば普通に食べられているものが、

都市部ではまだまだ、特に宮崎県ではまだ認知

度もこれからということでございますので、や

はり普及啓発と、それと安定的に安心して食べ

れるような肉を供給できるような体制を、今、

福祉保健部と農政水産部と一緒に取り組んでい

るということでございます。

今、緒についたばかりでございますので、こ

れから一生懸命頑張っていきたいと思っており

ます。

何度も言ってもしようがないんで○松村委員

すけれども、既にヨーロッパとかでは確立して

いるわけですよね。

東京のレストランでも、結構高いんですけれ

ど、ジビエの取り扱い専門の料理店とかある。

あした品物が来なかったら そのお店は潰れちゃ、

うんですよ。でも、現実的にはそこはあるとい

うことなので、我々も負けちゃいられないわけ

です。中山間地の所得にもなりますし、せっか

くあるネタをほったらかすともったいない。

ゼロからスタートではないわけなので、長年

シシ肉も食ってるし、とれているわけだし、既

に東京あたりではレストランとかいろいろやっ

てるわけです。

だから 今から研究しますよ こうしますよっ、 、

ていうのは大事なことなんだけれど、もう既に

ほかが走っていますよというところです。

だから、本気で産業にしようとしているかが

見えないと、これも大した産業にしないんだろ

うな、とにかく取り組んどけばいいなというぐ

。 、らいのイメージだったら ジビエってあんまり

そんなにたくさんの量はないけれど、一つの産

業になりますからね。

、 。楽しみにしたいので よろしくお願いします

答弁はいいです。

総合政策課にお願いしたいと思○前屋敷委員

います。

11ページの東日本大震災の復興の活動支援な

んですけれど、４団体の活動費として支援をし

ておりますが、ＮＰＯとかボランティアの団体

のようなんですけれど、今どういう形で支援に

入っておられるのか、年に何回か定期的に行か

。 、れるものなのか その支援の活動の中身だとか

何人ぐらい行かれて、どういうかかわりをされ

ているのか御説明ください。

東日本大震災の復興活動○松浦総合政策課長
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の支援でありますが、４団体につきましては、

それぞれの団体でやり方が違っております。や

、る分野も違っているところでありますけれども

一つは大学生のボランティアという形で、岩手

県に毎年行っているんですが、震災復旧のころ

からの復興活動、今は地域の自治会等での活動

の支援であるとか そのつながりをしっかり持っ、

てもらえるような支援であるとかいうことにつ

いて、県内の大学生に行ってもらって、その体

験をしてもらう。そして、宮崎で何かあったと

きに、しっかり自分たちでも対応できるような

ものをつくっていこうというような団体でござ

います。これは一般社団法人で「みやざき公共

・協働研究会」というところがございまして、

そこはそういうような活動をしており、毎年、

時期を秋口ぐらいとか、夏場とかで決めて、大

。学生を送り込んでいるということでございます

岩手県の大学が中心になって 全国ネットでやっ、

ているものの宮崎県の取り組みとしてやってお

られる団体でございます。

それから、地域のつながりがなかなかうまく

つくれない、避難住宅から高台へ移転して、ま

た新しい人たちがコミュニティをつくらなきゃ

いけないというようなところで、そういった地

域でどういうところを考えていく必要があるの

かとか、行政に対して、どういうアプローチを

していけばいいのかということをつくっていっ

て、自立できるコミュニティ活動を支援をする

のをやっておられますのは、ＮＰＯの「みんな

のくらしターミナル」というところでございま

す ここはその都度 必要に応じて出向いて行っ。 、

て、現地でそういった活動を支援をするような

ことをされておられます。

それから、宮崎に避難をしてこられた方々が

たくさんいらっしゃいます。その方々が孤立し

ないように、それから、かなり時間がたってい

るというようなことがありますので 場合によっ、

てはもとのお住いに帰るとかいうようなことも

起こっておるんですけれども、そういう中で、

帰っていったときに孤立してしまうというよう

な現象も、かなりあるので、帰還された先での

そういった居場所をつくっていくことも含めた

避難者の支援をされておられるのが「うみがめ

のたまご」でございます。

それから、もう一つ支援をしておりますが、

昨年度は「宮崎商工会議所」が活動されたんで

すけれども、実際被災をされた直後には、いろ

んな支援の方法を、商工団体としてされておら

、 、 、れたということなんですが ５年 ６年たって

改めて地元で商工業として復興をしてこられた

中で もう少し経済活動として広げていかなきゃ、

いけないというような課題がおありになるよう

なところを呼んで、そういった話し合いをさせ

ていただくとか、それから物産展をするとかの

取り組みをされたところでございます。

昨年度までの取り組みについては、そういう

ようなことなんですけれども、先ほど御説明し

ましたように、現地の状況でかなり変わってき

ているところがありますので、その支援をすべ

き内容、分野というようなことも、ある程度考

えていきながらやっていく必要があると思って

おります。今年度からは、少しそういったとこ

ろも絞りながら、支援活動を考えていきたいと

いうことで今進めているところでございます。

、○前屋敷委員 引き続きの支援は大事なことで

まだまだ完全に解決していない部分ですので、

大いにできる限りの支援は必要だと思います。

29年度の予算もついて、年に１回のペースで

ずっとこの間、毎年、何らかの形で地元とのつ

ながりも持ちながら活動を支援する。そういう
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つながりがあるほうが、より大事なことだとは

思うんですけれど、そういう形で、また新たな

ニーズがあればそれに対応するような支援の仕

方もされるのか。

今の私どもの考え方とし○松浦総合政策課長

まして、これまで５年、６年支援活動を続けて

いく中で、どういったところが今困っているん

だろうかということについては、民間団体の方

を通じて、支援のニーズ把握等も行ってきてい

るところでございます。

そういう中で、ある程度、想定される今後必

要な分野が、先ほど申し上げましたように、新

しいコミュニティをつくらなきゃいけない場合

の支援でありますとか、避難者を帰還させると

か、場合によってはこちらに移住されるような

状況にきてますので、そういったところにもう

少し支援が必要なのではないかと。それから大

学生のお話をしましたけれども、こちらでの人

材を育成していくというような観点から、現地

に行って支援を経験してもらうというような形

も必要なのかなと思っておりまして、おおむね

こういう形がこれから必要というか、考えられ

るところかなと思っております。

これ以外に、何かそういった必要性があるか

どうかについては、また考えていきたいと思い

、 、ますけれども おおむねこういう考え方の中で

支援のあり方を考えていく必要があると思って

おります。

いつまでも、ずっと続けていくべき話なのか

どうかということも含めて、ある程度、現地で

の復興の状況を見ながら考えていく必要はある

と思っております。

こういった団体だとか、個人的○前屋敷委員

なボランティアで、さまざまな支援がかなり全

国的にも進められてきたので、個人的な方への

支援は対象にはなっていないわけなので、こう

したボランティアの皆さん方が、いろんな経験

もしながら支援ができることは大事なことなん

です。県がいろんな方に広く支援をできるとよ

りいいんだろうけれど。

、あと総合交通課でお願いしたいんですけれど

バス路線の問題で、代替バスへの支援というこ

とも予算がなされておりましたけれども、28年

度にバス路線で廃止をした路線は、県内で何路

線ぐらいですか。それにかわる代替バスという

か、地元でいろいろ工夫をされて何らかの交通

手段も考えておられるんでしょうけれど、通常

の形で運行していたバス路線が廃止になったと

ころは、どのくらいありますか。

、○小倉総合交通課長 28年度で申し上げますと

いわゆるここで言う地域間幹線系統確保・維持

補助 これは国庫補助を受けていたものです─

けれども、そこから、いわゆる事業経営がなか

なかうまくいかずに国庫補助路線から、廃止、

代替バス路線 県と市が補助しているもので─

すけれど、こちらに移行しているものが２つご

ざいます。

地域はどこですか。○前屋敷委員

地域に関しましては、こ○小倉総合交通課長

れは都城です。路線で言いますと、都城駅から

霧島神宮に行くものと、あともう一個、中央待

合所、観音さくらの里、雀ヶ野です。いずれに

しても都城にある路線でございます。

あわせて、都城市の調査事業に○前屋敷委員

対する支援ということで予算がついているんで

すけれど、廃止になった路線とは別に、今、新

たにそういう交通状況の調査をされているんで

すか。

こちらの調査事業は、も○小倉総合交通課長

ともと路線バスであったもので、基本的に市町
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村が運営するコミュニティバスに運営を移行し

ていくものに対して 地域の中で、地域公共─

交通網形成計画を作成して、路線から切り離し

てコミュニティバス、市町村で運営していくも

のを地元の協議会で決める、そういったものに

対して、県から、それから国からも支援をする

と。調査費、いろんな乗降人員ですとか、どう

いうところでそういうネットワークを張るべき

だとかを調査するために、支援をしているとい

うようなことでございます。これを都城市で昨

年度やったというところでございます。

、○前屋敷委員 今の路線を廃止しないためには

乗り手といいますか、乗客をふやして路線を維

、持するということも大事なことなんですけれど

でも、なかなかそれは難しいんですよね。

ですから、地元の、特に高齢者たちの交通手

段、公共的な路線を維持するという点では、や

はり県も相当努力し、援助もしていく必要があ

るかなと。地元だけの負担、また、住民の人た

ちだけの負担では、なかなかそこは難しいと思

いますので、ぜひ、その辺はしっかりつないで

いけるように努力もしてほしいと思います。

おっしゃるとおり、基本○小倉総合交通課長

的に保つべき複数市町村間をまたぐような路線

とか、補助すべき路線に関しては、我々として

もしっかり補助すべき、欠損を補助していくと

いうことなんですけれども。それでも赤字欠損

額がだんだん年間ふえてきて、国庫補助として

も、県の補助としても非常に、結構、予算とし

ても厳しくなってきている中で、いかに効率化

を。例えば、余りお客様が乗らないのに大型、

中型バスで運行しているような路線に関して、

バスを少し小型化にしていくとか。本日の新聞

にも出てましたけれど、路線の再編といったこ

とを地元との協議の中で実施していくとか、あ

とは客貨混載も一つの生産性の向上の対策では

ありますけれども、できるだけコストを下げ、

できるだけ現状で、今のバスの状態で収入も上

げていくということの中で、欠損をできるだけ

支援していける、路線を維持していけるような

。支援を引き続きやっていきたいと考えています

よろしくお願いします。○前屋敷委員

ちょっと後先になりましたが、16ページ、秘

書広報課でお願いしたいんですけれど。ここの

、広聴活動で県民との対話事業をされておられて

知事もフォーラムをし、また、県の職員の皆さ

ん方も地域に出向いて、いろんな意見や要望を

聞くという活動をされておられて、必要なこと

なんですが、この知事とのふれあいフォーラ

ム、12回されていますが、これはどういう形で

されておられるのか。特定のいろいろな団体が

対象なのか、その地域を特定して地元の皆さん

方に広く呼びかけて、参加希望の方はこのフォ

ーラムに参加して意見を言ったり、要望したり

できるのか。どういう形態で進めておられるか

をお聞かせください。

知事とのふれあいフォー○吉村広報戦略室長

ラムは、28年度、12回やっております。

その内訳なんですが、知事が直接市町村に出

向いて、その市町村の住民の方とざっくばらん

に意見交換を行ったのが６回ございます。

あと、残りの６回につきましては、特定の分

野について、その分野の関係者の方を県庁にお

招きして、その特定の分野について意見交換を

ざっくばらんに行うというものを６回、計12回

開催したところです。

私も先ほどお話したんですけれ○前屋敷委員

ど、市町村に出向いての懇談会、座談会という

あり方なんですけれど、先ほど言いましたよう

に広く公募して参加者を募るというやり方なの
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か。というのは、知事にいろいろ要望したいと

か、そういう話はよく聞くんですよ。

でも、なかなか直接県庁に来て会うことはで

きないということがあったりと。そういった意

味では６回といえども、市町村に、地域に知事

が出向かれて、県民の皆さんの直接のお話を聞

かれるということですから、大変大事な活動だ

と思うもので、広くそういう形で募ることが大

事ではないかなと思っているもんですから、現

状はどういうことで実施されておられるのか。

現状は１市町村当たり大○吉村広報戦略室長

体30名参加いただいて、ふれあいフォーラム開

催しておりまして、その30名に関しましては、

市町村が選定して参加をいただいているところ

です。

限られた時間の中で、なるべく有効な話し合

いができればということで、現在では、参加者

。については市町村に選定をお願いしております

ただし、ふれあいフォーラムについては、一

般の方の傍聴も可能にしておりますので、傍聴

をできる体制にはしているところであります。

わかりました。○前屋敷委員

中山間・地域政策課でお願いをいたします。

25ページの新規事業「新たな集落間連携等支

援」で、複数の集落が相互に連携協力する集落

間連携の取り組みを支援という事業が行われま

したけれど、具体的にはどういった内容でこの

活動が行われているのか、中身も含めてお聞か

せください。

複数の集落が相互○奥中山間・地域政策課長

に連携する事業でございますが、これは単独の

集落では、なかなか人手が不足してきていて祭

りが開催されなくなったとか、あるいは草取り

等の共同作業もできにくくなったというような

声を受けまして、複数の集落で、例えば、28年

度でカラオケの大会をやったりとか、あるいは

健康づくり体操を複数の集落でやったとかとい

う例と、あとは複数の集落の女性で団体を組ん

で、地域づくりの県内の先進地の視察に行った

とか、そういう例でございます。

交流も深めながら連携、連帯を○前屋敷委員

目指しているということでしょうか。

それとあわせて、その下の中山間盛り上げ隊

、 、の派遣なんですけれど 年間94回ということで

延べ614人の方が参加をされているんですが、延

べの数が600人ですから平均すると１回が六、七

人になるんですが、派遣先というか、盛り上げ

隊が行かれる集落は要望があるところに出向い

て支援をするのか、それともこちらから、ここ

に行くと決められて行くのか、どういう体制で

行かれる、活動されておられるんですか。

この盛り上げ隊の○奥中山間・地域政策課長

派遣に際しまして、市町村を通して県に要望を

上げていただく仕組みになっております。

、○二見主査 ここでお諮りしたいんですけれど

まだ質疑が続きそうなので、続きを午後からと

してもよろしいですか。お時間が来たものです

から。

ここで暫時休憩いたします。

午前11時59分休憩

午後１時０分再開

分科会を再開いたします。○二見主査

、 。○前屋敷委員 では 継続させていただきます

中山間・地域政策課の主要施策の25ページ、

中山間盛り上げ隊のことで御説明をいただいて

おりましたが、状況はここに述べてあるんです

けれど、派遣先といいますか、支援先はどのよ

うな状況なのか、押しなべていろんなところに

広く行かれているのか、要望があれば同じとこ
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、 。ろに何回も行くのか どういう状況でしょうか

基本的には先ほど○奥中山間・地域政策課長

申しましたように、要望は集落から市町村を通

して県に上がってくるという仕組みでございま

す。

実際、その派遣先につきましては、多くの集

落が継続してと申しますか、例えば、集落が１

回、草刈りを頼んだ場合は、やっぱりその次の

年も、祭りについてもどうしても手が足りない

ということで手を挙げていただきますので、次

の年もということで、継続して要望されるとい

うところが、若干多いと考えております。

地域としては期待しておられる○前屋敷委員

ということですね。

最初、盛り上げ隊○奥中山間・地域政策課長

を頼むときまでは、よそ者を入れるということ

に大変抵抗があるところもあるんですが、１回

うちの事業を使って盛り上げ隊と一緒に活動を

された集落については、非常に喜んでいただい

ておりますし、期待されているところでござい

ます。

派遣隊員の皆さん方は、登録を○前屋敷委員

されておられると思うんですけれど、現在、何

人ぐらいが隊員として登録をされていますか。

登録隊員は704名で○奥中山間・地域政策課長

ございます。

わかりました。○前屋敷委員

あわせて、次の26ページなんですけれど、こ

この新規事業のネットワークで明日に繋ぐ、と

いうのの実績の説明欄に、経済構造分析の理解

促進を図るための研修会を２回開催をしておら

れるようなんですけれど、地域にお住まいの皆

。さん方を対象に研修をされておられるんですか

この経済構造分析○奥中山間・地域政策課長

に係る研修会につきましては、基本的に各市町

村におきまして地域経済循環、これを推し進め

るために研修会を開催しております。

いわゆる地域の中で地産地消を進めて、なる

べくお金を地域で回しながら、そして外からの

お金を稼いで、地域の所得を上げていこうと。

そういう地域循環のシステムを各市町村でつく

り上げていこうという趣旨でございまして、参

加者につきましては、市町村、それから金融機

関、農林水産団体、大学等に参加いただいてお

ります。

２回の開催ですが、どのくらい○前屋敷委員

の方々が参加しておられるんですか。

昨年度からやって○奥中山間・地域政策課長

るんですけれど、通常は、１回、大体50名ぐら

いでございます。ただ、もう一回は、地方創生

、に係る講演会とタイアップでやっておりまして

その回につきましては200名ということでござい

ました。

わかりました。もう一点だけい○前屋敷委員

いですか。

このページの一番下の表、中山間地域産業振

興センターの商品開発の件で、目標値が５件に

なっているんですけれど。この３年間の数字が

出されていますが、毎年５件、目標達成という

ことになっているんですけれど、この５件はそ

れぞれ毎年内容が違う５件なのか、同じところ

、 、 、で 今 到達が５ということの意味合いなのか

その辺を。

この中山間地域産○奥中山間・地域政策課長

業振興センターにおける新規商品開発等の販路

拡大の支援件数でございますが、この件数につ

きましては、新規商品開発支援の件数を毎年２

件、それから販路拡大の件数を毎年３件、計５

件ということで目標をつくってまして、それで

中山間産業振興コーディネーターの方にいろい



- 55 -

平成29年10月４日(水)

ろ活動していただいております。

この５件の件数につきましては、毎年目標を

５件としておりますので、毎年違うということ

でございます。

わかりました。ありがとうござ○前屋敷委員

いました。

、○中野委員 この監査意見書の３ページですが

（２）の財務会計事務の誤りというところで。

その中の誤った金額を支出したというところ

もあったんですか、それはなかったですか、な

ければいいけれど。

この監査の指摘の中にあ○松浦総合政策課長

りましたのは、事務がおくれていたということ

でありまして、金額そのものは間違った数字で

はなかったということのようでございます。

総合政策課では誤った金額を支出○中野委員

したというのはなかったわけですね。

総合政策部の各課で指摘○松浦総合政策課長

を受けております内容について、事務手続がお

くれた部分はあるようですけれども、金額その

ものが間違っていたわけではないようでござい

ます。

ただ、決裁を受けずに誤った金額○中野委員

を支出したと簡単に書いてあるけれど、どこか

の部局であったんでしょうね。考えようじゃ大

きな問題ですから。決裁を受けずに誤った金額

を出したとなれば、余り極端なことを言うとい

けませんが、まさかと思って聞いてみました。

16ページの広聴活動、知事との対○緒嶋委員

話事業とかフォーラム、これは市町村課も、そ

れこそ、みやざき円陣プロジェクトとかやって

おるわけですよね、知事が中心で当然両方やっ

ておるわけだが。この問題は対話と協調により

県政の推進を図ると、施策の成果についても書

いてあって、市町村課もそういうことを書いて

あるけれど、問題は知事に直接いろいろその地

域の課題とか、要望とか出されるわけだが、そ

のことがどれだけ後で政策につながるかが一番

大事だと思うんです。

何回もふれあいフォーラムをやっても聞きっ

ぱなしで、その後のフォローアップをして、県

政の中でその地域の課題解決につながらんと意

味がないと思うんです。各部にそれぞれの地域

、 、課題について こういうことの意見が出たよと

知事が秘書広報課か、また、市町村課を通じて

各部に伝えられると思うんですが、問題はその

伝えられたものがどういう形で政策に反映され

るかと、そこまで結ばんと。ただ、このふれあ

いフォーラムだけでは意味がないが、具体的に

政策として進展したものがあるわけですか。

、 、○吉村広報戦略室長 今 委員御指摘のとおり

話を聞くだけで聞きっぱなしではいけませんの

で、まずは生の声をじかに知事が聞く、また同

席していただいている市町村長さん、あと地域

選出の議員さんにも一緒に聞いていただいて、

問題意識を共通で持つというところが、このふ

。れあいフォーラムのスタートになっております

、 、 、その上で 出された意見につきましては 今

委員から御指摘があったように、関係部局にま

ずはつないで、次期予算が必要なものについて

は予算化をするなり、事業を新たに構築する。

また、すぐ現状の予算で対応できるような事

項については、すぐに対応しているというよう

な状況です。ただ具体的に県民の声が、即、施

策の構築につながったというものは、なかなか

まだ出てないという状況にございます。

今は２期目だから、地域、地域で○緒嶋委員

何回も回数を重ねられておると思うんです。

だから、それが生かされて成果としてあらわ

れるのが、地域の皆さんにとっては一番ありが
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たいことだから、それをやはり毎回毎回同じこ

とを知事に言うようでもいかんし、少しずつで

も前進したなら前進したことを地域住民に伝え

ないといかんと思うんです。それが現場主義で

もあるし、県民と直接意見を交わすのは、知事

、 、にとっても一番ありがたいし 住民にとっても

さっき言われたとおりありがたいわけだから、

それが物になるように県政の推進を図るという

ことだと思うんです。

もちろん知事も自覚されておるだろうと思う

ので、やっぱり地域の課題を解決するのが政治

でもあるわけだから、そんたくが何とかという

人もおるけれど、そんたくがなければ地域は振

興しないわけなので、そういう点を含めて十分

回数を重ねるごとに成果が上がるように、今後

とも考えていただかないと。こういういろいろ

なすばらしいフォーラムなどをやっても、物に

ならんでは私はいかんと思っている。なかなか

難しい大きな問題もあります。

しかし、本当、身近な問題で、それは何とか

なりますというのは、知事の判断でもできるこ

とは多いと思う。だから、知事が各部に、これ

は早くやってくれとかという指示をすることも

必要だと思うんです。各部に回すだけではなく

て、知事がこういうことは急いで何とか対応し

ようとかいう行動をとられることは重要なこと

だと思うんですが、直接、知事が各部にそうい

う指示をされることがあるわけですか。

私も４月からなものです○吉村広報戦略室長

から、全て確認しているわけではないんですけ

れど、過去には知事も喫緊の課題だと認識して

いるようなものについては、直接各部局に指示

を出されることもあります。あと、このふれあ

いフォーラムだけではなくて、同じ欄に県民の

声という事業がありまして 県民の方からファッ、

クスとかメールでいただいている意見もござい

ます。

これらにつきましても、全て知事に上げて、

知事にもこういう声があるんだというのをあわ

せて認識していただいて、地域住民が今持って

いる課題は、十分認識をしていただいているつ

もりでございます。

我々も知事に直接いろいろお願い○緒嶋委員

をすることもあるけれど、そういう住民の声を

直接聞いて、それを具現化するというか、そう

いう姿勢が一番重要じゃないかと思います。ま

た、知事の行動力とそういう姿勢に対する県民

の評価も上がるわけだから、今後ともぜひそれ

を進めてほしいなと思いますので、強く要望し

。 、 、 。ておきます 何か 総合政策部長 ありますか

緒嶋委員のおっしゃると○日隈総合政策部長

おりで、回るだけではどうしようもないんです

けれども。昨年度、私は福祉保健部だったんで

すが、知事のふれあいフォーラムが都城であっ

たときに、ちょうど二見主査からも後で御意見

いただいたんですが、例えば、国民健康保険の

診療報酬の審査会は医師会のお医者さんたちが

多いんだけれど、薬剤師のバランスもとってほ

しいというような御意見が都城の薬剤師会から

ありました。二見主査からも御質問いただいた

、 、んではないかと思いますけれども 帰ってきて

知事からどうなっているんだという話もありま

して、国民健康保険連合会とも協議して、これ

はやっぱりもう少しふやしたほうがよかろうと

いう判断で、薬剤師会の枠を１名増という形で

。バランスがとれるように図った例もございます

できることはすぐ対応しようと、また、事業

化になると予算等もありますので、翌年度に向

けてまた検討していくということを含めて、改

善すべきは改善する、あるいは意見を取り入れ
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ることができるようであれば、それはまたやっ

ていくということで、常に県民との協働等を推

進しておりますので、できる限りそういう声を

聞きながら、今後とも進めていきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

総合政策部長が言われたとおり、○緒嶋委員

そういう形の中で県政が進んでいくことが、一

番県民にわかりやすい県政であるし、物がスピ

ーディーに進むということは大変重要なことだ

と思います。そういう形でやっておられるとい

うことは十分理解をしましたけれども、今後と

も積極的にそういう思いで行動をとってもらう

のがいいと思いますので、よろしくお願いしま

す。

統計調査課にお尋ねします。○中野委員

19ページ、成果等というところの④に、統計

調査環境は、個人情報保護意識の高まり等を背

景として厳しい状況にあるが、引き続き普及啓

発活動等を着実に推進していくと。曖昧な書き

方ですが、この統計調査をする中で、正確な統

計をあらわすことができないような統計があっ

たものかどうかをお尋ねしたいと思います。

統計調査課で行っており○和田統計調査課長

ます統計については、曖昧なものはないと認識

してございます。正確なものだと考えておりま

す。

厳しい状況になっていくというこ○中野委員

とで、将来の調査を懸念する文言だと思うんで

す。

何か、調査をする上で、将来は非常に大変だ

という統計はどういうものがあるんですか。何

かがあったから、ここにこういう文言が入った

と思うんですけれども。

まず、個人情報保護意識○和田統計調査課長

の高まりは、非常に抽象的な表現なんですけれ

ども、例えば、オートロックマンションという

ことで訪ねていけないとかがふえてきてござい

ます。

それと、世帯によっては共働き世帯ですと、

昼間はいないということで、調査員がお伺いし

ても対象の方にお会いすることができないとい

、 、うことで 夜になることもあるんですけれども

非常に調査をする環境は厳しくなっておるとい

うのが、調査員さんとの意見交換とかでもお話

等を伺っておりますので、このあたりをきちん

とやっていかないといけないのかなと考えてお

ります。

、○中野委員 統計は非常に大切なものですから

環境が厳しくなっても正確な統計表をつくって

。 、 、いただきたいと もし統計上 誤りがあったり

あやふやな統計では、昔から言われる羅針盤の

ない船と一緒になって、これからの政策を打ち

出せないわけですから。

大変だとは思うけれども、ぜひ、その辺のこ

。とを含めて取り組んでいただきたいと思います

要望しておきます。

33ページの産業政策課のフードビ○松村委員

ジネスブラッシュアップ事業、この商品開発支

、援で18企業に支援したということですけれども

成果として、ヒット商品が何かできましたか。

こちらは、フードビジ○重黒木産業政策課長

、ネス相談ステーションに寄せられた案件のうち

比較的小規模なというか、下の国庫補助事業の

対象にならないような小規模なものを対象にし

て補助をしているというものでございます。

ヒット商品というところまで言っていいのか

どうかは、ちょっとなかなか微妙なところなん

、 、 、ですけれども 代表的なもので言えば 例えば

お菓子類がちょっと多かったりとか、あるいは

新しくサワラの缶詰をつくったりとか そういっ、
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たものが非常に多くなっております。

割と小規模なものですので、ヒット商品をつ

くるというよりは、まずこれをとりあえずやっ

てみて、それを次のステップに向けて試作品み

たいなものをつくって、それを売っていこうと

いう側面が強いのかなと思っております。

これは商品開発の入り口を支援す○松村委員

るというぐあいの取り組みなのかなと、今、お

聞きした感じではありました。

ゴボチとか宮崎発のおもしろい商品も出てく

るでしょうし、やっぱりフードビジネスは、商

品づくりも大きな柱になります。せっかくある

原材料をどうやって生かしていくかだと思うの

で、このあたりはまた別の事業もあるのかもし

れんけれど、商工あるいは農政も連携して、引

き続き次年度事業に行けるような成果だったと

思いますので、またよろしくお願いしておきま

す。

おっしゃるとおり、い○重黒木産業政策課長

ろんな地域の産品を生かしてフードビジネスに

つなげていくという取り組みが非常に重要でし

て、ほかにもフードビジネス相談ステーション

で相談を受けて、次のステップに行くとか、あ

るいはフードオープンラボで試作品をつくって

支援していくとか、いろんな事業がありますの

で、そういった事業をケースに応じて紹介しな

がら、地元産業の振興に資するように取り組ん

でいきたいと考えております。

ほかはございますか。○二見主査

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって第１班の○二見主査

審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後１時21分休憩

午後１時24分再開

分科会を再開いたします。○二見主査

これより生活・協働・男女参画課、みやざき

文化振興課、人権同和対策課、情報政策課の審

査を行います。

平成28年度決算について各課の説明を求めま

す。

生活・協働○弓削生活・協働・男女参画課長

・男女参画課の決算状況等について御説明いた

します。

お手元の28年度決算特別委員会資料の５ペー

ジをお開きください。

上から７段目、生活・協働・男女参画課の欄

をごらんください。

予算額４億4,064万1,000円に対しまして、支

出済額４億3,392万3,845円、不用額671万7,155

円、執行率は98.5％であります。

次に、22ページをお開きください。26ページ

までが当課の決算事項の説明資料となっており

ます。

それでは、目の不用額が100万円以上のもの、

または執行率が90％未満のものについて御説明

いたします。

25ページをお開きください。

（目）県民生活費で、不用額が170万3,008円

であります。この不用額のうち主なものは、中

ほどの旅費82万6,875円と需用費42万5,002円で

ありますが、これは主に消費生活センターの事

務費の執行残であります。

次に、26ページをごらんください。

目 児童福祉総務費で 不用額が369万2,563（ ） 、

円であります。この不用額のうち主なものは、

下から４段目の委託料278万9,453円であります

が、これは主に女性の活躍推進に関する研修会

。の運営業務委託の入札による執行残であります
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決算事項の説明は以上であります。

続きまして、28年度の主要施策の成果につい

て御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の35

ページをお開きください。

「人づくり 、３の（１）男女共同参画社会の」

推進についてであります。

主な事業の１つ目、男女共同参画センター管

理運営委託として、拠点であります当該センタ

ーの管理運営を特定非営利活動法人「みやざき

男女共同参画推進機構」に委託し、県民への啓

発や相談事業等に取り組みました。

次に、２つ目の新規事業「女性の多様な働き

方応援」として、国の交付金を活用し、企業、

関係団体、行政が一体となって設立された「み

やざき女性の活躍推進会議」が行う女性の多様

な働き方を進めるための講演会や研修会の開催

支援などに取り組みました。

36ページをお開きください。

主な事業の３つ目、性暴力被害者支援センタ

ー設置として、性暴力に遭われた方やその家族

などに対する支援を行う性暴力被害者支援セン

ター「さぽーとねっと宮崎」を開設し、相談や

カウンセリングなどの支援を実施するとともに

広報・啓発に努めました。

今後とも市町村や関係機関との連携を図りな

がら、男女共同参画社会の実現や女性の活躍に

向けた取り組みを推進してまいりたいと考えて

おります。

次に、38ページをごらんください。

（２）のＮＰＯや企業、ボランティア等多様

な主体による社会貢献活動の促進についてであ

ります。

主な事業の１つ目、改善事業「協働による未

来みやざき創造」として、県との協働事業の提

案を公募し、ＮＰＯ等多様な主体との協働を推

進しました。

２つ目の改善事業「みやざき県民協働支援セ

ンター」においては、協働の推進やＮＰＯ運営

等の支援拠点として、活動支援スペースの提供

や研修の開催、ＮＰＯ運営、法人設立等の相談

対応などを実施しました。

今後とも、多様な主体による社会貢献活動を

促進するため、相談、研修、情報提供等の充実

を図ってまいりたいと考えております。

次に、40ページをお開きください。

「くらしづくり 、１の（１）安心で快適な生」

活環境の確保についてであります。

、 、主な事業の１つ目 消費者行政活性化として

国の交付金を活用し、メディア等による広報・

啓発や市町村が行う相談・啓発事業への支援を

行いました。

主な事業の２つ目、消費生活相談窓口充実・

強化として、国の交付金を活用し、消費生活相

談員の人材を養成するための研修や、県内各地

域における共同窓口充実・強化に向けた市町村

意見交換会を開催いたしました。

主な事業の３つ目、消費生活相談員等設置と

して、12名の専門相談員を配置し、多様な相談

者への適切な助言などに取り組みました。

今後とも、県民が安心して消費生活を営むこ

とができるよう、相談体制の強化及び啓発事業

の推進に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

42ページをお開きください。

２の（１）安全で安心なまちづくりについて

であります。

県民一人一人が防犯意識を高め、犯罪の起き

にくい安全で安心なまちづくりが推進される社

会を目指し、犯罪のない安全で安心なまちづく
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りの促進として、学校等へのアドバイザー派遣

や県民のつどいの開催等により、県民の意識啓

発等に取り組みました。

今後とも、市町村、関係機関・団体との連携

を図りながら、地域安全活動の活性化に取り組

んでまいりたいと考えております。

43ページをごらんください。

（２）の交通安全対策の推進についてであり

ます。

主な事業の交通安全対策啓発として、各季節

ごとの交通安全運動期間を重点に、メディア等

を活用した効果的な広報・啓発に取り組みまし

た。

本県は、脇見や安全不確認等の漫然運転によ

る事故が多く、交通事故死者のうち高齢者が７

割を占めている状況から、脇見、ぼんやり等の

漫然運転追放、高齢者の交通事故防止の運動を

基本に掲げ、啓発等に取り組んでまいります。

最後に、監査における指摘事項であります。

申しわけございませんが、委員会資料を再度

お開きいただきたいと思います。

最後の36ページをお願いします。

４行目の収入事務につきまして、配電線電柱

敷の行政財産使用料について、調定が大幅にお

くれているものがあったという指摘でございま

した。これは消費生活センターにおいて、行政

財産使用料の調定が大幅におくれていたもので

あります。

再発防止策として、調定時期、金額等を記載

した一覧表を作成し、複数の職員で確認するよ

うにし、適正かつ速やかに事務処理を行うよう

職員に周知徹底を図ったところであります。

生活・協働・男女参画課は以上であります。

みやざき文化振○川口みやざき文化振興課長

興課の歳出決算状況等について御説明いたしま

す。

恐れ入りますが、決算特別委員会資料の５ペ

ージにお戻りください。

上から８段目、みやざき文化振興課の欄であ

ります。

予算額66億8,259万4,000円に対しまして、支

、 、出済額は66億6,896万4,167円であり この結果

不用額は右の1,362万9,833円、執行率は99.8％

でありました。

続きまして、資料の28ページをお開きくださ

い。

当課の決算事項別明細は31ページまでとなっ

ておりますが、このうち目の不用額が100万円以

上のものについて御説明いたします。

資料の30ページをお開きください。

ページ下段の（目）観光費につきましては、

不用額が103万4,847円となっておりますが、こ

のうち主なものとしましては、下から５段目の

旅費の不用額59万5,561円であります。これは経

費節減等に伴う講師の特別旅費の執行残による

ものであります。

続きまして、31ページをお開きください。

目 事務局費につきましては 不用額が1,091（ ） 、

万5,712円となっておりますが、このうち主なも

のとしましては、下から３段目の負担金・補助

及び交付金の不用額837万6,868円であります。

このうち685万2,200円につきましては、私立

高等学校等就学支援金の不用額であります。本

、支援金は保護者の授業料負担の軽減を図るため

保護者世帯の収入状況に応じて支援金を交付す

、 、るものでありますが 生徒の転入・転出や退学

、収入状況による交付額の変更等による見込みが

予定を下回ったことによるものであります。

決算事項の説明は以上であります。

次に、平成28年度の主要施策の成果について
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御説明いたします。

平成28年度主要施策の成果に関する報告書

の44ページをお開きください。

未来を担う人材が育つ社会の魅力ある教育を

支える体制や環境の整備・充実であります。

下の表の主な事業及び実績でありますが、ま

ず、私立学校振興費補助金は、私立学校の教育

の振興と経営の安定化、保護者の経済的負担の

軽減を図るため、私立高・中・小学校の計24校

に対して、人件費等の経常的経費の一部を補助

したものであります。

、 、次に ２つ下の私立高等学校等就学支援金は

先ほどの説明と重複いたしますが、保護者の授

業料負担の軽減を図るため、生徒・保護者世帯

の収入状況に応じて支援金を交付したものであ

ります。

続きまして、45ページをごらんください。

奨学のための給付金は、授業料以外の教育費

に充てるため、生活保護及び市町村民税所得割

が非課税の世帯に対して、世帯状況等に応じて

給付金を交付したものであります。

これらの事業により、保護者の経済的負担の

、 、軽減や学校教育環境の充実 教職員の資質向上

、教育活動の充実等を図ったところでありますが

今後も引き続きこれらに取り組んでまいりたい

と考えております。

続きまして、46ページをお開きください。

生涯を通じて学び、文化・スポーツに親しむ

社会の文化の振興であります。

下の表の主な事業及び実績でありますが、宮

崎国際音楽祭開催につきましては、第21回を迎

え、今まで音楽祭にお越しいただいたことのな

い方にもおいでいただくための３つの新企画を

実施するなどにより、来場者数は過去最高の２

万689人でありました。

また、あわせて第22回音楽祭の準備を行った

ところであります。

次に、その下の県立芸術劇場管理運営につき

ましては、同劇場の維持・管理やホール及び練

習室の貸館事業を行ったところであり、年間利

用者は25万971人でありました。

次に、２つ下の県立劇場大規模改修につきま

、 、 、しては 施設の老朽化に伴い 安全面や緊急性

修繕内容等を検討し、計画的に実施していると

ころであり、平成28年度は空調設備の改修やコ

ンサートホールのカーペットの張りかえ等を

行ったものであります。

続きまして、47ページをごらんください。

下から２つ目の新規事業「伊東マンショ肖像

画展開催」につきましては、イタリア、ミラノ

で発見されました伊東マンショ肖像画をマン

ショに関するほかの歴史資料とともに展示する

展覧会や、関連イベントを県立美術館において

開催し、展覧会には１万2,096人の方にお越しい

ただきました。

今後も、引き続き文化の鑑賞機会や創作発表

の機会の充実を図るとともに、文化活動を支え

る環境の整備等を進めることにより、多くの県

民が文化に親しみ 「ゆたかさ」を実感できる社、

会づくりを推進してまいりたいと考えておりま

す。

続きまして、50ページをお開きください。

活発な観光・交流による活力ある社会の観光

の振興であります。

下の表の主な事業及び実績でありますが、上

から２つ目の改善事業「 神話の源流～はじまり「

の物語」ブランド磨き上げ」につきましては、

地域において県民みずからが神話伝説、伝統文

化、史跡等を活用して企画実施する取り組みに

、 、「 」対し 支援を行ったほか 神話の源流みやざき
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のブランド確立を図るため、首都圏や関西の大

。学と連携した講座等を開催したものであります

次に、２つ下の新規事業「 神話のふるさとみ「

やざき」魅力づくり推進」につきましては、古

墳講座の開催や九州国立博物館において神楽公

演したものであります。

今後も中長期的視点に立ち 「神話の源流みや、

ざき」ブランド定着を図るため、これまでの取

り組みを継続しながら イメージ戦略やターゲッ、

トを絞った戦略的な情報発信に努めたいと考え

ております。

主要施策の成果の説明は以上であります。

次に、歳入歳出決算審査意見書についてであ

ります。

お手元の平成28年度歳入歳出決算審査意見書

の４ページに、財産管理事務について、県や関

係団体において、県が所有する公用車を車検切

れのまま運行したとの指摘を受けたところでご

ざいます。

、これは指定管理者へ貸し付けた車両について

適切に管理されているかの確認を怠っていたも

のであり、この指摘を受けまして、指定管理者

に対する指導の徹底と課内のチェック体制の強

化を図ったところでございます。

。みやざき文化振興課の説明は以上であります

人権同和対策課の決○工藤人権同和対策課長

算状況等について御説明いたします。

お手元の平成28年度決算特別委員会資料の５

ページをお開きください。

上から９段目、人権同和対策課の欄をごらん

ください。

予算額１億3,115万円に対しまして、支出済額

は１億3,001万1,249円で、不用額は113万8,751

円、執行率は99.1％となっております。

次に、32ページをお開きください。

当課の決算事項別の明細であります。

このうち目の不用額が100万円以上のものにつ

いて御説明いたします。

（目）社会福祉総務費の不用額113万8,751円

であります。その主なものとしましては、中ほ

どにあります旅費32万1,266円がありますが、こ

れは昨年起きました熊本地震の影響で中止、あ

るいは日程が変更となった会議や研修会があっ

たことなどに伴いまして、旅費の執行額が見込

みを下回ったことによる執行残であります。

また、その２段上の賃金17万1,030円につきま

しては、臨時的任用職員につきまして、任用期

間が当初の予定より短くなったことなどに伴う

執行残であります。

続きまして、平成28年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の52

ページをお開きください。

多様な主体が参加し、一人ひとりが尊重され

る社会の（３）人権意識の高揚と差別意識の解

消についてであります。

一人ひとりが尊重されるみやざきづくり人権

啓発推進事業では、人権啓発強調月間及び人権

週間において、子供を主な対象とした夏休みふ

れあい映画祭の開催やテレビ・ラジオスポット

広告の放送など、集中的な啓発を行いました。

また、じんけんハートフルフェスタ2016の開

催、それから人権に関する作品募集、啓発資料

の作成配布のほか、スポーツ組織や若者、ＮＰ

Ｏ・企業と連携協働して、さまざまな人権啓発

に取り組み、人権尊重の機運の醸成を図ったと

ころであります。

53ページをごらんください。

宮崎県人権啓発センター事業では、県民が主

体的に人権啓発研修に取り組むためのリーダー
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となる人材の育成を図るため、人権担当者養成

講座や県民人権講座など、各種講座を開催した

ほか、講師の派遣、研修用の視聴覚教材の貸し

出し等を行い、啓発研修の推進に努めたところ

であります。

今後とも一層の工夫を凝らしながら、人権意

。識の高揚を図ってまいりたいと考えております

、 、最後に 監査委員の決算審査意見書に関して

特に報告すべき事項はありません。

人権同和対策課は以上でございます。

情報政策課の決算状況等に○蕪情報政策課長

ついて説明いたします。

お手元の平成28年度決算特別委員会資料の５

ページをお開きください。

一番下から４段目の情報政策課の欄のところ

でございます。

予算額15億3,662万5,000円に対しまして、支

出済額は13億2,533万7,790円、翌年度繰越額は

１億7,795万6,000円で、不用額は3,333万1,210

円、執行率は86.2％となりますが、翌年度への

繰越額を含めますと97.8％となります。

次に、目の不用額が100万円以上のもの及び執

行率が90％未満のものについて御説明いたしま

す。

34ページをお開きください。

まず （目）企画総務費の不用額2,907万1,389、

円でありますが、繰り越しとなりました県庁Ｌ

ＡＮ設備更新及びネットワーク分離システム設

置工事の繰越額も含めますと、執行率は97.9％

となります。この不用額の主なものは、まず下

、から６段目の需用費244万9,287円でありますが

これは年度末の異動等に伴う各所属の県庁ＬＡ

Ｎ設備の移設等についての内容が、想定よりも

少なくなったことによる執行残であります。

続きまして、下から４段目の委託料1,397

万4,789円でありますが、これは国の補正に伴い

繰り越しを行いましたセキュリティクラウド構

築業務委託の執行残等によるものであります。

また、下から２段目の工事請負費1,097万円で

ありますが、これは県庁ＬＡＮ設備改良等の工

事の入札執行残によるものであります。

次に、35ページをお開きください。

目 の計画調査費でありますが 不用額が425（ ） 、

万9,821円で、執行率は18.2％となりますが、携

帯電話等エリア整備事業が繰り越しとなったこ

。とによる繰越額を含めますと96.6％となります

この不用額の主なものは、下から４段目の委託

料415万5,293円でありますが、これは宮崎情報

ハイウェイに係る災害復旧のための費用が不要

となったことによるものであります。

続きまして、平成28年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

お手元の平成28年度主要施策の成果に関する

報告書の55ページをお開きください。

１、安心して生活できる社会の（４）情報通

信基盤の充実及び利活用の促進についてであり

ます。

主な事業、携帯電話等エリア整備であります

が、これは携帯電話等のサービスが提供されて

いない地域において、サービスを提供するため

の施設を整備する当該市町村に対し、国及び県

が補助を行うもので、これにより住民生活の利

便性向上に加え、防災、救急面での不安の解消

を図ったところであります。

平成28年度は、椎葉村１地区、13世帯を対象

に事業を実施しました。積雪等により現場作業

のおくれもあり 今年度に事業の繰り越しを行っ、

ておりますが、年度当初の４月中には事業を完

了しております。

以上が主要施策の成果についてであります。
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最後に、監査委員の決算審査意見に関しまし

ては、特に報告すべき事項はありません。

情報政策課の説明は以上であります。

説明が終了しました。○二見主査

委員の皆様から質疑はございませんか。

資料の36ページの指摘事項、消○岩切副主査

費生活センターとみやざき文化振興課で、車の

管理だとか、敷地内に電柱があって、その分が

九電からもらえるということを、うまく事務の

担当の方が認識していなかったということだろ

うと理解しているんですが、そういうものがこ

れから先どういうふうにフォローされていくの

か。

大分 庶務・経理に対応する職員は少なくなっ、

ているので、うまく引き継がれてないと、１年

に１回ぐらいの仕事になると思いますので、ま

た、車検などは２年に１回なので、年度がわり

でそれをうまく引き継げないと、また忘れると

いうことになりそうな気配があるんですが、ど

ういう改善をしたのかを何か御存じであれば教

えてください。

生活・協働○弓削生活・協働・男女参画課長

・男女参画課の場合は、九電の電柱敷というこ

とでございました。

これにつきましては、今後の取り組みといた

、 、しましては これやはり見落としがちですので

１人の職員で担当というよりも複数の職員で確

認をするようにいたしまして、ほかにもちょっ

と何件かございますので、調定時期、金額等を

記載した一覧表を作成いたしました。

それで、複数で確認しまして、事務処理を行

うように徹底を図るというようなことでござい

ます。

公用車の車検切○川口みやざき文化振興課長

れの関係なんですけれども、講じた措置の内容

ですが、当課及び指定管理施設、劇場の室内に

車両管理情報、車検満了日、法定点検日、任意

保険満了日を掲示するとともに、当課みずから

定期的に貸し付け車両の管理状況を確認するな

ど、公用車の適正な管理について徹底を図った

ところでございます。

例えば、県庁の各所属で電柱敷○岩切副主査

地料とかをいただける所属などがあれば、総合

的にどこかがまとめて管理しているとか、県有

車両を１カ所で管理しているとか、実務はそれ

ぞれの所属にお願いするとしても、そういう改

善を何か県庁全体でされたという動きはないん

ですか。

、○弓削生活・協働・男女参画課長 今のところ

それぞれの所属できちんと管理していくという

ようなところです。

車両の管理についてのお○松浦総合政策課長

話でありますけれども、全体的には物品管理調

達課が情報は持っておりますので、毎年度この

時期に車検が来ますよ、点検が来ますよという

ふうな情報は、各所属に行くような形での事務

の改善はされているところでございます。

関連、今、総合政策課長が言われ○中野委員

たとおりだと思いますが、これは１カ所で発生

したのにもかかわらず、またぞろぞろと発生し

たわけですから。

最初は小林土木事務所で発生しましたよね、

やっぱり人ごとと思っているから、こういうの

が発生するから、それを管理するのは物品管理

調達課ですかね。ああいうところで１人の担当

を設けて、全部を電算、コンピューターで管理

すれば物すごくいいと思うんです。

これは個人でもついつい忘れますよ。免許証

も切れたり、車検も切れたりするのは、日常茶

飯事と言うといけませんが、県庁職員も経験者
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がたくさんいると思うんです。公の機関だって

あると思うんです。

それをやっぱりするためには、本当に集中し

て全てのそういうものを管理するシステムにし

たほうが、みんな職員も楽だと思うんです。

いついつ切れますよと言って注意を促して、

何日までに車検をしなさいとか、そして、それ

をまた前日、直近にも言って、しましたという

、 、報告が来なければ しましたかと再度確認して

慌てて行くとか、そういうシステムにすれば、

本当に間違いのない。車検切れで一番問題なの

は保険切れですから、自賠責等が切れて補償し

ないといかん、その保険が切れていれば、生の

お金を補償しないといかんわけでしょう。そう

いうために保険という制度もあって、車検期間

と同じ期間だけの補償の保険ですから。

、取り組まれているというような話でしたから

そんなふうにして、職員のそういう重みという

か、そこから開放してあげて、交通事故等の被

害者を救うという面からも、ぜひお願いしてお

きます。

携帯電話等のエリア整備。これは○緒嶋委員

今のところ宮崎県内でも携帯電話の会社がいろ

いろあるわけですが、まだ携帯電話が通話でき

ない地域というか、世帯というか、そういうの

はどのくらいあるわけですか。

こちらの主要施策にありま○蕪情報政策課長

す、施策の進捗状況のところにございますが、

この28年度末時点で205世帯となっております。

実を申しますと、今年度当初とか各年度当初

に、市町村に本当に入らないところはどこかと

いうことで追跡調査をしておりますが、実は28

年度中に西都市とかいったところで、また54世

帯ふえておりまして、そういった意味で、現況

では252世帯が入らないというような状況になっ

ておるところございます。

平成30年が目標値200というのは、○緒嶋委員

どういう意味になるわけですか。

200という世帯については、○蕪情報政策課長

年度当初のところを見ながら、取り組む各市町

村 実際、設備を自前でつくろう、みずから─

汗をかいてつくろうという市町村の意向等を聞

きながら設定した値でございます。状況的にふ

えておりますけれども、新たに発見されました

西都市とかについても、当該自治体でみずから

率先して解消したい意向もございますので、こ

の目標値については、そのまま目指していこう

と考えているところでございます。

これはまだ200世帯が残るというこ○緒嶋委員

とですか、どうなるんですか。200世帯は、30年

度にやりますということ、どういう意味かな。

残念ながら、200世帯残ると○蕪情報政策課長

いうことでございます。

ただし、この時期になりますと、状況的には

今整備しているところについては、一つ一つ鉄

塔を建てていると、すごい経費がかかってしま

うし、点在しておる状況もございまして、なか

なか今の事業の進捗のやり方では、解消が難し

いところでございます。

ただ、今、技術動向もございまして、電波を

、 、中継する基地の小型化とか 増幅する機械とか

新たな技術の開発も進んでおりますので、そう

いったところを見ながら、解消が進むようにと

いう方向では検討していきたいと考えておりま

す。

また、一部のキャリアにおいては、衛星と一

般の携帯電話がつながるような仕組みを考えよ

うということで、その実証にも取り組んでいる

ところもございますので、そういった技術動向

も見ながら、解消が図っていけたらなと考えて
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いるところでございます。

いずれにしても、みんながどこで○緒嶋委員

生活しても通話ができるのが理想なわけで、で

きるだけ100％通話のできない地域がないよう

、 。に これは住民福祉の原点みたいなもんですね

今の情報化社会の中で、電話の通信ができない

というようなことではちょっと問題だと思うの

で、１年でも早くそういう未提供世帯がないよ

うに。今言われた市町村があるわけですので、

解消に向けて、市町村とともに努力することが

必要だと思います。いろいろ技術の革新という

か、進歩もあって、まだいろいろ知恵も出てく

るのかと思いますので、ぜひ、それを頑張って

ほしいなということを要望しておきます。

携帯がつながらないということ○岩切副主査

ですが、このあたりは有線の電話もつながって

ないんですか、全く情報断絶なんでしょうか。

固定電話につきましては、○蕪情報政策課長

実はユニバーサルということで、全世帯につな

がることを国で定めておりまして、固定電話の

ときにはそのための経費が電話料金に上乗せさ

れているということで、全国、通信会社が必ず

設置しなければならないという状況になってお

り、固定電話については全世帯入るという状況

にございます。

今年度やったかな、前年度やった○中野委員

かな、緒嶋委員から同じような質問があって。

そして未提供の世帯は少なくなっているような

話をえびのでしたら、いや、そんなことないよ

ということで、えびのにもあると言われたんで

す。

さっき252世帯と言われましたよね、これは本

年度の事業が終了したのが252世帯ということで

すか。29年度は40世帯が解消されるわけでしょ

。 、 。う そうすると 212世帯残るということですか

それと、えびのにもありますか。

、 、○蕪情報政策課長 まず 252と申しましたのは

今年度の５月に市町村を含めて再調査させてい

ただいたところの結果でございます。

今年度実施しますところで、ここに29年度中

にはということで、次のページに書いておりま

すが、１市１町１村４地区で実施ということ

で、40が解消されますので、差し引き212世帯に

なろうかなと考えておるところです。

えびの市は、未提供地域はないという報告を

受けております。

私も相談を受けた人を忘れてし○中野委員

まって、今、思い出して質問しているところで

、 。申しわけないんですが あると言われたんです

それで、この未提供世帯という捉え方は、私

なら私の家でかかるか、かからんかということ

ですか。

、○蕪情報政策課長 この調査は各家庭というか

家の中で入らないというところを、今、拾い出

しているということでございまして、全てのエ

リアの中で電波が届かない地域が存在すること

は事実でございます。

それでかからない地域があるとい○中野委員

うことですね。

しかし、各世帯でサービスが受けられないと

いう、この捉え方、またおかしいですね。携帯

は野外にいても、かけることができるのが携帯

だったはずよな。今は若者が固定電話を持たず

に携帯だけでということで、皆さん自宅からも

かけるとは思うけれど、我々も自宅にいるとき

、 、にかかったりする機会も多いけれど その世帯

その家にいないとかからないという、家が対象

、 。という捉え方 またおかしいような気がします

、 、海はどうか知りませんが 山とかで遭難とか

そういったときに携帯を持っておればどこにい
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るとかわかるんでしょう、捜索のときに携帯を

、 、持っとったからどの地点におったとか それで

防災ヘリか何かで見つかったとかいう話があり

ますよね。

だから、野外区域はどうだという捉え方で未

提供を把握するということにはならんわけです

か。何か捉え方が矛盾しているような気がする

けれど。

確かに御指摘のとおりでご○蕪情報政策課長

ざいまして、携帯電話がどのエリアに入るかと

いう状況はあるんですが、未提供の家庭がない

かというところをまず潰そうということで、世

帯で今回把握をさせていただいているところで

ございます。

もう一つ問題がありまして、入らないエリア

につきましては、各通信事業者側にとっても、

どこまでがきちんと入っているかという状況を

把握するのがすごく困難でございまして、その

都度、入らないところに行ってその状況を把握

するという状況下にあります。やむを得ず入ら

ない世帯がどこにあるかというところで、今、

指標にしているところでございます。委員おっ

しゃるとおり、実際、救急の問題とか、防災の

体制のところで問題点があるのを認識しており

ますが、まずは世帯を潰そうということで取り

組んでいるところでございます。

これは国が15分の10を負担するわ○中野委員

けですよね。全て行政がお金を出してするわけ

ですよね。

今、人工衛星を打ち上げて、来年の春ごろま

で打ち上げたので、ナビも何ミリか何センチか

の狂いしかないというのが出てますよね。

そういう時代なのに、何で携帯ができんとで

すかね。ＧＰＳもあってどうのこうのというの

に、そっちに国もお金を使ってやれば、物すご

く将来的にお金を使う必要はないような気がす

るけれど。

人工衛星とつながったらどこだって直結だと

思うんです。大きな洞窟に入ってりゃどうかわ

かりませんけれど、そっちが国全体でも安上が

りでできそうな気がするけれど、何かＧＰＳと

かナビとか、ああいう人工衛星を打ち上げられ

ている、そういう人工衛星等でカバーできない

ものなんですか。

確かに衛星を使った衛星電○蕪情報政策課長

話ということであれば、全世界全て入るわけな

んですが、衛星電話の事業者は特別な経費をか

けておって、今、高額な経費がかかるというこ

とで、なかなか一般家庭には普及してない状況

にございます。

、 、ただ 現在のキャリアの中の一部なんですが

衛星をちょっと低いところで飛ばしながら、普

通の携帯電話でも通話できるような技術開発の

実証に、今、取り組んでいるところでございま

す。この部分については国も力を入れて助成を

していると伺っておりますので、そういった体

制が整うものとは考えておるところでございま

す。

今は時代が物すごく進んで盗聴電○中野委員

話、もうああいう仕掛けをせんでもいいんだそ

うです。今は話した言葉が壁にぶつかって、そ

れを捉えてちゃんとキャッチすれば情報をとれ

る時代になって、機器というか、衛星を含めた

ものでしょうか、そういうのができるように開

発されて実用化されて、インテリジェンスの世

界では進んでいると。

だから、変なところで話し合いをすると、そ

れが全部盗聴されていますよというのを、某大

手国営放送局の幹部から聞きました。恐ろしい

と思いました。そのぐらい進んでいるんです。
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だから、携帯電話なんかは、いとも簡単にで

きそうな気がするんだけれど、開発してくださ

い。お願いしておきます。

生活・協働・男女参画課で、ＮＰ○松村委員

。Ｏの法人についてお聞きしたいんですけれども

ＮＰＯ法人は、数としては、今、県内横ばいの

ような数字ですけれど、事業を廃止するところ

もあれば、新たに新設するところもあると思う

んですけれど、このＮＰＯ法人の動きといいま

すか。それと、もう一つはＮＰＯ法人は設立は

昔は県でしたけれど、今は市町村に設立の届け

出は移っているんですよね。

ＮＰＯ法人の人格というか、事業内容という

、 、 、か それは県では把握できないのか それとも

今度、新たにＮＰＯの運営、財政基盤を支援す

るということがあるので、県でＮＰＯ法人の財

務内容とか、全部把握できているのか、その辺

をお聞きしたいんですけれど。

まず、ＮＰ○弓削生活・協働・男女参画課長

Ｏ法人の設立、解散等の動きということでござ

いますが、こちらの表がございます。38ページ

の実績値、28年度中の数字で申し上げますと、

認証が22あって、解散が５件あったり、取り消

し ３年以上、事業報告書を出さないと取り─

消しがありまして、ほかの県からの転入という

ことで、基本的には設立が多くて解散も幾つか

していったりというような動きで、平成27年は

減っていますが、基本的に全国件数は緩やかに

増加している傾向にございます。

あと、次に市町村移譲ということでございま

すが、これについては13市町村に権限移譲して

おります。市は全部移譲しておりまして、それ

で、そこにおいて設立の認証だとか、13事務ご

ざいまして、主だった事業は全部移譲している

ところでございます。

それで、県がその設立されたＮＰＯ法人等を

含めて把握しているかということでございます

が、これについては、基本的には事業報告書が

出されまして、事業の内容だとか、決算だとか

、 、 。というところは 全部 県に写しがまいります

そして、県でＮＰＯポータルサイトというイン

ターネットサイトに掲載しておりますので、県

民に広く公開をしている状況でございます。

あと、ＮＰＯ法人自体が経営体と○松村委員

しては非常に弱いというか、脆弱だということ

もあって、会社でいくと自己資本と言うんです

か、こういうところは何て言うか知らないけれ

ど、いわゆる寄附行為を受けやすくするような

取り組みをされてましたよね。

実質的にＮＰＯ法人の財務状況は、どういう

感じなんですか。

ＮＰＯ法人○弓削生活・協働・男女参画課長

の財務状況、数年前に調査したことがございま

して、収入が500万未満のＮＰＯ法人が約４割と

いうことでございます。かなり財政的には厳し

い法人が多い。

また、一方では介護保険等の関係で、１億円

以上とか非常に収入がございますＮＰＯ法人も

。 。ございます 二極化というところでございます

あと寄附の関係でございますが、統計等によ

りますと約１％の収入ということでございまし

て、ＮＰＯ法人、アメリカ等でございますとか

なり寄附額が多い。いわゆる宗教の違いとかも

、 、ございまして 寄附が多い事情がございますが

日本については、なかなかそれがまだ進んでい

かないということで、過去に、委員おっしゃっ

たように、寄附文化の醸成ということで、県の

事業としてサイトを立ち上げたりしたこともご

ざいます。

そういう中で、今、動きがありますのは、イ
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ンターネットを通じてクラウドファンディング

と言われるもの等がかなり広まってきましたの

で、県のＮＰＯの協働支援センターにおいて、

そういう研修会なり、寄附いわゆる財務をどう

高めていくか、それをかなりのメインテーマに

しておりまして、そういう研修会等を実施して

いるところでございます。

ＮＰＯって地域の中で一生懸命頑○松村委員

張っていらっしゃる団体が多いと思うんですけ

れど、なかなか経営面とかは厳しいですよね。

ボランティアだけではなくて、ＮＰＯでもちゃ

んと人件費とかもしっかりやって、ある程度組

織してやってほしいんだけれど、現実からいく

となかなか会社といいますか、法人だから会社

ですからね。成り立つのかなというところも数

、 、多く見られるので そういう寄附とかいう形で

財務的にある程度ＮＰＯ法人がしっかり法人と

。してできるような体制ができるといいですよね

それと、もう一つは、いわゆるＮＰＯ法人と

いうと、いかにも正義感のあるような法人に見

えるんですけれど、隠れみのとして悪質なＮＰ

Ｏ法人というか、これまで認定を取り消したと

か、そういうことはありますか。

一時期とい○弓削生活・協働・男女参画課長

、 、いますか ＮＰＯ法が平成10年に成立してから

設立するいろんな動きがある中で、ＮＰＯ法人

の名を語ればというようなところで、そういう

悪質なといいますか、そういう動きが都市部を

中心に行われていることは承知しているところ

でございます。

本県については、そういう傾向は、都市部よ

りは少ないのかなということでございます。

また、監督の関係でございますが、近年はあ

りませんで、過去において介護関係の不正受給

等がございまして、基本的にはその法律を管轄

するところの処分ということで、その後に県で

行うということです。例えば、平成22年に串間

、市のＮＰＯ法人が代表者逮捕等がございまして

不起訴にはなったんですが、その後、解散した

いということで、ＮＰＯ法については認証の取

り消しというようなことになったと。あと、平

成23年には宮崎市のＮＰＯの法人が介護支援費

の不正受給で、詐欺で逮捕ということで、これ

は法人が自主解散をされた。その２件ぐらいだ

というふうに。

出だしのころは、ちょっといろい○松村委員

ろ話もありましたけれど、最近は余り聞かない

なと思っていたんですけれど、十分管理あるい

は指導体制もできているのかなという気もしま

す。何よりもまず、ＮＰＯ法人が余りにも経営

環境というか、経営体としては脆弱だなと感じ

ていますので、またよろしく御指導をお願いし

たいと思います。

みやざき文化振興課、私学学校の○緒嶋委員

振興費補助、この国の定額補助、これは１人当

たり幾らということで来るわけですか、これは

どういうふうに理解するの。

これは国が定め○川口みやざき文化振興課長

、る生徒１人当たりの標準額が示されていまして

。それに生徒数を乗じた額が総額になっています

国の補助はそのうちの14％が定額で補助されて

いると、残りの86％は県費負担になっているん

ですけれども、それは交付税措置がされるとい

うことになっております。

計算すると金額として１人当たり○緒嶋委員

幾らになるとですか。

高校で申します○川口みやざき文化振興課長

と、これ、単純に平均なんですけれども、学校

当たりで申しますと、高校が１校当たり２

億2,800万程度になります。
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これを生徒数で割りますと、高校ですと、１

人、32万4,627円になります。

国の交付税措置もされておるとい○緒嶋委員

うことであれば、これは他県と比較して変わら

んということになるんですか。

他県も同様でご○川口みやざき文化振興課長

ざいます。

そうすると、下の私学高等学校の○緒嶋委員

授業料減免補助金、これは国と県が２分の１で

すが、県単という意味は何ですか。

平成28年度に制○川口みやざき文化振興課長

度がちょっと拡充されてまして、市町村民税５

万1,300円未満についても対象になるようになっ

たんですけれども、これについては半分しか見

ないということで、その分を県単で見ていると

いうことになっております。

国庫補助が減額された分を県単で○緒嶋委員

上乗せしておるということですか、どういう意

味。

メニューがあっ○川口みやざき文化振興課長

て、国庫が入っているのは家計急変と風水害被

災という２項目だけでありまして、それが実際

は実績がゼロ人になっております。

一応、国庫と入っているんですけれども、ほ

とんどが県の事業、県負担分だけになっており

ます。

それなら国庫って書く必要はない○緒嶋委員

じゃない。

制度上、そのメ○川口みやざき文化振興課長

ニューの中に、国２分の１の項目が入ってまし

て、その分を若干なんですけれども入れており

ます。

それは国に対して実際はそれだけ○緒嶋委員

なら、県がもっと出しておりますって書くほう

が正しいんじゃないの。

減免補助金の制○川口みやざき文化振興課長

度の一体的な制度の中に、国の２分の１の補助

がありますけれども、実際は先ほど言いました

風水害と家計急変だけが対象になっておりまし

て、実績はなかったんですけれども。

やっぱり事実がわからんと、これ○緒嶋委員

は国が２分の１出したんだろうと我々はとらざ

るを得んわけです。あなたたちはわかっておる

かしらんけど、我々に対しての説明にはなっと

らんよ。

もう一回、実際このお金は2,365万5,000円、

これは国の金がどれぐらいか、県の金がどれぐ

らいかを分けて表示してください、じゃないと

わからん。

全て県のお金に○川口みやざき文化振興課長

なっております。

それなら、国庫の２分の１は書く○緒嶋委員

必要はない。

予算を編成する○川口みやざき文化振興課長

ときには、国２分の１、こういった補助制度の

もとに組んでいるという意味で書いていること

と思います。

それは国は喜ぶかしれんけれど 10○緒嶋委員 、

割県費という中で、こういう表示があること自

体がちょっとおかしいのではないかと思うんだ

けれど、そういうことであれば。

大まかに私から御説明い○日隈総合政策部長

たしますと、まず私学の場合は、公立学校と同

じように、就学支度金ということで、県立高校

も私学も大体月額で１万円ぐらい出ます。

例えば、授業料が私学の場合は５万円だとす

ると、１万円は出ますので、残り４万円を負担

するわけなんですけれども、一定の低所得者に

ついては、ここの部分を減免補助金で見ましょ

。 、うという国庫補助が当たります 生活保護とか
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かなり低い方たちはそこが当たるんですけれど

も。その上ぐらいの、例えば、市町村民税が５

万1,300円ですかね、その水準以下のところのゾ

ーンについては、所得に応じて国庫が半分だけ

補助しましょうと。要するに、４万円だったら

２万円だけ補助しましょうというようなゾーン

がありますので、ここのところを県費で少し継

ぎ足して、授業料を見てあげようというのを県

単で若干見ているというような制度が、ここに

書いてあるというような内容です。

だけど、これは全部県費って言わ○緒嶋委員

れたから、国からは全然入っておらんというよ

うな理解を我々はすることになると思うよ。

委員に誤解を与○川口みやざき文化振興課長

えるというところがありますので、ここはまた

財政課ともちょっと協議させていただきたいと

思います。

課長たちを困らせるために質問し○緒嶋委員

ているわけではなく、やっぱり事実は事実とし

て我々は知りたいわけです。そういうことです

ので。

生活・協働・男女参画課でお願○前屋敷委員

いします。

36ページの表の下、それから37ページにも御

説明あるんですけれど、みやざき女性の活躍推

進会議、これは27年度から立ち上がった会議な

んでしょうか。

27年の10月○弓削生活・協働・男女参画課長

に設立しております。

これは企業数で198社。企業とい○前屋敷委員

う数なんですね。

企業数でご○弓削生活・協働・男女参画課長

ざいます。会員企業数と言います。

27ページにもうたってあります○前屋敷委員

けれども、女性の多様な働き方を実現するとい

う意味では、それぞれの企業の実態だとか、ど

ういう環境が整えば、より女性が働きやすいか

とかを大いに論議していただくような場ではな

いかなと思ってるんですけれど。女性だけの力

ではできないし、企業も男性も一緒になって、

そういう家庭的な問題も含めての論議を活発に

進めていく会議だと思うんです。

行政も加わっているようなんですけれど、県

からもどなたか担当が入っておられて、そうい

う実態というか、しっかりつかんでそれを生か

すというようなシステムになっているわけです

か。

これについ○弓削生活・協働・男女参画課長

ては立ち上げるときから、いわゆる準備段階か

ら含めて県と企業、あと団体が一緒になって設

立したわけでございます。設立した後につきま

しては、私どもの生活・協働・男女参画課が事

務局ということで参画しておりまして、企画員

という方を募って、実行委員みたいな方々と連

携しながら、この会議の運営を進めているとい

うことでございます。

女性のいろんな要望とかはどう○前屋敷委員

いう形で反映されるんですか。企業の皆さんが

集って会議を開かれるんだけれど、それぞれの

会社、企業で問題になっているようなところが

出されて、それをどう改善していくことにつな

がるんですか。

27年の10月○弓削生活・協働・男女参画課長

に設立以来、まず、会員の企業を広めましょう

というのが一つ もう一つはふやしていきましょ、

うと。さらに研修会・講習会等を通じまして、

会員企業さんたちのいわゆる経営者の方である

とか、役員の方であるとか、女性の職員、男性

でもよろしいんですが、そういう方を募りまし

て、研修会ということで、こちらに実績で書い
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てございます、28年度でいけば３回、509人とい

うことで、研修会を開催したりしているところ

でございます。これについてはテーマというこ

とで、28年度は職場風土の醸成であるとか、ワ

ークライフバランスとか、女性の能力開発だと

かというところで、３回の中で、県外の会社の

社長さんとか、コンサルタントの方をお招きし

て講演をすると。その後にワークショップとか

座談会とか、いらっしゃった方々をグループ分

けして、いろんな意見交換会をする。女性が働

きやすい職場環境ということで、そういう取り

組みを広めていくという意識醸成を、今、図っ

ているところでございます。

ぜひ多くの企業も参加をし、認○前屋敷委員

識も深めていくという点では、県の役割が大き

いかと思いますので、よろしくお願いしたいと

思います。

それと、もう一件いいですか。

みやざき文化振興課でお願いしたいんですけ

れど、48ページの施策の進捗状況の中ですが、

日ごろから文化に親しむ県民の割合という数値

が示されてきているんですけれど、この数字は

どういう形で掌握をされるんですか。

毎年行う県民意○川口みやざき文化振興課長

識調査の結果になっておりまして、28年度の県

民意識調査は、県内在住の18歳以上を対象に、

住民基本台帳から3,500人を抽出し1,540人、全

体の44％から回答があったものでございます。

その中の質問の１項目として、これがあると

ころでございます。

調査の仕方はわかりましたけれ○前屋敷委員

ど、数値がだんだん下がっているところが、非

常に気になるといいますか。文化といってもな

かなか経済的なものもかかわってくる部分もあ

りますので、生活が苦しいと、どうしても芸術

文化、そういうところに割く割合も少なくなっ

てくるということなので、実態をつかむという

意味では大事な数値かなと思っているところで

す。

。○中野委員 人権同和対策課長にお尋ねします

名前は人権同和対策ですが、人権のことは全

部説明がありましたが、同和についてのことが

全く触れてないわけですが、最近は同和に関し

ての差別の事案というものは、全く発生してい

ないわけですか。

いわゆる差別的な発○工藤人権同和対策課長

言でありますとか、そういったものは起こって

いるものもございます。

それで、その実績の中に書いてないがという

ところでございますけれども、各種の研修会で

ありますとか、そういったものの中には、いわ

ゆる部落差別でありますとか、そういったもの

も、講師の方をお招きして必ずテーマとして入

れているところでございます。

同和差別の云々は、今もあるとい○中野委員

うことですか。

ございます。ネット○工藤人権同和対策課長

上とかでも、いろんな書き込みとか、そういっ

たものがかなり見られるところでございます。

それから、えせ同和というのが一○中野委員

時とやかく言われましたよね、そっちは今は発

生してないんですか。

昔に比べれば、確か○工藤人権同和対策課長

に件数としては減っていようかと思いますが、

最近でも調査等をいたしますと、いわゆる高額

、な図書の販売とかの電話がかかってきたりとか

そういった事例がございます。

せっかく人権同和対策課だから、○中野委員

えせ同和も含めて、何かこういう成果と言うと

いけませんが、何かそういうのを文言にあらわ
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すことは何もできなかったものですか、書いて

あるんですか。

ほかの何とかでは説明がしてあるような話で

したけれども、なぜここにあらわれないんです

か。

済みません、確かに○工藤人権同和対策課長

講座とかそういった中には入っていると先ほど

もお話しましたけれども、その言葉は入ってお

りませんですね。

さっきもちょっと触れられました○中野委員

が、この同和対策の事業というか取り組み、そ

の辺のことはずっと取り組まれてきているわけ

ですよね。少しでもいいですから、その取り組

みの状況を説明していただけませんか。

先ほど申し上げまし○工藤人権同和対策課長

たとおり、各種研修の中では部落差別とかそう

いったものをテーマにしたのもやっておりまし

て、さらに啓発資料とかにつきましても作成を

して、お配りしているところでございます。

また、職場研修とかそういったものにつきま

しても、必ずこの同和問題についてのお話もさ

せていただいているところでございます。

具体的にここの53ページに、主な○中野委員

実績内容というところで、養成講座云々という

研修とかありますよね。それはどれがそれを含

んでいるんですか。

まず、上からいきま○工藤人権同和対策課長

すと、人権担当者養成講座につきましては３日

間やりまして、７つのテーマ等でやっておりま

すけれども、この中にも人権同和対策課の職員

が講師になってお話をする部分がございます。

それから、飛びまして県民人権講座ですけれ

ども、これが28年度、７回、県内で実施してお

るんですけれども、その中で、９月30日につき

ましては、同和問題をテーマにして、三重県の

方を講師にお招きして実施しているところでご

ざいます。

それから、啓発研修の講師派遣は、センター

の非常勤職員等が講師になって出向くものなん

ですけれども、これの中でも、やはりそういっ

たものをテーマにして研修をさせていただいた

りもしております。

視聴覚教材につきましては、この同和問題を

テーマにした教材も多数取りそろえているとこ

ろでございます。

いろいろ取り組まれているようで○中野委員

すが、人権同和対策課とあるのに、同和という

字が一つも出てこないんですが、やはり意識的

にこれに書かれていないもんですか。

いえ、そういうこと○工藤人権同和対策課長

ではございませんで、うちの課が取り扱ってお

ります、いわゆる人権のテーマがほかにも多数

ございまして、それをまとめて人権担当者云々

とか、そういった言葉でまとめさせていただい

ているところでございます。

この同和対策も、言われて40年ぐ○中野委員

らいになりますよね、スタートしてから。

同和対策とあるわけだから、人権だけに埋も

れないような取り組みを、また、いろんな報告

をするときに、そこに埋もれてあらわれないこ

とがないようにしてほしいと思いますが、要望

しておきます。

おっしゃるとおりで○工藤人権同和対策課長

ございまして、私どもの課の、いわゆる各人権

のテーマの中で、この同和問題は当課が推しと

してやっておりますので、ここについてはその

専門の課として取り組んでまいりたいと思いま

す。

また、こういう報告の中でも、そういったこ

とを考えさせていただきたいと思います。
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次に、みやざき文化振興課長に要○中野委員

望しておきます。

51ページの一番末尾の、施策の成果等という

ところに、記紀編さん記念事業については、今

後も中長期的視点に立って戦略的な情報発信に

努めるとありますから またことしも含めて 神、 「

話の源流みやざき」ということで一生懸命取り

組まれておるわけですが。

一般質問でも言いましたが、ここに記紀編さ

ん1300年の記念事業ですから、その記紀の内容

にのっとった事業をぜひ取り組んでほしいと。

古事記だけで言えば、質問しましたように３

巻のうちの１巻のその一部が日向神話だけです

から、ほか２巻もあるわけですから、ぜひその

ことを要望しておきます。

ほかよろしいですか。この後、総○二見主査

括がありますけれどもいいでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって第２班の○二見主査

審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後２時41分休憩

午後２時45分再開

分科会を再開いたします。○二見主査

各課長の説明及び、それに対する委員の質疑

が終了しましたが、総合政策部の決算全般につ

いて質疑はありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

全般にはよろしいですか。○二見主査

それでは、以上をもって総合政策部を終了い

たします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時46分休憩

午後２時48分再開

分科会を再開いたします。○二見主査

それでは、平成28年度決算について執行部の

説明を求めます。

会計管理局でございます。○福嶋会計管理者

会計管理局の平成28年度の決算の概要につい

て御説明を申し上げます。座って説明をさせて

いただきます。

お手元の決算特別委員会資料の１ページをお

開きください。

まず、会計管理局全体について御説明をいた

します。

表の一番下の欄をごらんください。

予算額が５億3,078万6,000円に対しまして、

支出済額が５億2,660万9,469円でございます。

この結果 不用額は417万6,531円 執行率は99.2、 、

％となっております。

次に、課ごとの状況を御説明いたします。

資料の２ページをお開きください。

、 。まず 会計課の決算状況についてであります

表の一番下の欄をごらんください。

予算額４億3,194万7,000円に対しまして、支

出済額が４億2,811万1,893円、不用額は383

万5,107円、執行率は99.1％となっております。

目における不用額が100万円以上のものにつき

まして御説明をいたします。

（ ） 。中ほどの 目 会計管理費をごらんください

不用額が359万7,901円となっておりまして、そ

のうち主なものは、この表の下から４段目の役

務費でありまして、不用額が242万480円となっ

ております。

これは、主に収入証紙の売りさばき人に対し

まして支払う売りさばき手数料が、見込みを下

回ったことによる執行残でございます。
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なお、目における執行率が90％未満のものは

ございません。

次に、資料の３ページをごらんください。

物品管理調達課の決算状況についてでありま

す。

表の一番下の欄をごらんください。

予算額9,883万9,000円に対しまして、支出済

額が9,849万7,576円、不用額は34万1,424円、執

行率は99.7％となっております。

目における不用額が100万円以上のもの及び執

行率が90％未満のものはございません。

以上、会計管理局の決算の概要につきまして

御説明をいたしましたが、主要施策の成果に関

する報告書への掲載、決算審査意見書に記載さ

れた審査意見及び監査における指摘事項はござ

いません。

御審議のほど、よろしくお願いいたします。

執行部の説明が終了しましたが、○二見主査

委員の皆様から質疑はありませんか。

先ほど役務費が242万少なかったと○中野委員

いうことで、収入証紙の売りさばきが減ったか

ら、その分だけの手数料がなかったという説明

でしたよね。

収入証紙は計画からすると売り上げが、大分

少なくなったんですか。計画どおりにはいって

ないということですか。

前年対比での伸びは、下回っているのか、上

がっているのか。

27年度と比較いたしますと、○青山会計課長

まず収入証紙の売り渡し額ベースでいきます

と、27年度が27億5,000万ですけれども、28年度

。が27億4,300万で約800万ほど減少しております

これに対して3.24％の手数料を支払いますの

で、その手数料の減が予算額ベースになります

が25万6,000円になります。

売り上げからすると、800万減です○中野委員

から余り変わりませんね。

800万といえども、下がったのは何か理由があ

るんですか。

この下がった理由が、収入証○青山会計課長

紙で取り扱っている使用料、手数料が693件、非

常にたくさんありまして、中での増減はあるん

ですけれども、全体では若干減少したというこ

とになります。

この収入証紙は、普通、県民はど○中野委員

ういうところで必要なんですか。一番多いのは

何ですか。高校入試とか、ああいうときにも何

か収入証紙を買って、それを添付しないと入学

手続ができないとか、いろいろありますよね。

一番多いのを例として教えてください。

28年度で一番多かったのは、○青山会計課長

食鳥検査の手数料になります。

食鳥検査で４億4,700万になります。

収入証紙の将来の売り上げ展望、○中野委員

見通しは、どんな方向になるんでしょうか。

この５年間で見ますと、一番○青山会計課長

多いときが27億8,000万、一番少ないときが27億

をちょっと超すぐらいで、余り大きな変動はご

ざいませんで、当面、使用料、手数料の取り扱

い状況が変わらなければ、この状況が続くのか

なとは思っております。

県の歳入の大きな財源になってい○中野委員

ると思うんですが、その27億円を売るために経

費は幾らかかっているんですか。

その経費に相当する分が 3.24○青山会計課長 、

％の手数料ということになります。

それだけでいいわけですね。○中野委員

ならば、売り上げれば売り上げるほど、かな

り収入になりますね。

失礼しました。ちょっと補足○青山会計課長
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させていただきますけれども、経費としまして

は収入証紙を印刷する費用が必要ですので、２

年に１回印刷しておるんですが、その分が28年

度に900万程度支出しております。

その金額は幾らなの。○中野委員

959万8,000円になります。○青山会計課長

よか商売ですね、法律で収入証紙○中野委員

、を使うのが限定されているんでしょうけれども

印紙は印紙で、あっちは国ですがね、国に要望

して、印紙を張らなけりゃならんものを収入証

紙に変えるとか、そういう国への要望とか、都

道府県でまとまって要望するとか、そういうこ

とはないわけですか。せっかくの収入財源です

から。

印紙は国費の収納で使うもの○青山会計課長

ですけれども、収入証紙につきましては、それ

ぞれの使用料、手数料を所管している課が現金

でとる場合もありまして、現金がいいのか、収

入証紙がいいのか、それぞれの所管課で判断し

て、証紙がいい場合は証紙を使っているという

ことで、現金でとっている部分もございます。

ほかはございませんか。○二見主査

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって会計管理○二見主査

局を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時57分休憩

午後２時58分再開

分科会を再開します。○二見主査

それでは、平成28年度決算について執行部の

説明を求めます。

それでは、人事委○原田人事委員会事務局長

員会事務局の平成28年度決算の概要について御

説明申し上げます。

お手元に配付しております決算特別委員会資

料をおめくりいただきまして、表の一番下の合

計の欄をお願いいたします。

平成28年度の予算額１億3,562万1,000円に対

しまして、支出済額は１億3,426万9,815円でご

ざいます。この結果、不用額が135万1,185円、

執行率が99.0％となっております。

次に、執行率が90％未満の目はございません

ので、執行残が100万円以上の目について御説明

いたします。

２つ目の 目 事務局費の不用額が108万3,360（ ）

円となっております。その主なものは職員手当

等の不用額42万2,492円でありますが、これは時

間外勤務手当等の執行残であります。

なお、主要施策の成果に関する報告書への掲

載、また、決算審査意見書に記載された審査意

見及び監査における指摘事項はございません。

説明は以上でございます。

御審議のほど、よろしくお願いいたします。

執行部の説明が終了しました。○二見主査

委員の皆様から質疑はございませんか。

それでは、私からいいですか。

職員手当の残業等が少なくてということなん

ですけれど、大体何時間ぐらい削減することが

できたかはわかりますか。

この手当につきましては、年○佐野総務課長

度末に実施をいたしました就職ガイダンスにお

きまして、事務局のほか、他部局の職員の応援

を要請しまして、そのための時間外勤務手当を

見込んでおりましたが、振替休日としていただ

きましたことで、その分が執行残になったとい

うものでございます。

わかりました。○二見主査

ほかございませんか。
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〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって人事委員○二見主査

会事務局を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時１分休憩

午後３時２分再開

分科会を再開いたします。○二見主査

それでは、平成28年度決算について執行部の

説明を求めます。

監査事務局の平成28年度○奥野監査事務局長

の決算の概要について御説明いたします。

お手元の決算特別委員会資料をごらんくださ

い。

１枚めくっていただきまして、監査事務局の

予算執行状況につきましては、１ページの一番

上の（款）総務費の欄をごらんください。

予算額は２億1,502万4,000円、支出済額は２

億1,379万2,564円、不用額は123万1,436円、執

行率は99.4％となっております。

主な内容について御説明いたします。

まず、上から２段目の（項）総務管理費でご

ざいます。

これは外部監査に要する経費でございます。

、 （ ） 。次に 中ほどの 項 監査委員費であります

これは次の段の（目）委員費と２ページの一番

上の（目）事務局費であり、監査委員及び事務

局職員の人件費及び運営費でございます。

なお、目の中で執行残が100万円以上のもの及

び執行率が90％未満のものはありません。

また、主要施策の成果及び監査結果につきま

しては、特に報告すべき事項はございません。

以上でございます。よろしく御審議のほど、

よろしくお願いいたします。

執行部の説明が終了しましたが、○二見主査

委員の皆様から質疑はございませんか。

この委員費は、全て４人の監査委○中野委員

員に関する経費になるんですか。

そうです。○奥野監査事務局長

報酬と給料の違いって、どんなふ○中野委員

うな分け方をしておるわけですか。

報酬と給料ですが、報酬○奥野監査事務局長

が議会選出の委員のものになります。

給料は識見員が２人 例えば、県のＯＢの─

方とか、宮銀のＯＢの方とかが識見員というこ

とになっております。常勤のために給料という

扱いになっています。

ＯＢ監査委員は給料になるわけ。○中野委員

報酬は議会選出の２人分だけということです

か。

。○奥野監査事務局長 そのとおりでございます

議員だから報酬という言葉を使っ○中野委員

ているわけ。

非常勤ということで、報○奥野監査事務局長

酬というのを使っております。

我々議員は報酬、これ、前、給料○中野委員

になっていませんでしたかね 全部報酬でもらっ。

てますかね。それと、給料はあとの２人分です

ね。よくわかりました。また聞くかもしれませ

ん。

今、おっしゃられたとお○門内監査第一課長

りなんですけれども、給与につきましては、常

勤の監査委員の給与ということで、常勤の監査

委員の給与及び旅費に関する条例で定まってお

ります。

報酬につきましては、非常勤の監査委員の報

酬ということで、執行機関としての委員会の委

員または委員の報酬及び費用弁償に関する条例

、 。で それぞれ定まっているところでございます
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事務局費の報償費って、これ何に○緒嶋委員

対して報償費を出すわけ。

、○奥野監査事務局長 事務局費の報償費ですが

この主なものは工事検査で県のＯＢの技術者の

方に同行をお願いしておりまして、その方が来

られて、例えば、事務局の職員の工事検査の研

修をしてもらうとか、あるいは実際の実地監査

のときに同行して、いろんな指導、助言をいた

だくと、そのための報償になっています。

なるほどね。○緒嶋委員

監査事務局でちょっと専門的でわかりにくい

ときに、その手助けをしてもらうということか

な。

そういう外部の専門家の○奥野監査事務局長

活用をしているということでございます。

また委員費のところで、今度は職○中野委員

員手当も、これは監査委員に対する手当なんで

すか。

これは常勤の監査委員、○奥野監査事務局長

識見員の期末手当になっております。

勉強不足で申しわけありません。○中野委員

常勤の監査委員は職員という位置づけになっ

ているわけですか。

特別職の常勤ということ○奥野監査事務局長

になっております。

ほかございませんか。○二見主査

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

では、以上をもって監査事務局を○二見主査

終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時９分休憩

午後３時11分再開

分科会を再開いたします。○二見主査

それでは、平成28年度決算について執行部の

説明を求めます。

議会事務局の平成28年度○甲斐議会事務局長

決算の概要につきまして御説明いたします。

お手元の決算特別委員会資料の１ページをお

開きください。

一番上の段の（款）議会費でございます。予

算額11億3,107万3,000円に対しまして、支出済

額11億2,320万249円、不用額が787万2,751円で

あります。執行率は99.3％となっております。

次に、目における予算の不用額が100万円以上

のものにつきまして御説明いたします。なお、

執行率が90％未満の目はございません。

まず、上から３段目の（目）議会費でありま

す。不用額は314万301円であります。主なもの

といたしましては、中ほどの旅費の159万3,025

円、下から２つ目の使用料及び賃借料の110

万5,384円であります。これは本会議開催に伴う

応招旅費等の執行残及び委員会の県内外調査に

係る借り上げバス代等の執行残であります。

２ページをお開きください。

一番上の段 （目）事務局費であります。不用、

額は473万2,450円であります。主なものといた

しましては、下から４つ目の委託料の65万3,047

円、下から２つ目の工事請負費の91万7,160円で

あります。

これは本会議・委員会速記反訳委託料等の執

行残及び議会棟の突発的な修繕に対応するため

の経費等の執行残であります。

そのほか、主要施策の成果に関する報告書及

び決算審査意見書及び監査における指摘事項等

については該当ございません。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

執行部の説明が終了しました。質○二見主査



- 79 -

平成29年10月４日(水)

疑をお願いします。

お尋ねします。○中野委員

まず、１ページから、ここの（目）議会費の

職員手当等というところ、これは誰に支払う手

当なんですか。

職員手当等についてでござい○小田総務課長

ますが、こちらにつきましては議員の期末手当

でございます。

それから、次のページ （目）事務○中野委員 、

局費の一番上ですが、報酬、これは誰に支払う

分ですか。

報酬でございますけれども、○小田総務課長

事務局に勤めております非常勤職員 ６名おりま※

すけれども、非常勤職員に対する報酬でござい

ます。

非常勤職員。○中野委員

そうすると、議員は職員、職員は報酬、何か

さっきの監査委員と違うな。

１億2,616万7,000円という予算の額、この給

料は議員に支払う、俗に我々が言う報酬のこと

ですか。

議員のいわば給料は、１ペー○小田総務課長

ジの議会費の報酬が議員への報酬ということに

なります。

職員につきましては、２ページの給料という

ところが、いわゆる常勤の職員、議会事務局職

員に対する給料ということになります。

ちなみに、先ほど事務局費の報酬が非常勤職

員、その下の、上から５つ目に賃金がございま

すけれども、この賃金につきましては、臨時職

員等の仕事に対する対価として支払うものでご

ざいます。

結局、１ページでいけば、我々の○中野委員

もらう分は報酬、そして職員手当のところ、い

わゆるボーナスをもらうときは我々は職員にな

るわけですか。

いわゆる名称の区分がこう○小田総務課長

、 、なっておりまして 職員手当という区分の中で

議員の期末手当がこの中に入ってくるというこ

とだと思っております。

それから、２ページの非常勤職員○中野委員

の報酬。我々議員も報酬でしょう。でも、非常

勤職員は報酬になるんでしょう。どうもすみ分

けがいまいちわかりませんが。

いわゆる報酬と給料の違いで○小田総務課長

ございますけれども、報酬は非常勤職員に対し

て支出されるものということで、この非常勤職

員には議員もしくは各種委員会の委員等が該当

してくるということになります。

、 、 、それから 給料につきましては 常勤の職員

我々でありますとか、県庁の常勤の職員に対し

て支払われるのが給料という整理になっており

ます。

報酬は非常勤の者に支払うものを○中野委員

報酬、給料は常勤の者に支払うときになるんで

すかね。

年末調整のときに、源泉徴収票をもらいます

よね。甲斐局長になってから、もともとは給料

という欄で処理していたのが、報酬に変わりま

したよね。様式も変わりましたが中身も変わっ

たんですよね。賢明なる甲斐事務局長の判断で

変わったかどうかわかりませんが、あの書き方

が変わってるんですよ、昨年から変わりました

よ、よく見てみなさい。

だから、私は報酬というものが何なのか、職

員云々って何なのか、給料とは何なのかわから

んとです。先程の監査事務局のときも、わから

んかったから質問して、そのときはわかったよ

うな気持ちになったけれど、議会事務局になっ

※次ページに訂正発言あり
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たら、また先程の説明とは違うような書き方が

してあったから。

しかし、総務課長は大したもんだ、報酬とは

非常勤の者に支払うもの、給料とは常勤の者に

支払うものという明快なる定義を説明されまし

た。

そのことがあれば、何か理解できたような気

がしますが、ただそうなれば、我々の期末手当

が職員手当になったりまた矛盾も感じますが。

と同時に、年末に我々も源泉徴収票をもらいま

すが、あの書き方も今度はどうなるのかなとい

う思いもしました。

過去のもの等を含めてよく整理して、本年度

分はやってください。

恐らく明細の書き方とし○甲斐議会事務局長

ては、従来と変わっていないかと思うんですけ

れども、任命権者の責任で証明するということ

で。議員への証明も、議会事務局の名での証明

になったところでございます。

それは変わりました、さすが甲斐○中野委員

局長だと思いました。

あれも調べて 我々は二元代表制の中でチェッ、

クする側なのに、チェックする側が給料として

知事からもらっていたんですよね。これはどう

いうもんかなと思って衆議院と参議院に聞いた

んです。そしたら、あそこは事務局の幹部職員

の名で、それぞれ衆議院は衆議院のそこが支払

う、参議院は参議院が支払うということにずっ

となっていましたよ。

そのことが、去年から甲斐事務局長になって

から、そんな取り扱いをされましたよね。聡明

なる決断だったなと思いました。私はずっとお

かしい、おかしいとずっと事務局に言ってきた

んですよ。検討します、検討しますだったけれ

ども、検討がされたんだと思いますが、なかな

か変更されなかったんですが、昨年から変更に

なったんですよ。

そのこと等を含めて、我々が申告をするとき

に、今度は給料云々があって、申告書の書き方

もまたいろいろあるんですよ。あれは全国共通

版だから、ちょっと注意しながら書いています

が、我々は報酬の位置づけのところに書いてお

りますけれど。ただ期末手当分は職員手当、そ

こがどうもしっくりきませんが。

なかなかちょっと答えが見つ○小田総務課長

からないところではありますけれど、目の中の

節の区分けの中に整理して金額が振り分けられ

ていると考えております。その辺はちょっと私

、 、も勉強不足なところがありますので 調べたり

研究してみたいと考えております。

暫時休憩します。○二見主査

午後３時25分休憩

午後３時26分再開

分科会を再開します。○二見主査

済みません。先ほど、私、事○小田総務課長

務局の報酬の中で 非常勤職員の数を６名と言っ、

たと思いますが、７名の誤りでございました。

訂正させていただきます。

28年度の工事請負費2,562万。昨年○緒嶋委員

度、何をこんなに工事をされたのか。

この工事請負費につきまして○小田総務課長

は、委員会室の放送設備の更新を28年度行って

おりますが、この経費でございます。

これだけかかったわけですか、○緒嶋委員

2,653万も。

。○小田総務課長 この金額が全てでございます

政務活動費はどこの項目に入るん○松村委員

ですか。議会費の中ですか。

政務活動費につきましては、○小田総務課長
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も、負担金・補助及び交付金の中に含まれてお

ります。

そうかなとは思いましたけれど、○松村委員

不用額 政務活動費って結構返還があったんじゃ、

なかったかな。

この負担金・補助及び交付金○小田総務課長

の中には、政務活動費の交付金を初め、全国議

、 、長会でありますとか 九州議長会の負担金とか

、あとは全国共済会への負担金等が含まれた金額

その合わせたものについての不用額ということ

でございまして、政務活動費の返還額につきま

しては、28年度分は雑入で29年度、今年度に受

け入れをしております。

ということで議会費にはあらわれ○松村委員

てこないということですね。一般会計の雑入で

入ってくるということを理解いたしました。

そしたら、28年度の歳入で雑入○前屋敷委員

がどの程度あったんですか、見ればわかると思

いますが。

済みません、数字を確認しま○小田総務課長

すので、お時間を頂戴いたしたいと思います。

暫時休憩します。○二見主査

午後３時31分休憩

午後３時36分再開

分科会を再開します。○二見主査

28年度、雑入で受け入れたも○小田総務課長

の、トータルの金額が1,604万6,304円ございま

して、そのうち政務活動費の返還分、27年度分

の政務活動費を28年度に雑入で受け入れた分で

ございますけれど、これが1,489万6,136円ござ

います。

それから、ちなみに28年度分の残余が1,904

万6,000円ございますけれども、これは今年度の

雑入で受け入れるということになろうかと思っ

ております。

返納額がふえているんですね。○松村委員

返還額は、年によって若干多○小田総務課長

いときがあったり、少ないときがあったりとい

うことで、一定はしておりませんけれども、そ

の年によって数字的には変動があるという状況

だと思っております。

それでは、以上をもって議会事務○二見主査

局を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩します。

午後３時38分休憩

午後３時40分再開

分科会を再開します。○二見主査

まず、採決についてでありますが、あした10

月５日の13時に採決を行いたいと思いますが、

よろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いたし○二見主査

ます。

その他、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で本日の分科会を○二見主査

終了いたします。

午後３時41分散会

平成29年10月４日(水)
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午後０時59分再開

出席委員（６人）

主 査 二 見 康 之

副 主 査 岩 切 達 哉

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 中 野 一 則

委 員 松 村 悟 郎

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（１人）

委 員 河 野 哲 也

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 原 田 一 徳

総務課主任主事 日 髙 真 吾

分科会を再開いたします。○二見主査

、 、 、まず 議案の採決を行いますが 採決の前に

賛否も含め御意見があればお願いいたします。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、これより採決に入りま○二見主査

すが、よろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、挙手により採決を行い○二見主査

ます。

議案第11号の認定について、賛成の方の挙手

を求めます。

〔賛成者挙手〕

挙手多数。よって、議案第11号に○二見主査

ついては、原案のとおり認定すべきものと決定

いたしました。

次に、主査報告骨子案についてであります。

主査報告の項目及び内容について、御意見は

ありませんか。

暫時休憩いたします。

午後０時59分休憩

午後１時０分再開

分科会を再開いたします。○二見主査

それでは、主査報告につきましては、正副主

査に御一任いただくことで御異議ございません

か。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

、 。○二見主査 それでは そのようにいたします

その他、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

では、以上で分科会を終了いたし○二見主査

ます。

午後１時０分閉会

平成29年10月５日(木)


